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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
災害対策における地域保健活動推進のための管理体制運用マニュアル実用化研究 

 
 

総括研究報告書 
 
     

災害対策における地域保健活動推進のための管理体制運用マニュアル実用化研究 
 

研究代表者 宮﨑 美砂子  （千葉大学大学院看護学研究科 教授）   
 

研究要旨 
統括的な役割を担う保健師（以下、統括保健師）は、災害時に被災地の健康支援の推進役割を

期待されているが、その役割、コンピテンシー、人材育成の方法は明確になっていない。本研究

は、統括保健師のための災害対策における管理実践に係るマニュアル及び研修ガイドラインの作

成、それらの検証を目的とするものである。本研究では、統括保健師の災害時の管理実践の中で

も中核を成すと考えられる、情報活用とリーダーシップに着目する。本研究は 2か年計画であり、
初年度である本年度は、統括保健師の災害時の管理実践能力の発揮と育成を図るための根拠資料

の作成を目標とし、統括保健師の災害時のコンピテンシーに関する概念を、全国の統括保健師へ

の意見調査を踏まえて整理し、統括保健師のためのマニュアル及び研修ガイドラインに記載する

エビデンスレベルの検討を行った。文献レビュー・災害時対応事例のヒアリング調査からの知見

の抽出、学際的な知見の分析と統括保健師の育成への応用可能性の検討（公衆衛生領域の他専門

職、有事の専門機関である警察・消防・自衛隊）を踏まえて、災害時における統括保健師のコン

ピテンシーの構成・内容についての仮説的枠組み（4領域・89項目)を導出した。コンピテンシ
ーの仮説的枠組みを用いて、都道府県及び保健所設置市の本庁、大規模災害が想定される３県の

保健所・市町村の統括保健師を対象に、災害時における統括保健師のコンピテンシー、役割・権

限、育成方法に関する意見調査を実施し、災害時における統括保健師のコンピテンシーを構成す

る基本的理解を得た。また災害時において統括保健師が活動推進役割を発揮するには、統括保健

師の役割の明確化、行政組織内での役割の共有理解の形成が、基盤として必須であることが明ら

かになった。 
 
研究分担者 
奥田 博子 （国立保健医療科学院 健康危機管理研究部 上席主任研究官） 
春山 早苗 （自治医科大学 看護学部 教授） 
金谷 泰宏 （国立保健医療科学院 健康危機管理研究部 部長） 
 
研究協力者 
坪川 トモ子 （新潟青陵大学 准教授）     分担研究 1 
井口 紗織（東京工科大学医療保健学部 助教）  分担研究 3及び 6 
佐々木 美絵 （国立保健医療科学院 主任研究官）分担研究 4 
吉富 望   （日本大学危機管理学部 教授）  分担研究 5及び 6 
高知県健康政策部健康長寿政策課         分担研究 6 
愛知県健康福祉部医療福祉計画課         分担研究 6 
静岡県健康福祉部健康増進課           分担研究 6   
 
 
A.研究目的 
 近年の災害は、その原因、規模、地域背景
も多様であり、発災対応においては、情報分
析力と活動を組織的に推進していくリーダー
シップが求められている。統括的な役割を担
う保健師（以下、統括保健師）は、平時はも

とより、災害時において、保健活動推進の要
となることが過去の災害事例の検証からも示
されているが１）～３）、とりわけ災害時に担う
べき役割、コンピテンシー、人材育成方法は
明確になっていない。 
「地域における保健師の保健活動について
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（平成 25年 4月 19日健発 0419第 1号）」
において保健活動を組織横断的に総合調整及
び推進し、技術的及び専門的側面から指導役
割を担う部署を組織内に位置づけ、統括的役
割を担う保健師を配置するよう務めることが
示された。しかし配置の実態は全自治体の半
数以下である（厚生労働省 保健師健活動領域
調査 2016）。 
本研究は、統括保健師のための、災害対策
における管理実践に係るマニュアル及び研修
ガイドラインの作成、それらの検証を目的と
する。 
汎用性の高いマニュアル、研修ガイドライ
ン、研修プログラムを提示し、それらが各自
治体の人材育成担当者や人事担当者に活用さ
れることにより、災害対策を視野に入れた統
括保健師の配置及び育成の進展、地域保健活
動における災害対策の進展が期待できる。 
本研究では災害対策における地域保健活動
推進を、統括保健師の管理実践に焦点をあて
て追究する。特に管理実践の中でも中核を成
す、情報分析力とリーダーシップに着目する
1)。 
 本研究は２か年の計画である。平成 28 年
度は、統括保健師のためのマニュアル及び研
修ガイドラインに記載するエビデンスレベル
を明確にするための調査の企画・実施する。
具体的には、①文献レビュー・災害時対応事
例の調査（分担研究１～３）、②学際領域の危
機管理支援人材の育成方法の調査（公衆衛生
領域の他専門職、有事の専門機関である警
察・消防・自衛隊及び企業の危機管理部門に
おける人材育成方法の調査（分担研究４及び
５）、③災害時における統括保健師のコンピテ
ンシー・役割等に対する意見調査（分担研究
６）を行う。 
平成 29年度は、前年度の結果を踏まえて、
①災害対策における統括保健師のための管理
体制運用マニュアル及び研修ガイドライン
（案）の策定、②上記の現場への適用による
研修プログラムの立案・実施・評価、③マニ
ュアル及び研修ガイドラインの総合検証を行
う。  
 
【本研究の特色】 
１．災害時の管理実践を情報分析力とリーダ
ーシップに着目して検討する。 
２．マニュアル及び研修ガイドライン作成に
あたり記載するエビデンスレベルを明確に
するための現状調査ならびに学際的検討を
国内外の動向を踏まえ行う。 
３．現状調査は、地域活動拠点別、地域特性
別、災害種別といった複数の観点から災害
時の情報の管理・活用の実際を多事例の収
集（一部は詳細調査）により検討する。 
４．学際的検討は、有事の専門機関である警
察・消防・自衛隊、企業等における災害時
の情報管理、リーダーシップ、育成方法の

知見から統括保健師の育成への応用可能性
の検討を行う。 
５．汎用性の高いマニュアル、研修ガイドラ
イン及び人材育成プログラムとするための
実地検証を行う。 

 
＜用語の定義＞ 
統括保健師：災害時において所属自治体（組
織）において、派遣保健師の調整等を部署横
断的に担う保健師とする。所属自治体から当
該役割について発令を受けているかどうかは
問わないものとする。 
 
B.研究方法 
 ６つの分担研究により、最終的に本研究の
目的を達成するよう本年度の研究を構成した。 
分担研究１：統括保健師及び統括保健師を補
佐する保健師が災害時に取扱う情報の管理と
活用に関する現状調査―地域活動拠点別の事
例調査 
分担研究２：統括保健師及び統括保健師を補
佐する保健師が災害時に取扱う情報の管理と
活用に関する現状調査―地域特性別の事例調
査 
分担研究３：統括保健師及び統括保健師を補
佐する保健師が災害時に取扱う情報の管理と
活用に関する現状調査―災害種別による事例
調査 
分担研究４：公衆衛生領域の専門職における
災害時の情報管理、リーダーシップ、育成方
法の検討 
分担研究５：有事の専門機関である警察・消
防・自衛隊、企業等における災害時の情報管
理、リーダーシップ、育成方法の検討 
分担研究６：統括的役割を担う保健師の災害
時のコンピテンシー（実践能力）、役割・権限、
育成方法に関する意見調査 
 
１．災害時における統括保健師のコンピテン
シー(実践能力)の仮説的枠組みの作成 
分担研究１～５に基づき、①文献レビュ
ー・災害時対応事例のヒアリング調査からの
知見の抽出、②学際的な知見の分析と統括保
健師の育成への応用可能性の検討（公衆衛生
領域の他専門職、有事の専門機関である警
察・消防・自衛隊及び企業等における危機管
理支援人材の育成に関する調査）を行い、そ
れら結果に基づき、災害時における統括保健
師のコンピテンシーの構成・内容の仮説的枠
組みを作成した。 
２．災害時における統括保健師のコンピテン
シー・役割等に対する意見調査（分担研究６） 
都道府県及び保健所設置市の本庁、大規模
災害が想定される３県の保健所・市町村の統
括保健師（計 255 名）を対象に、「災害時に
おける統括保健師のコンピテンシー、役割・
権限、育成方法に関する現状・意見」につい
て郵送自記式質問紙調査を実施した。 
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 以上を踏まえ災害時における統括保健師の
管理実践能力の発揮と育成を図るためのマニ
ュアル及び研修ガイドラインに記載すべきエ
ビデンスについて検討した。 
（倫理面への配慮） 
 関係者へのヒアリング調査、質問紙調査の
それぞれにおいて、研究代表者の所属機関に
おける研究倫理審査委員会にて研究計画の承
認を得ると共に（承認番号 28-37、承認番号
28-54、承認番号 28-84）、研究遂行において
は倫理的配慮を遵守した。 
 
C.研究結果 
１．災害時における統括保健師のコンピテン
シーに関する仮説的枠組み（4領域・89項目）
の導出 
米国の公衆衛生専門職の災害に対するコ
ア・コンピテンシー・モデル（Public Health  
Preparedness and Response: Core 
Competency Model（CDC＆ASPH,2010)）４）
を参考に、本研究における文献レビュー・ヒ
アリング調査結果、学際領域の危機管理支援
人材の育成に関する調査の結果を踏まえ、災
害時における統括保健師のコンピテンシーと
して 4領域（リーダーシップ、情報知識の形
成と運用、計画策定と推進、職員の健康安全
管理）・89項目を導出した。 
 リーダーシップ（27項目）には、＜非常時
の意思決定＞、＜自己と他者の行動の管理・
すべての人々や文化の尊重＞、＜組織内外の
関係者との協働の促進＞、＜変化する状況へ
の持続的対応＞、＜自己の役割権限の遵守＞
の下位領域が含まれた。情報知識の形成と運
用（48項目）には、＜情報収集の努力の指向
力＞、＜情報収集力＞、＜情報の分析力＞、
＜情報の使用・活用力＞の下位領域が含まれ
た。計画策定と推進(10項目)には、被災の影
響や格差を考慮した対策を講じることができ
る、状況変化やスピードに応じた PDCAの展
開を図ることができる、等の内容が含まれた。
職員の健康安全管理（4 項目）には、こころ
のケアの個別対応と普及啓発の企画・実施が
できる、等の内容が含まれた。 
 
２．災害時における統括保健師のコンピテン
シー・役割等に対する意見調査 
 全国の都道府県及び保健所設置市の本庁、
大規模災害が想定される３県の保健所・市町 
村の統括保健師（計 255名）を対象に、上記
１）を基に「災害時における統括保健師の 
コンピテンシー、役割・権限、育成方法に関
する現状・意見」を把握するための質問紙を 
作成し郵送調査を実施した。回収率 53.73%
であった。災害時における統括保健師のコン
ピテンシーとして提示した 4領域・89項目に
ついては、「とても重要である」「重要であ
る」との回答が多くを占めたが、現状におけ
る課題として、統括保健師の役割・権限・責

任の明文化と組織内（災害対策本部、保健福
祉対策部署内）での共有、統括保健師を支え
る体制、統括保健師としての自覚、平時から
の統括役割の遂行、状況のイメージ力の形成、
平時からの地域及び住民の状況理解、平時か
らの関係者との連携等が挙げられた。 
 
D.考察 
災害時における統括保健師の管理実践能力
の育成においては、統括保健師の役割・権限
の明確化と行政組織における共通理解の形成
が統括保健師の役割発揮の前提及び基盤とし
て必須であることが複数の調査から明示され
た。 
災害時において統括保健師のコアとなる能
力は、発災後の時間経過の中で、組織として
の動きと時間軸の動きとを合わせてイメージ
できる力であり、加えて、包括的指示の解釈
力、情報収集や、人員配置及び部門間の役割
分担等のすべてにかかわる調整力、さらにチ
ーム構成員への配慮や能力査定を含むチーム
の機動性の促進が重要と考えられた。 
本研究により導出した、災害時における統
括保健師のコンピテンシー4領域・89項目は、
統括保健師への意見調査の結果、概ね同意が
得られたが、これらの項目内容を、統括保健
師の管理実践マニュアル、研修ガイドライン
に適用させたり、能力開発の評価指標として
活用したりするには、項目数が多く、更なる
精査が必要である。豊かな経験を有する統括
保健師、他領域の統括的立場にある専門職者、
行政組織内の管理者等とも意見交換する場を
もつことがそのために有用と考えられる。 
統括保健師の災害時の能力開発方法として、
思考や判断・行動を実質化するための反復訓
練や、訓練機会を計画的に持つことの必要性
が示唆された。教育機会を体系的に計画する
には、修得すべきコンピテンシーを基盤にお
いた教育体系と評価方法の確立が必要であり、
とくに、形式的な知識を、思考力や判断・行
動力に転換していく実践的な教育を包含する
プログラムが必要と示唆された。コンピテン
シーの修得において、評価者の役割の重要性
についても示唆を得た。 
 
E.結論 
 文献レビュー・災害時対応事例のヒアリン
グ調査からの知見の抽出（分担研究１～３）、
学際的な知見の分析と統括保健師の育成への
応用可能性の検討（公衆衛生領域の他専門職、
有事の専門機関である警察・消防・自衛隊及
び企業の危機管理部門）（分担研究４及び５）
を踏まえて、災害時における統括保健師のコ
ンピテンシーの構成・内容についての仮説的
枠組み（4領域・89項目)を導出した。コンピ
テンシーの仮説的枠組みを用いて、都道府県
及び保健所設置市の本庁、大規模災害が想定
される３県の保健所・市町村の統括保健師を
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対象に、災害時における統括保健師のコンピ
テンシー、役割・権限、育成方法に関する意
見調査を実施し（分担研究６）、災害時におけ
る統括保健師のコンピテンシーを構成する基
本的理解を得た。また災害時において統括保
健師が活動の推進役割を発揮するには、統括
保健師の役割の明確化、行政組織内での役割
の共有理解の形成が、その基盤として必須で
あることが明らかになった。 
 
F.健康危険情報 
 なし 
 
G.研究発表 
 1.  論文発表 
(1) Chang S, Ichikawa M, Deguchi H and 
Kanatani Y. A General Framework of 
Resource Allocation Optimization and 
Dynamic Scheduling. SICE Journal of 
Control, Measurement and System 
Integration.2017; 10(2): p77-84. 
(2)松本珠実、金谷泰宏.「大規模災害時におけ
る保健師の活動マニュアル」の策定と災害時
健康危機管理支援チーム構想等との連続性や
連携に向けた課題 . Japanese Journal of 
Disaster Medicine. 2016; 21(1): p78-82. 
(3)金谷泰宏、鶴和美穂. 大規模災害時の公衆
衛生活動と被災地支援の到達点. 公衆衛生 
2016; 80(9): p636-642. 
(4) 笠山（坪山）宜代、金谷泰宏. 「災害時健
康危機管理支援チーム(DHEAT)」と管理栄養
士への期待 . 臨床栄養   2016; 129(2): 
p158-159. 
 
 2.  学会発表 
(1) Kanatani Y. The Right Start: 
Introduction to public health and the 
medical response to disasters in Japan 
(Theory and practical methodology).48th 
Asia-Pacific Academic Consortium for 
Public Health Conference; 2016 
September; Tokyo, p.50 
(2) Chang S, Ichikwa M, Deugchi H and 
Kanatani Y. “An agent-based simulation of 
post-disaster relief and medical assistance 
activities”. The 7th International 
Symposium on Computational Intelligence 
and Industrial Applications (ISCIIA2016). 
2016, Nov. China.  
(3)金谷泰宏. 国立保健医療科学院における災
害時健康危機管理支援チーム教育の現状と課
題. シンポジウム 19 大規模災害時の健康危
機管理を担う公衆衛生従事者の教育訓練のあ
り方.第 75回日本公衆衛生学会総会. 2016年
10 月；大阪. 日本公衆衛生雑誌. 2016；63
（10 特別付録）:p128. 
(4)岩崎大貴、金谷泰宏、市川 学、出口 弘. 
社会シミュレーションを用いた広域災害時の

医療需要予測と精度向上に向けた検討. 第75
回日本公衆衛生学会総会. 2016年 10月；大
阪. 日本公衆衛生雑誌. 2016；63（10 特別
付録）:p574. 
(5)宮﨑美砂子、奥田博子、春山早苗、上林美
保子、安齋由貴子、高瀬佳苗、丸谷美紀、金
谷泰宏、井口沙織. 大規模災害時の地域保健
活動拠点における支援人材活用等のマネジメ
ント評価指数の検討. 第 75 回日本公衆衛生
学会総会. 2016年 10月；大阪. 日本公衆衛
生雑誌. 2016；63（10 特別付録）:p579. 
(6)前浜慶祐子、長谷川麻衣子、金谷泰宏、 
市川 学、黒田美奈子、藤本澄江. 災害時公
衆衛生対応における机上訓練を通じた地域内
連携体制構築の取り組み. 第 75 回日本公衆
衛生学会総会. 2016年 10月；大阪. 日本公
衆衛生雑誌. 2016；63（10 特別付録）:p582. 
(7)原岡智子、金谷泰宏、早坂信哉、尾島俊之. 
災害時公衆衛生活動における情報に関する訓
練の効果. 第 75 回日本公衆衛生学会総会. 
2016 年 10 月；大阪. 日本公衆衛生雑誌. 
2016；63（10 特別付録）:p583. 
 
H.知的財産権の出願・登録状況 
 なし 
 
＜引用文献＞ 
1)宮﨑美砂子，中野宏子，平位弘子，藤原啓
子：災害時における統括保健師の役割．地
域保健，6-37，2014.5月号 

2)宮﨑美砂子，奥田博子，春山早苗ほか 8名：
東日本大震災の被災地の地域保健活動基盤
の組織体制のあり方に関する研究．厚生労
働科学研究費補助金 地域健康安全・危機管
理システムの機能評価及び質の改善に関す
る研究（研究代表者 多田羅浩三）平成 24
年度分担研究報告書（研究分担者 宮﨑美砂
子），1-40，2013. 

3) 宮﨑美砂子，奥田博子，春山早苗ほか 8
名：災害時の被災市町村支援における地域
診断項目とその活用に関する研究．厚生労
働科学研究費補助金 大規模地震に対する
地域保健基盤整備実践研究（研究代表者 平
成 25年度遠藤幸男、平成 26年度犬塚君雄）
平成 25-26年度総合・分担研究報告書（研
究分担者 宮﨑美砂子），1-64，2015. 

4)Disaster Nursing And Emergency 
Preparedness for Chemical , Biological, 
and Rediological Terrorism and Other 
Hazards 3rd ed.( Tener Goodwin 
Veenemaedi.ed.),Springer publishing 
Company, 2013. / Public Health 
Preparedness and Response: Core 
Competency Model（CDC＆ASPH,2010）, 
http://www.aspph.org/educate/models/pu
blic-health-preparedness-response/(検索
日 2017年 5月 30日)  
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
災害対策における地域保健活動推進のための管理体制運用マニュアル実用化研究 

 

分担研究報告書 
 

分担研究 1：統括保健師および統括保健師を補佐する保健師が災害時に取り扱う情報の管理と 
活用に関する現状調査―地域活動拠点別の事例調査 

 
研究分担者   奥田 博子  （国立保健医療科学院 健康危機管理研究部・上席主任研究官） 

 
 
研究要旨 
目的：地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の災害時の保健活動推進に際して自治

体の統括保健師が取扱う情報と、その運用に関する実際及び課題を検討するため情報サイクル（1.
情報収集努力の指向 2.情報収集 3.分析 4.使用）の観点から検討を図ることを目的とした。 
方法：過去の災害時において、統括保健師に求められる情報の管理と活用、リーダーシップに関

する要素を、文献および関連する資料から抽出を図った。さらに、派遣応援等の外部支援者を持

続的に受け入れて被災地の保健活動を実施するに至った被害規模の甚大な災害時に、統括保健師

として役割を果たした地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）保健師に対し、半構造

的質問紙を用いたインタビュー調査を行い、文献から抽出された事項の補完を行った。また、統

括保健師に求められる災害時の管理的能力と、その能力が発揮されるための体制及び育成に関す

る意見についても聴取した。 
結果：災害時、統括保健師の関与する情報サイクルを検討するために有用な情報として抽出可能

な文献 11事例、報告書 3事例の計 14事例を調査対象とした。 
文献検討の補完のためのヒアリング調査は、保健師 6名（本庁 2名，保健所 2名，市町村 1名，
政令市 1名）の協力を得た。 
文献および、ヒアリング調査の結果から、地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の

災害時の保健活動推進に際して、統括保健師に求められる役割は、いずれの活動拠点においても、

災害時の保健対策の中枢的な責務を担うため、派遣要請を含めた自治体としての方針の決定のた

めに被災状況の把握に努めていた。特に、県および、政令市の本庁においては、県、政令市とも

に、国や、派遣元自治体、保健所、市町村など、多くの関係機関との調整を図る役割を担ってい

る統括保健師に期待される機能を発揮するための活動体制としては、いずれの拠点においても、

統括保健師に絶えず情報が集約される体制の確立と、専門職としての統括保健師の判断や意見に

対し、一定の権限が与えられることが望ましいことが明らかになった。また、地域住民への直接

的な対応を担う市町村や政令市の行政区においては、急を要する直接的な支援に関わる方針の決

定、人員の派遣、必要な物資の調達や供給など、災害時の保健活動の調整に関わる必要な情報の

収集、活用を図っていた。平常時から、統括保健師の配置と、その権限の明確化を推進すること、

本庁・保健所・市町村間の統括保健師の連携体制の強化、統括保健師に求められる能力を発揮す

るための保健師の人材育成が今後の課題である。 
Key words: 災害，統括保健師，地域保健活動拠点，情報，運用 

 
（研究協力者） 
坪川 トモ子・新潟青陵大学・准教授 
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A.研究背景 
近年、多様な災害が頻発化し、発災当初か

ら持続的に被災地域住民の健康支援を担う保

健師の果たす役割は大きい。また一般的に、

災害時の活動の成否は、組織運営・管理面に

帰することが多いとされている。そのため、

このような管理・運営体制推進の核となるこ

とが期待される立場にある統括保健師の果た

す役割は極めて重要といえる。しかし、災害

時における統括保健師に求められる役割遂行

のために必要となる情報の管理やその活用方

法は明らかになっていない。さらに、地域保

健活動拠点別（本庁、保健所、市町村，政令

市）の特性についても検討されていない。そ

のため、地域保健活動拠点別の統括保健師が

災害時に取り扱う情報の管理と活用の明確化

を図ることは、今後の災害対策推進において

もその必要性は高い。 
 
B．研究目的 
 災害発生時に、地域活動拠点別（本庁，保

健所，市町村，政令市）の保健活動推進に際

し、自治体の統括保健師および統括保健師を

補佐する保健師が取扱う情報と、その運用に

関する実際及び課題の検討を図ることを本研

究の目的とする。 
 
C．研究方法 
１）文献検索 
文献調査の対象事例は、地域活動拠点別（本

庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師

及び統括保健師を補佐する保健師が、災害時

に扱う情報サイクルの各要素、及びその運用

体制の面から「統括保健師の思考、判断、行

動の実際」及び「統括保健師が認識している

課題」の情報が明記されている文献を選定す

る。なお、統括保健師という概念は近年生成

されていることから、リーダー的立場の保健

師と同義として扱うこととする。 
2）ヒアリング調査 
（1）対象：対象とする事例は、「派遣応援等
の外部支援者を持続的に受け入れ、被災地の

保健活動を実施するに至ったような被害規模

の甚大な災害」とし、被災地の保健活動推進

に対し統括保健師の立場、あるいは統括保健

師を補佐する役割の保健師として従事経験の

ある者とする。 
（2）方法：半構造的質問紙を用いたインタ
ビュー調査法 
（3）調査概要： 
①災害事例の概要 
災害・被災の概要、発災時の自治体概況 
②調査対象者（統括保健師）の基本属性 
発災当時の年齢、保健師勤務年数、職位、統

括保健師としての経験年数等 
③情報知識の運用体制 
④統括保健師が災害時に取り扱った発災直後

からの情報と運用の実際及び課題 
⑤統括保健師に求められる災害時の管理的能

力とその能力が発揮されるための体制及び育

成に関する考え 
3）データ収集・分析手順 
インタビュー内容は同意を得て IC レコー
ダーに録音し逐語録を作成する。 
本調査で焦点化する上記事項を表す文脈に関

する事項を抽出し,意味内容の連結・統合を図
り質的な分析を行う。 
 
（倫理面への配慮） 
事前に、研究代表者の所属研究機関の研究

倫理審査委員会の承諾を得て実施した。 
統括保健師へのインタビュー調査にあたって

は、協力の自由意志を尊重し、本研究による

調査自体が業務負担ならないよう配慮して行

う。調査対象となる保健師には、本研究の趣

旨を口頭及び文書を用い、研究協力を中断し

ても不利益のないこと、調査場所・時間は対

象者の都合を優先すること、録音データは逐

語録作成、分析終了後に消去すること、結果

の公表においては、個人や所属が特定される

ことの内容に留意することを伝え了解を得た。

また、所属長に対し文書にて研究協力依頼を

行い、研究協力に対する承諾を得た。 
千葉大学大学院看護学研究科倫理審査委員会

の承認（承認番号 28-37、平成 28 年 9 月 9
日）を得て実施した。  
 
D．研究結果 
1）分析対象事例 
（1）分析対象災害事例 
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医学中央雑誌 web版を用い「災害」＆「保
健師」OR「災害」＆「保健活動」により抽出
した文献のうち、「派遣応援等の外部支援者

を持続的に受け入れて被災地の保健活動を実

施するに至った、被害規模の甚大な災害」に

該当する災害時の保健師活動に関する文献

36事例から、さらに、統括的立場もしくは統
括保健師を補佐する保健師による記述やデー

タ抽出が可能な文献 11事例と、災害活動報
告について自治体から発行されている報告書

の中から、統括的立場の保健師の活動の抽出

が可能な文献 3事例の計 14の文献 1-14）を
分析対象とした。 
文献レビューにあたっては、過去の災害時

のコンピテンシーに関する先行研究 15-18）
を参考に、Ａ「リーダーシップ」、Ｂ「情報知

識の形成と運用」、Ｃ「計画策定と推進」、Ｄ

「職員の健康安全管理」の 4つのカテゴリー
で整理した。また、Ｂ「情報知識の形成と運

用」においては、『情報収集努力の指向力』、

『情報取集力』、『分析力』、『使用（活用）力』

のプロセスで細分化し項目の抽出、整理を図

った。 
（2）ヒアリング調査 
①対象事例 
派遣応援等の外部支援者を持続的に受け入

れて被災地の保健活動を実施するに至ったよ

うな被害規模の甚大な災害経験のある統括保

健師や、統括を補佐する役割を担った経験の

ある保健師 6名である。対象者の統括保健師
の所属機関(自治体種別、配属)および統括保
健師の個人属性、統括保健師としての実態、

対応災害の種別などについては表 1に示した。 
②調査実施時期 
平成 28年 12月～平成 29年 1月 

 
2）統括保健師に求められる情報管理と活用、
リーダーシップ 
文献および、ヒアリング調査の結果、抽出

された地域活動拠点別（本庁，保健所，市町

村，政令市）の統括保健師に求められる判断

および判断基準に必要となる情報の管理と活

用の実態に関する抽出結果の概要を以下に示

す。なお、抽出結果は資料１，２-1)，２-2)，
２-3)２-4)，３，４に示す。 
（1）地域活動拠点別の統括（補佐）保健師
に求められる判断 
①県型本庁，政令市本庁の共通 
・管轄する被災地全体（全県，全市）の状況

把握にもとづく派遣要請の判断 
（迅速な意思決定，保健活動の指令塔（トッ

プダウン），状況変化や地域格差に応じた判

断） 
・庁内各課、各係における役割遂行のための

連携体制の確立 
・中長期（復興期）を視野に入れた対策や支

援方法（地域資源，施策の活用など）の判断 
・派遣の終了についての判断

 
表 1 インタビュー調査対象統括保健師の災害時の実際 

事
例 
NO 

所属 個人属性 統括保健師＊としての実際 災害 

自治
体 
配属 職位 

年
齢 

PHN
勤務
年数 
立場 
統括経
験年数 

権限 
有無 

責任，役割，等 種別 

1 県 本庁 
副参
事 
47 23 統括 4 無 

・自治体保健師の統括 
・全県下の保健師活動統括 
・国・他都市、関係部署・機関調整 

地震 

2 県 本庁 主任 37 15 副 2 無 
・自治体統括保健師補佐 
・全県下の保健師活動統括 
・国・他都市、関係部署・機関調整（補佐） 

地震 

3 県 HC 主査 42 19 副 3 無 ・管内被災市町村（１市）の保健師統括への支援 地震 

4 県 HC 主幹 49 25 統括 4 無 
・保健所保健活動の統括 
・管内市町の保健活動支援 
・関係機関連携、調整 

水害 

5 
政令
市 
行政
区 
係長 47 24 統括 2 無 ・区の保健部門保健師統括 地震 

6 
市町
村 
市町
村 
主査 38 15 統括 2 無 ・保健福祉活動の統括 地震 

＊統括保健師の立場：自治体の分掌規定等不問，統括的な立場の保健師含む 
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②県型本庁 
・所管部署内の機能強化のため統括保健師を

補佐する保健師による機能強化体制 
（補佐の指名（発令）と統括に求められる機

能の分担） 
・迅速なマンパワー確保のための関係組織，

部署に対する派遣要請の手続きに係る判断 
③政令市本庁 
・主要関連会議への参画による保健活動に係

る判断 
④保健所 
・管轄市町村の保健活動状況の把握と、把握

結果に基づく必要な対策に関する判断 
・管轄市町村の主体的な活動の推進に必要な

方針に関する判断 
 （市町村統括補佐機能強化体制整備，市災

害対策本部への調整など） 
・専門的領域（こころのケア，歯科保健，薬

剤，感染症、栄養等）にかかる対策方針の判

断 
⑤市町村 
・地域資源の実態把握とその有効活用の判断 
・地域特性（平時）と避難所特性の関連性に

よる判断 
・地域特性（平時）と被害状況から支援内容

や必要量の想定（判断） 
・従事関連支援職に求める支援体制に関する

判断 
・地区活動を基盤にした活動方針に関する判

断 
・地域住民の立場に基づく支援ニーズの判断 
・支援従事者間のミーティング結果を踏まえ

た重点支援項目の判断と設定 
・被災地の中長期活動の推進のための専門家

や制度活用などの判断 
 （復興、住民の生活基盤の考慮） 
（2）地域活動拠点別の統括（補佐）保健師
の判断基準に必要となる情報の管理と活用の

実態 
①県型本庁，政令市本庁の共通 
・管轄する被災地全体の活動の効果的な推進

のための情報（活動状況）把握 
・全県（市）の対策の客観的・総合的判断や

地域へのフィードバックに活用するため、多

角的な視点で情報を把握 

・地域拠点，地域格差，経過をとらえた応援

等支援投入のための質的，量的な検討と調整

の実施 
・派遣保健師の派遣元自治体本庁等との総合

調整。ただし、具体的な支援レベルの調整に

ついては、地域の刻々と変化する状況の変化

に応じた調整が必要となるため、地域機関（保

健所、保健センター）に委ねる 
・災害対策本部、本庁内の関連部署間の情報

収集、管理、共有 
・全県（市）の活動のとりまとめ（活動検証，

報告集など） 
・研修（人材育成）への活用 
②県型本庁 
・被災市町村の実態把握、派遣収束の判断な

どのための管轄県保健所（拠点）を通じた調

査 
③保健所 
・甚大な被害の市町村にはアウトリーチによ

る状況把握、リエンゾン派遣による支援 
・調査方針の決定と調査データの分析、活用 
・調査集計、分析には地元大学などの協力を

得るなど地域資源の活用の有効性 
④保健所，市町村共通 
・多様な支援者との定期ミーティングの開催

による情報の集約、共有、活用 
・対策に関連する関係者会議の早期実施（再

開）による情報の共有と支援 
⑤市町村 
・めまぐるしい状況変化に応じた継続的な情

報の管理と活用（PDCA） 
・要支援者の把握と必要なケアや、サービス

の開始の検討や連携 
・管内の医療情報などを一覧にまとめ、住民

への情報提供に活用 
・調査結果に基づく個別支援台帳の作成と継

続支援への活用 
・保健医療福祉計画の策定の話し合いのデー

タとしての活用 
・被災者の健康管理システムの確立 
（個人カルテ，日報などの記録の指示・整備

と情報集約方針の決定・周知） 
・避難所施設代表者，災対本部，被災者代表，

救護班などとの連携による情報把握 
・感染症の予防対策の実施、発症兆候の把握
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や拡大防止  
・支援従事者とのミーティング等での情報共

有，皆で危機を乗り切るという機運の高揚 
 
3）統括保健師に求められる災害時の管理的
能力が発揮されるための体制及び育成に関す

る考え 
 災害時、統括保健師に求められる管理的能

力を発揮するために必要な体制や次期リーダ

ー育成を含めた人材育成に関する意見として

は、主に以下の内容が示された。 
（1）統括保健師に求められる能力が発揮さ
れるための体制 
①情報の管理・活用の側面 
・意思決定のために必要な情報が統括に集約

される体制 
②統括保健師に求められる体制 
・掌握すべき全体が把握でき、指示やマネジ

メントが可能なポジション 
・災害対策本部から必要な情報が得られる、

本部に対し意見を伝えられるポジションや仕

組み 
・統括保健師の位置づけが所属する部課係を

越えた調整ではない場合は、人を動かす力、

保健師の活動に対する一定の意思決定の権限

がある保健師 
・市町村の統括保健師のリーダーシップ 
・災害時、平時とは異なる体制で保健活動を

行うことの自治体，組織内での合意 
・統括保健師が求められる役割を遂行できる

ための組織的なバックアップ体制 
例：所属内での統括の補佐的役割の配置や役

割分担の明確化、自治体内の統括保健師間の

連携、統括保健師に対するスーパーバイザー

によるサポートなど 
（2）統括保健師に求められる能力を獲得す
るための人材育成に関する考え 
①保健師専門能力の向上（OJT） 
・初任期からの基本的な専門能力の着実な獲

得 
例： 
対人支援に関する基本的スキルと知識の向上、

地域診断、地区組織活動、情報収集・アセス

メント，PDCAに基づく事業展開等 
・国の示す施策等を地域の特性に応じて、効

果的に実践するための方策について考えるこ

とができる思考や実践能力 
・日々の業務を通じた組織内外関連部署、関

係機関、多職種などとの連携、交渉の経験 
・予算化，施策化に関する実践 
・情報の整理、適切な記録、資料化 
・事業，活動の目的の明確化と理解（根拠等） 
②災害時支援活動に関する研修等への反映す

ることが望ましいと考える内容 
・自治体関係各課，各部署の災害時の役割に

対する基本的な知識 
・災害支援に関わる法制度、自治体の責務な

どに関する知識 
・災害時支援に関わる多様な専門職やチーム

の特性，役割の理解 
・受援を想定した災害時保健活動体制構築と

統括保健師の具体的な役割の理解 
・実践に関わる演習訓練 
例： 
・災害後フェーズごとに統括保健師に求めら

れる役割、 
・多様な支援組織，職種等との協働支援の実

際等を学ぶことができる訓練 
・平時の備えの見直し、強化の参考となる情

報 
例： 
・最新の災害支援の実態や課題、提言 
・災害時を想定した自組織や地域に関する実

態把握や資料準備 
・受援体制・統括の位置づけを含めたマニュ

アル，ガイドラインなど 
 
E．考察  
1）災害時に統括保健師が取り扱う情報と情
報知識の形成と運用 
今回の調査結果から、災害時の保健活動推

進に際して、災害後の保健師に関する活動の

対策本部的な機能を求められる統括保健師は、

関係機関や現場の情報をもとに、応援要請な

ど自治体としての方針の決定、急を要する対

応などのための人の派遣、必要な物資の調達

や供給、情報の発信、現場における活動の調

整などを行うために情報を収集していた。自

治体の統括保健師が取扱う情報は、統括保健

師の属する管轄下（本庁：全県・市下，保健
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所：管内市町村，市町村：自治体全域）の地

域健康ニーズ、課題解決のための判断に求め

られる情報の収集であった。 
特に本庁においては県、政令市ともに、厚生

労働省や、派遣元自治体、保健所、市町村な

ど、多くの関係機関との調整を図る役割を担

っていることは先行研究 19）と同様の結果で
あった。 
情報収集の手段（方法）は、災害対策本部

などを通じて集約される被災地情報に加え、

本庁が求められる判断に要する情報収集のた

め、保健所を通じた市町村へのアウトリーチ、

保健所や市町村の統括保健師（もしくは統括

に相当する保健師）への電話などであった。

市町村では、具体的な支援活動に必要となる

情報の管理・運用に関する実施内容が抽出さ

れた。市町村の保健師は、直接的な住民支援

の第一線機関の役割を果たすことが期待され

るため、活動の推進やその判断に必要とする

情報の収集と管理・運用を実施していた。急

を要する多様な支援活動が期待される市町村

において、情報の集約と連携の面では、統括

保健師が直属の上司に情報収集結果、保健師

としての判断、活動報告などを随時実施して

おり、上司を経て市町村の災害対策本部へ、

これらの情報や結果が集約される縦のライン

がある。しかし、住民のヘルスニーズ、避難

実態、健康課題などの核となる必要な情報は

不足するため、直接的な関連部署、保健師な

どへのアウトリーチや、ヒアリングによる調

査の併用は不可欠であった。そのため、県の

保健所から市町村の統括保健師に対し、直接

情報収集を行う実態があり、その必要性の高

さが県庁、保健所の保健師から示された。一

方、自治体内組織の縦のラインと、統括など

の保健師間の横のラインの双方から、同様の

情報収集に応じることとなる市町村の統括保

健師としては、多忙を極める実態の中では非

常な負荷であることも指摘されていた。しか

し、被災地の情報は被害が甚大であるほど、

全容把握に時間を要すること、情報が流動的

であることなどの理由により、災対本部など

に集約されるラインからの情報には限界が生

じる。そのため、情報を得る、整理する、そ

の結果を市町村から保健所、保健所から本庁

へ、速やかに伝達するためにも、これらの統

括保健師に求められる機能を補佐する役割を

担う体制の強化が求められよう。吉井ら 20）
は、「災害直後は、状況をできるだけ客観的に

把握すること。一方で出先では参集の途上、

殺到する要請への対応で本部への報告どころ

ではないとう状況に陥る可能性が高く、本部

に集まる情報が不足することを想定しておく

必要がある。」と指摘し、災害時は情報の不足

を前提に補足するための多様な方策が必要と

している。さらに、「関係部局が災害対応のた

めに順次動き出す段階（フェーズ２）になる

と、中枢部が情報を集めていたのではオーバ

ーフローするため、各機関に情報を整理して

定時に報告させるルーティンを立ち上げると

ともに、重要な情報についてはできるだけ早

く本部に上げさせる「特急ルート」を確立し

ておく必要がある」と指摘する。今回の調査

においても、フェーズ 2以降の時期では本庁
が、被災市町村の実態把握による総合調整を

目的に、管轄の県保健所（拠点）を通じた調

査を実施した事例があり、フェーズの変化に

応じて情報収集の方法を変更していた。また

その情報が経時的な対策の推進に有効な手段

であったこともインタビューにより裏付けら

れており、理に適った手法が統括保健師の判

断により実施されているといえよう。 
また今回の調査から、災害時の地域住民の

健康課題は、平常時の地域の健康課題を反映

するものであり、平常時の地域特性、すなわ

ち地域診断に基づく地域の理解が災害時保健

活動の推進の基盤となることも示された。宮

林 21）は、「リスク対処の阻害要因として、
組織における、日頃からの情報収集、調査、

データの構築の不足あるいは、それらへの新

しい状況に関する情報の反映の障がいがその

一因」と指摘している。特に、災害対策にお

いて最も住民に身近な立場で支援を行う市町

村や政令市保健センター（行政区）は、平常

時の管内全体の地域の健康課題、住民の気質、

地域の強みや脆弱性など、課題解決の方策の

検討を、所属する部署を越えた保健師間で協

議する取り組みが、災害時の重点課題の判断

などの基盤となることの裏付けとなる。その

ため、これらの情報を統括保健師のリーダー
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シップで、平時の業務分担を越えた、地域全

体の健康課題を含む地域診断の実施と、共有

が平時のみではなく、災害時の対策の推進に

も不可欠であることも明らかになった。 
 
2）災害時統括保健師に期待される機能発揮
のための体制や権限 
災害後の情報は時々刻々と変化し、錯綜す

る実態が生じるため、常に多方面からの情報

集約による総合的な判断を要し、統括保健師

の意思決定に必要な情報が、一元的に集約さ

れる体制の整備が必要であること示された。

亀井 22）はリスクの源泉は「自然や環境の変
化と人間との係りにあり、意思決定の稚拙や

決断の失敗にあると考えられる」と指摘して

いる。また、大泉 23）は、「危機管理チーム
のリーダーは組織において有力な地位にある

者が就任することが望ましい」とし、さらに

「状況を分析・評価し、その上で最善の方法

を選択し、それを実施・統制することであり、

チーム全体の活動を指揮し、適切な意思決定

をしていくことである。そのためリーダーは

プレッシャーの強い状況下でもその任務を遂

行できる能力を有し、トップ、すなわち、上

位判断を担う部署や上司などの信頼を得たも

のが望まれる。」と指摘する。今回の調査結果

においても、統括保健師の判断が組織として

の意思決定に反映され、健康課題解決の推進

に寄与するために、保健活動に関する一定の

権限を有する、あるいは、確実に反映される

体系の構築が重要であることが必要な要件で

あることが示された。 
 一方、統括保健師に求められる意思決定の

重責は、その判断への懸念や、心理的な負荷

も大きい。そのため、統括保健師の判断に対

し、第三者などの視点から、妥当性を確認す

ることや、意思決定への後押しとなる助言が

得られるような体制、統括の補佐的役割の人

材が不可欠であることがインタビュー調査で

明らかになった。その具体的な解決策として

は、統括の補佐的役割を果たす保健師の配置

を、本庁では過去の災害時本庁経験者や厚生

労働省などを通じた supervisor の活用、保
健所においては、保健所の地理や管轄市町村

に熟知し、管理的補佐が可能な被災保健所以

外の保健師による補佐、市町村においては市

町村内での補佐役割の強化、小規模な市町村

では県保健所保健師による補佐が有効かつ必

要性が高いことが明らかになった。大泉 24）
は、「サブリーダーの要件として、リーダーが

適切な意思決定を行うことができるよう、ま

たチームの運営が軌道から逸れないよう、側

面からリーダーを支援していくことが大きな

役割である。具体的には実際の行動が計画通

りに実行されているか、などを確認すること

である。なお、その支援はリーダーの考え方

に即したものでなければならない。」とする。

このような、統括を補佐する保健師の必要性

については、厚生労働省の報告書 25）におい
ても、「統括保健師がその役割を十分に果た

すためには、統括保健師を補佐する保健師を

位置づけることが有用であり、その確保が望

ましい」と、平常時から補佐役割の保健師の

重要性を示唆している。しかし、統括保健師

の配置は徐々にすすみつつあるが、市町村自

治体の配置は約半数 26）という現状である。
平常時の統括保健師の配置および統括保健師

を補佐する保健師の位置づけやその関係性が、

災害時の効果的な活動の推進に不可欠である

ことを認識した上で、統括配置の推進、およ

び災害時も想定した補佐を含む機能分化を考

慮した計画を充実させること、統括や補佐的

役割を担える人材育成の強化の必要性が高い。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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12 
 

活動記録．H17.2.ｐ.89-96. 
3. 新潟県福祉保健部福祉保健課．新潟県中越
沖地震における保健師活動記録誌．H20.10.
ｐ.55-67 
4. 宮﨑美砂子他．災害時における統括保健
師の役割．地域保健． 2014.5ｐ6-37. 
5. 特集シリーズ東日本大震災から②被災者
を支える、地域を守る.公衆衛生情報.2011.5.
ｐ.2-6 
6. 宮野佳子．阪神淡路大震災における保健婦
活動―本庁保健婦としての対応―．全国の保

健師に支えられて阪神淡路大震災の活動記録．

阪神淡路大震災保健婦活動編集委員

会.1995.11.ｐ.74-75. 
7. 地元保健師の立場から語る、被災から現在
そして今後に向けて .保健師ジャーナル．
28.03.2012.ｐ164-171 
8. 花崎洋子．有事に備える準備力と組織力を．
保健師ジャーナル．68-.32012.ｐ.172-176 
9. 及川艶子．復興に向けた市民の健康を守る
活動のあり方とは．保健師ジャーナル．

2012.28.3.ｐ.177-182. 
10. 三木直美．大震災時における保健活動．
公衆衛生．59-.7.1995.ｐ.457-460. 
11. 安田千津子．大震災時における保健活動．
公衆衛生．59-.7.1995.ｐ.461-463. 
12. 谷口浩子他．震災時の保健婦活動につい
て．保健婦雑誌．51-9.1995.ｐ.679. 
13.内藤康子．刈羽村の対応小規模市町村の対
応をみる．地域保健.2008.8.ｐ.63-67 
14. 細田孝子．市町村との合同による災害時
保健活動マニュアルの作成茨城県の取り組み．

保健師ジャーナル．2012.10.ｐ.860-865. 
15.Public Health Preparedness and Core 
Competencies (CDC＆ASPH,2010) 
16.宮﨑美砂子他．東日本大震災被災地の地域
保健基盤の組織体制のあり方に関する研究．

平成 23-24年度厚生労働科学研究費補助金健
康安全・危機管理対策総合研究事業「地域健

康安全・危機管理システムの機能評価及び質

の改善に関する研究（研究代表者：多田羅浩

三）」分担研究「東日本大震災被災地の地域保

健基盤の組織体制のあり方に関する研究（分

担研究者：宮﨑美砂子）」報告書 
17. 前掲文献 4 

18. 奥田博子ほか．保健師に求められる健康
危機管理コンピテンシーの構造分析．第 68
回日本公衆衛生学会総会抄録集、p563.2009. 
19. 宮﨑美砂子．東日本大震災被災地の地域
保健基盤の組織体制のあり方に関する研究．

厚生労働科学研究費補助事業平成 23・24 年
度総合分担研究報告書．2013.3.ｐ.12. 
20.吉井博明，田中淳．災害危機管理論入門．
弘文堂．平成 20年ｐ.138-147 
21. 宮林正恭．リスク危機管理その体系的マ
ネジメントの考え方．丸善．平成 20年ｐ.53- 
22. 亀井利明．危機管理とリスクマネジメン
ト．同文館出版．平成 13年．ｐ.27. 
23. 大泉光一．危機管理学研究第２版．文真
堂．2004.ｐ.80-81 
24. 前掲文献 22 
25.厚生労働省．保健師に係る研修のあり方等
に関する検討会最終とりまとめ～自治体保健

師の人材育成体制構築の推進に向けて～．平
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資料１ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理と
活用 カテゴリーA：リーダーシップ 
 
                                   （数字）：引用文献、（ヒ）：インタビューデータ 

 
項目 

 

 
地域活動拠点別 抽出テータ 

カ テ
ゴ リ
ー 

サブカテゴリ
ー 

県 本庁 政令市 本庁 保健所 市町村 政令市（行政区，
センター） 

  
 
 
 
 
 
 

緊
急
事
案
へ
の
意
思
決
定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
市町村派遣要
請 
意思決定に対
するリーダー
シップ 
 

・被災地自治体保健師
からの派遣要請を受
け、同様の被害規模の
市町村からの派遣要
請判断を待たず本庁
において派遣要請決
定（部方針決定）。要
請必要数は未確定段
階ではあったが、要請
発信を早くすること
を優先した。（3） 
 
 
 
 

        

・被害がそれほどでも
ないと思われる市町
村から応援要請があ
り、被害が甚大な市町
村は不要と回答があ
った。直接問い合わ
せ、状況をとらえ、支
援活動の報告性を見
極め、適切な判断のも
とでの派遣要請が求
められる（14） 
 
 
 
 

        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
派遣要請の判
断，要請，緊急
手続き 

・県内応援保健師要請
の決定と手続きの迅
速対応のため、通常の
派遣要請発信元に許
可を得た上で、当部か
ら地域機関を通じ依
頼した。（3） 

・全容が見えずど
のくらいの体制を
とればよいのかつ
かめなかったが、
発災翌日に本省へ
「たくさんの派遣
保健師」を依頼し
た。（8） 

・管内の１市町村か
らの看護職応援要
請を受け、管内の他
の市町村の被害規
模、地元保健師の人
員や体制から、県外
派遣要請の必要性
が高いと思われる
という判断をし、そ
の情報を本庁統括
保健師へ連絡した。
（ヒ） 
 
 

・県へ看護職の派
遣要請を実施し
た。デイサービス
センターの看護
職強化の必要性、
前回の災害より
被害が大きく外
部支援が必要と
判断したため（7） 

・多忙を極め、
本庁の照会に対
し「とにかくた
くさんの派遣保
健師が欲しい」
とマンパワー要
求を強くオーダ
ーした。（8） 

・派遣調整を通じ、国
や他県の情報収集・提
供をはかり、県幹部と
の接触や、様々な関係
団体へ支援要請を行
った。（4） 

    ・町には２つの半
島と体育館のあ
る高台と家の残
っている地域が
あるので医療チ
ームは少なくと
も 4チームは必要
だと考えた。（5） 
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資料１ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理と

活用 カテゴリーA：リーダーシップ（つづき） 
 
項目 

 
地域活動拠点別 抽出テータ 

カ テ
ゴ リ
ー 

サブカテゴリ
― 

県 本庁 政令市 本庁 保健所 市町村 政令市（行政区，
センター） 

  
 
 
 

緊
急
事
案
へ
の
意
思
決
定
（
つ
づ
き
） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・活動方針の
迅速な意思決
定,指示 
・上司（上層
部）への提言 

・トップダウン。「こ
ういう方針でいきま
しょう。」ということ
を、県から市町村に提
案しすすめた。（ヒ） 

・本庁出勤直後、
緊急会議が開催さ
れ、倒壊した病院
の患者救出を最優
先活動とし職員を
派遣、また９保健
所１支所の情報収
集とともに、保健
婦には避難所を巡
回し、負傷者の手
当て、要援護者へ
の健康相談を行う
よう指示をした。
（9） 

・管内市の統括的立
場の保健師が保健
活動方針について
判断がつきかねる
状況にあることが
わかったため、具体
的な方法などを提
示し、市の保健活動
が主体的にすすむ
ようバックアップ
した。（ヒ） 

・災害時の対応の
評価をいただき、
活動の何がよか
ったかを敢えて
挙げると、意思決
定が速かったこ
とがあるかもし
れない。（7） 

・地震発生直後、
区災害対策本部
の指示を受け避
難所に保健師を
配置し、直ちに
救護活動を開始
した。（10） 

  ・各区の取り組み
の経緯で判断する
部分もあるが、全
市の方針として本
庁のトップダウン
が求められること
が多い、また各区
の経過把握と、そ
の還元についても
意図的に取り組む
本庁のリーダーシ
ップが求められ
た。（ヒ） 

  ・小規模自治体の
ため、判断を求め
られることは、保
健師に一極集中
したため、それが
迅速な動きにつ
ながった。（ヒ） 

・震災３日後、
保健婦が揃い、
第一回保健婦ミ
ーティングを持
った。保健所の
活動，保健婦の
活動はどうある
べきかを話し合
った結果、医療
は応援医療チー
ムにお願いし、
保健婦は地域の
残っている住民
のため地区活動
に専念したいと
の声が多くあが
り、すぐに上司
への了解を得
て、保健活動に
専念する事にな
った。（11） 

  ・被災直後から混
乱が続く中、本庁
保健婦は雑務に追
われながらも保健
活動を指示する司
令塔としての役割
を担った。（9） 

  ・小さい自治体故
に住民の顔が見
えていたので、
（ケース処遇判
断において）予測
が立てやすかっ
た。（7） 

  

 

保
健
活
動
の
方
針
決
定 

 
 
 
 
活動方針・体
制の協議・決
定，合意形成 

      ・私（統括）は庁
舎に残って電話
対応と連絡調整
にあたることを
基本とし、村の保
健師 1名と、県応
援保健師 2 名を
福祉避難所へ配
置した。（7） 

・活動を行う上
で、今一番困っ
ている人は誰
か、公衆衛生上
問題になること
は何かというこ
とを、地域住民
の立場で考え、
検討するように
努めた。（11） 
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資料１ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理と

活用 カテゴリーA：リーダーシップ（つづき） 
 
項目 

 
地域活動拠点別 抽出テータ 

カ テ
ゴ リ
ー 

サブカテゴリ
― 

県 本庁 政令市 本庁 保健所 市町村 政令市（行政区，
センター） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

保
健
活
動
の
方
針
決
定
（
つ
づ
き
） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
活動方針・体
制の協議・決
定，合意形成
（つづき） 

      ・町内に医療チー
ムをどのように
配置して 23か所
ある避難所の巡
回診療をするか
という仕組みづ
くりに着手した。
（5） 

・派遣保健師の
支援が開始さ
れ、当区３課５
係の保健師とと
もに３ブロック
に分けた体制と
し、基本的に滞
在型の保健活動
としたが、数か
所の避難所を巡
回してもらうこ
と も あ っ た 。
（10） 

      ・混乱の中、けが
をされた方はデ
イサービスセン
ターへ行っても
らうようにした。
当日は祝日、デイ
サービスセンタ
ーが開いており、
看護師がいる日
であったことか
ら判断した。（7） 

・ミーティング
を持ち、幾度と
なく自分達の活
動の方向性を確
認し合い、各時
点での重点項目
を 設 定 し た 。
（11） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
支援チーム等
の調整機能 
 

・派遣保健師の配置調
整は、災害経験のある
県保健師と相談し、状
況は刻々と変化する
ため、現地で行うほう
がよいと判断し保健
所へ任せた。（１） 

・日赤の救護班の
応援が得られ、被
害の大きい区等へ
派遣し、以降、救
護班などの派遣調
整、計画立案は本
庁の役割となっ
た。（9） 

・避難所である中学
校の一室に拠点を
開設、リハビリ、歯
科保健、健康運動、
栄養士、薬剤師、こ
ころのケアチーム
などが集結し、保健
師は地区活動制を
ひき避難所を巡回
した。（6） 

・県内応援保健師
が中心となって
庁内に看護チー
ム本部を設置。私
一人では荷が重
いので、それをサ
ポートする形で
本部を設置する
提言を保健所の
保健師より受け
た。（7） 

・派遣保健師は
規模の大きな避
難所を受け持
ち、市保健師は
他の避難所や、
在宅避難者を中
心に活動を行う
ことにした。活
動の連携を図る
ため「応援保健
婦、看護婦の活
動についてのお
願い」を作成し
周知した。（11） 

・派遣人数調整は本庁
で、活動調整は現地保
健所で実施すること
とした。（3） 

・総務、衛生、民
生、土木、住宅等
関係局によるボラ
ンティア活動に関
する会議が開催さ
れ衛生局代表とし
て出席、以後、医
療職ボランティア
の派遣計画を担
う。（9） 

・保健所の市への支
援体制として、被災
3日目～5月までは
毎日、6月からは日
曜は休み、7月から
は土日休み、10 月
からは週 3 日の支
援の継続、保健課の
保健師、栄養士、事
務などは 2 人体制
をつくり 6 月から
は一人体制にシフ
トした。（6） 

  ・社会的ネット
ワーク機能が低
下する中で、問
題を集約し、解
決に向けたマン
パワーを有効活
用するコーディ
ネイトをはかっ
た。（13） 
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資料１ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理と

活用 カテゴリーA：リーダーシップ（つづき） 
 
項目 

 
地域活動拠点別 抽出テータ 

カ テ
ゴ リ
ー 

サブカテゴリ
― 

県 本庁 政令市 本庁 保健所 市町村 政令市（行政区，
センター） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

保
活
動
の
方
針
決
定
（
つ
づ
き
） 

 
 
支援チーム等
の調整機能
（つづき） 

  ・全国派遣保健師
を得ることにな
り、保健所（区）
を拠点とした保健
活動の支援を担っ
てもらうべく本庁
での調整を行っ
た。（9） 

・福祉避難所は看護
師や介護職の応援
で手厚くし、一般避
難所は 100 人以上
の規模で保健師常
駐、それ以下の規模
の避難所は巡回し
た（１） 

    

 
 
 
 
 
情報共有体制
整備ミーティ
ング 

    ・避難所対応を派遣
保健師へ一任する
と、市保健師が避難
所全容がわからな
くなるため、週 3
回ミーティングを
開催し、市の保健師
にも参加を呼びか
け、情報を共有する
体制をとった。（1） 

・看護チーム本部
では医療チーム
とのミーティン
グを日に 2回、看
護職とのミーテ
ィングを日に 1
回実施。日替わり
の派遣保健師へ
のオリエンテー
ション、福祉避難
所への人の手配
（7） 

・医療、こころ
のケア、運動指
導チームなどの
支援も加わった
事から朝夕合同
ミーティングで
各チームと情報
共有および連絡
調整を図った。
（10） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
要援護者対策 
 

      ・高齢の方、認知
症の方、障がいを
持っている方、身
体が弱い方など
もデイサービス
センターへ集め
るようにした。前
回の災害経験か
ら、手のかかりそ
うな方を１か所
に集めるほうが
よいと判断した
から。（7） 

・救護班の配置
ができ、地区活
動に重点を移す
ことができた。
被災前から把握
していた在宅ね
たきり者の安否
確認、活動性肺
結核患者の受療
状況確認、各避
難所の高齢者・
障がい者・慢性
疾患患者・乳幼
児の健康状態把
握から取り組ん
だ。（12） 

      ・看護チーム本部
に入る様々な情
報で判断に迷う
ことは私（統括）
へ回してもらっ
た。日頃住民の健
康状態を把握し
ていたので適切
なアドバイスが
可能であった。
（7） 

  

      ・避難所体育館
は、体調の悪い人
が会議室に集ま
り養護教諭が 1
人で対応してい
たのでそこを救
護室にすること
とした。（5） 
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資料１ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理と

活用 カテゴリーA：リーダーシップ（つづき） 
 
項目 

 
地域活動拠点別 抽出テータ 

カ テ
ゴ リ
ー 

サブカテゴリ
― 

県 本庁 政令市 本庁 保健所 市町村 政令市（行政区，
センター） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

保
健
活
動
の
体
制
づ
く
り 

 
 
 
 
 
 
本庁統括保健
師 
機能強化体制
整備 

・本庁の機能強化のた
め国へ災害保健のス
ーパーバイザ―によ
る現地指導の要請（3） 
 
 

        

・県庁の機能強化のた
め、県庁災害調整経験
保健師の応援体制を
実施（3） 
 
 

        

・プレゼン資料をまと
めるななど事務的に
やってもらうのは事
務職の配置でもいい
と思うけれど、統括と
しての本部機能、自分
を支えてもらうため
の体制がかなり要る。
（ヒ） 
 
 

        

 
 
本庁内関係部
署連携体制整
備 

・県庁は、県災害対策
本部の設置とともに、
各部、各課の役割を遂
行するために連携体
制を整える。（2） 
 
 

        

 
 
活動物品整備 
関係各課役割
分担 

・防災計画、マニュア
ル、各種様式類の準備
とともに、課・係内で
役割を遂行するため
の連携体制を整える。
（2） 
 
 

・派遣保健師等チ
ームの派遣要請の
調整や区の活動が
うまくいくよう、
衛生備品等の物資
の調達、環境整備
の支援（8） 

      

被災保健所 
統括保健師機
能強化 

・被害の大きな地域を
所管する保健所に対
し、県保健師を兼務配
置した。（2） 
 
 

  ・中越地震時の経験
があるため、4日目
からほぼ毎日保健
所統括保健師補佐
を担った。（1） 

    

 
 
 
 
 
被災保健所 
機能強化 
 

・被害の大きな地域の
支援体制強化の必要
性から、所管する保健
所に対し保健師を兼
務配置した。（2） 
 
 

・比較的被害の少
ない保健所に被災
６区への保健婦の
応援を依頼した。
（9） 

      

・拠点となる保健所を
強化するため、県保健
所から拠点での勤務
経験者や、災害支援経
験者を支援スタッフ
として送り機能を強
化した（１） 
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資料１ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理と

活用 カテゴリーA：リーダーシップ（つづき） 
 
項目 

 
地域活動拠点別 抽出テータ 

カ テ
ゴ リ
ー 

サブカテゴリ
― 

県 本庁 政令市 本庁 保健所 市町村 政令市（行政区，
センター） 

 

保
健
活
動
の
体
制
づ
く
り
（
つ
づ
き
） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
被災市町村統
括保健師機能
強化 
（県によるリ
エゾン派遣支
援） 

・県保健所と被災市町
村の調整窓口として
被災市町村へ県保健
師を１名以上配置（役
割①派遣保健師と派
遣先市町村との調整、
②こころのケアチー
ム、栄養指導等の調整
③避難所における保
健活動への助言・支援
④全戸訪問による健
康状況調査および老
人世帯調査の集計お
よびまとめ⑤当該市
町村における保健活
動計画立案への助言、
支援）（2） 

  ・派遣保健師が増加
することから、保健
所保健師が、市保健
支援チームの統括
調整役を担うこと
になった。（6） 
・震災経験のある派
遣自治体に市町村
の統括補佐役割を
依頼したが、受援し
た保健師は、ストレ
スが大きい実態が
あった。知らない保
健師からの助言が、
自身のない保健師
には厳しい指摘と
なりつらく受け止
められてしまった。
あとから、保健所保
健師の支援がほし
かったと言われ、市
町村統括支援には、
経験自治体を優先
するよりも、地元の
保健所がある程度
の役割を担うこと
が重要。（ヒ） 

・保健所から看護
チームを補佐し
てくれるチーム
の提案を受けた
事はありがたか
った（ヒ） 

  

 
 
 
被災市町村支
援 
外部支援者と
の協働活動体
制 

  ・災害というのは、
いろんな問題が一
気にわっと出てき
て、すき間的なと
ころの対応ができ
る人がいなければ
いけない。そのた
めには、すき間を
やれるような地区
担制による活動が
重要（ヒ） 

・医療チームやここ
ろのケアチーム派
遣も順次入ってき
たので市町村と協
議し活動地区を割
り振る。（5） 

・派遣保健師には
ハイリスクな方
の訪問からはじ
めて、全戸訪問、
仮設住宅訪問、そ
して全体のまと
めまでしてもら
った（7） 

  

 

戦
略
的
な
企
画
立
案
力 

 
 
 
 
 
中長期ビジョ
ンに対するリ
ーダーシップ 

・方針を示す、動きを
おこす役割が統括に
はある。上層部の指示
を待っている、指示の
通り調整するだけで
はだめ。保健師の統括
として判断し、必要な
意見を提示、説得する
ことも必要になる。
（ヒ） 

・派遣終了の４月
以降は避難所から
仮設住宅へと環境
がめまぐるしく変
化し、健康面への
影響も心配される
時期であった。そ
のため、上司に継
続した保健活動が
必要であることを
粘り強く訴え続
け、厚生省の理解
も得られ、保健師
の派遣が継続され
ることになり、仮
設住宅の巡回健康
相談を中心に活動
した。（9） 

・保健所リーダー保
健師には、災害医療
で医師会、歯科医師
会など様々な団体
と協議する場があ
り、計画策定にも参
画するので、そうい
うところに積極的
に入っていき、そこ
で得た情報をスタ
ッフにも伝えると
いう役割も期待す
る（４） 
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資料１ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理と

活用 カテゴリーA：リーダーシップ（つづき） 
 
項目 

 
地域活動拠点別 抽出テータ 

カ テ
ゴ リ
ー 

サブカテゴリ
― 

県 本庁 政令市 本庁 保健所 市町村 政令市（行政区，
センター） 

 

ス
タ
ッ
フ
の
士
気
醸
成･

気
持
ち
の
共
有 

      ・スタッフの意見や
思いは多様で難し
い面はあるが、そこ
を受けとめながら、
うまくマネジメン
トするのが統括保
健師の役割（ヒ） 

  ・震災翌日、応
援団体と人が一
気に増え、個々
では調整がつか
ず、統制もとれ
ない状況になっ
た。皆が初対面
である上に正確
かつ総合的情報
が全く入らず、
各救護班に対し
的確な指示を与
えられない状態
となったため、
ローソクと懐中
電灯の灯りのも
と、全員で立っ
たままミーティ
ングを行った。
双方から問題点
を提起し、積極
的な提案、協調、
合意ができ、こ
の危機を皆で乗
り越えようとす
る機運が高まっ
た。（12） 
  

長
期
的
視
点 

 
 
 
 
 
 
 
外部支援の収
束と活動対策
の再構築 

    ・こころのケアチー
ムと、保健所で情報
交換をしたところ、
いずれは地区医師
に引き継がなけれ
ばいけないと指摘
され、地元精神病
院、クリニック医師
と医療ケースワー
カー、こころのケア
チーム、市町の保健
師、児童相談所職
員、県精神保健セン
ターと定期的に情
報交換を実施。ま
た、被災地保健所と
被害の大きかった
町にも「震災こころ
の相談室」を設置し
た。（5） 

    

 
 
 
活動検証，総
括 

・派遣保健師の終了・
交代時期にあわせ、活
動のふりかえり、意見
交換の必要性から中
間活動報告会を企画
（３） 
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資料１ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理と

活用 カテゴリーA：リーダーシップ（つづき） 
 
項目 

 
地域活動拠点別 抽出テータ 

カ テ
ゴ リ
ー 

サブカテゴリ
― 

県 本庁 政令市 本庁 保健所 市町村 政令市（行政区，
センター） 

人
材
育
成
等 

  ・平時に、マニュアル
作成、訓練や活動をし
ながら、マニュアルを
検証し改善していく
という PDCA を本
庁、保健所、市町村と
ともに進めている。
（４） 

  ・災害の体験を踏ま
え市町村で役立つ
マニュアルが整理
されている。保健師
の平時の活動体制
と災害時にはこう
いう組織体制にな
るというのがつく
られていて、自分た
ちはこう動くし、ど
こからどういう支
援がもらえるか、医
師会含め、外部支援
まで具体的な組織
まで書かれている
マニュアル。全体を
見て、今、自分が何
をするかがわかる
マニュアルが有効。
（ヒ） 
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資料２-１ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理
と活用 カテゴリーB：情報知識の形成と運用 情報収集努力の指向力 
 
情報収集
目的 
求められ
る判断 

地域活動拠点別 データ 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，セン
ター） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（直後） 
被災地状
況把握 
派遣要請
判断 

・保健所を通し、被災
市町村の被災および
対応状況を把握し、派
遣など外部支援が必
要かどうか客観的に
判断した上で、国や県
内市町村、関係機関へ
要請する。被災地では
混乱が生じ的確な判
断ができにくい場合
もあるので、多角的な
視点で客観的にその
必要性を判断し、被災
地が共通認識を持て
るよう他機関をとお
し働きかけていく。
（2） 

・保健師の統括となる
課では、避難所数など
の情報収集をしまし
たが、停電の上、電話
もつながりにくい状
態でした。何とかつな
がった電話や携帯の
ワンセグから断片的
な情報がかろうじて
得られただけ。当初は
全体像がまったくわ
かりませんでした。
（8） 

・災対本部情報は数や
量の問題、どこにどう
いうニーズがあるのか
の質の問題は全くわか
らない。ニーズの想定
には、地域の実情をわ
かっている市町村保健
師が重要。こういう地
域だから、こういう人
がいるはずという情
報、もともとそういう
活動をしている保健師
にしか把握できない保
健活動に必要な情報が
有益。市町村に統括の
明確化がなくても、あ
る程度ポストとか、取
りまとめレベルでも、
まとめ役になると思わ
れる立場の保健師に情
報を問い合わせるしか
ない。（ヒ） 

・住民の安否確認は発
災後すぐ役場職員が
実施（7） 

  

・被害状況の早期把
握、派遣要請の判断の
ための被害状況把握
の必要性から関連部
署、所管課へ状況確認
（3） 

・市内全保健所の情報
収集する、しかし電話
回線が混乱している
ため各保健所との連
絡は困難を極めた。
（9） 

・今すべきこと、どん
な情報収集をしなけれ
ばならないかはガイド
ラインを活用し、ガイ
ドラインに記載されて
いる項目の把握を行っ
た。（ヒ） 

    

・県庁内は平時、本来
業務以外に部を越え
て活動を行う機会は
少なくその必要性の
認識も低いため、意図
的に情報のやりとり
を行う必要がある。
（2） 
 

・関連部署からの情報
と、断片的に得られる
情報から総合的に判
断する困難さがある。
（ヒ） 

      

・派遣の必要性、時期
等、常に先の事を問わ
れる。総合的な情報判
断（活動、人材活用、
支援終了など）が求め
られるため、今後の方
針、判断のために必要
な情報、特に被害状況
として避難所数、自治
体保健師の稼働状況、
地元保健師のニーズ
に関する情報を収集
する（ヒ） 
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資料２-１ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理
と活用 カテゴリーB：情報知識の形成と運用 情報収集努力の指向力（つづき） 
 
情報収集
目的 
求められ
る判断 

地域活動拠点別 データ 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，セン
ター） 

 
 
 
 
 
活動方針
（中長期
含む）の
検討 

・数日経過すると、地
域間の格差も出てく
る。どんな健康ニーズ
があるのか、それに対
してどのような活動
が展開されているの
か把握する。（2） 

        

・被災市町村における
保健活動の状況を把
握し、今後の方向性お
よび活動検討の基礎
資料とすることを目
的に、１週間ごとに調
査を実施（保健所によ
る市町村への聞き取
り、もしくは市町村に
よる直接回答）（２） 

        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
避難所の
状況把握 

    ・避難所の実態という
か、中身を捉えている
ので、何か所開設して
いるとか、何人とか、
いつまで継続するの
か、などという情報だ
けではなく、むしろ、
どこに支援が必要か、
ということが大事にな
る。だから、そこをわ
かる情報、避難所に避
難している要援護者、
衛生状態や生活実態を
含む情報を捉えてい
く。（ヒ） 

・市町村の保健師と県
応援保健師にも加わ
ってもらい一般避難
所の安否確認を実施。
（7） 

・発災直後から市の地
域防災計画に基づき
避難所の開設・運営要
員として24時間常駐
し物資手配、配布、災
対本部連絡任務にあ
たったが、次々と立ち
上がる避難所に保健
師などの専門職が入
るとは限らず、避難所
の健康面の全容を把
握しなければと考え、
各避難所に保健師を
滞在させる形に変え
た。その結果、避難所
ごとに地区の人口構
成が反映し、たとえば
子どもの多い地区で
は粉ミルクなどのニ
ーズがある、高齢化の
進行した地区では慢
性疾患の薬のニーズ
が高いなどの状況把
握ができた。（8） 

 
 
 
 
 
 
住民（要
支援者）
把握 

    ・市と保健所など保健
支援チームを支える関
係者は毎日打ち合わせ
を行い、全戸訪問もス
タートさせた。何より
も住民のこころに寄り
添い傾聴することを要
請し、要支援者を把握
し、適切なケアに結び
付けることができるよ
うに配慮した（6） 

・震災後、血圧が高い、
精神的に不安定、免疫
力の低下、認知症の相
談の増加が増えたよ
うに思い、今年になっ
て（1年後）全世帯を
対象とした健康のア
ンケート調査を実施
した（7） 

・在宅被災者の状況確
認のため派遣保健師
チーム、地域包括支援
センター職員の協力
を得て地区踏査（在宅
被災者訪問）を実施し
た。（10） 

    ・調査は保健師の訪問
による安否確認と、安
心を与えることも目的
である（1） 
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資料２-１ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理
と活用 カテゴリーB：情報知識の形成と運用 情報収集努力の指向力（つづき） 
情報収集
目的 
求められ
る判断 

地域活動拠点別 データ 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，セン
ター） 

 
 
 
 
避難所 
感染症対
策 

        ・水痘が２か所（避難
所）で４人発生したと
の情報を得、感染拡大
を懸念してその避難
所内の６歳未満の乳
幼児に対する健康調
査を派遣保健師の協
力を得て実施し感染
予防に努めた。（11） 

その他 ・問い合わせや指示、
統括の対応状況の実
際について、事務職へ
経時記録を残すよう
に依頼した。（ヒ） 

  ・保健師間においても、
なぜ、その情報が必要
かという共通理解が必
要。必要な情報が示さ
れたマニュアルがあ
り、そこで示す内容の
具体的なことが理解で
きる研修が、平時から
実施されていれば、何
が必要なのかわかるよ
うになる。（ヒ） 

    

・健康相談や報告の様
式は県のガイドライ
ンを活用した。（1） 
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資料２-２ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理
と活用 カテゴリーB：2） 情報知識の形成と運用 情報収集力 
 
情 報 収
集 の 手
段，入手
先 

地域活動拠点別 データ 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，セン
ター） 

 
災 害 対
策本部 

・本庁内災害対策本部
に計上される情報の
把握、所属上司を通じ
て（ヒ） 

  ・市災害対策本部に
出向き、避難所住民
の健康状況を把握す
る調整をした。（6） 

  ・病院の被災状況を公
衆電話で確認しようと
したが不通だった。区
災害対策本部で避難所
の場所と避難所数を書
き写す 
（12） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ア ウ ト
リーチ 

・現地情報が入らない
ところは、出向いて確
認、支援が必要と、部
方針で決定し、現地安
否確認チームの派遣
を決定。本庁からのチ
ーム、最寄り保健所か
らのチームの派遣、被
災地自治体の応急対
応体制、現地被災状況
等の確認を目的とす
る。（３） 

・垣間見るテレビは
火災報道ばかりであ
り、唯一の情報源は、
次々出勤してくる職
員の捉えただった。
（9） 

・管内市町村との通
信手段が遮断したの
で、状況確認のため
各役場や避難所に出
向くところから始め
た。（5） 

  ・大規模避難所２か所
へ車と徒歩組の二手に
分かれて状況調査 
（12） 

・毎日の情報が日報と
いう紙でくるだけで
はなくて、直接、被災
地の保健所や市町村
の現地へ出向かない
と、実態というところ
が捉えづらいし、判断
のためにも現地の声
を直接聞いて確認が
できます。（ヒ） 

  ・各避難所には市の
担当者がいるため派
遣保健師にはそこと
連携するように強調
した。（1） 

    

 
 
 
 
調査 (訪
問 活 動
含む） 

    ・調査には労力がか
かるので、まず被害
の大きい地区を対象
に開始し、被害の小
さい地区は地元町内
会長さんや市の保健
師から情報を集め
た。（1） 

・薬が必要な人、透析や
輸血治療が必要な人、精
神疾患の人への対応も
必要だったので、福祉係
りなども一緒に避難所
を回って病院へつなぐ
などした。（5） 

  

    ・仮設住宅建設以降
は、新規入居のつど、
全戸訪問調査を行っ
た。（5） 

    

 
 
 
各 種 記
録 
FAX 

・活動報告様式を示し
て、情報収集にあた
り、可能であれば現地
へ出向く。現地は混乱
し多忙を極め、記録を
残すことに抵抗を示
すかもしれないが、そ
の必要性について理
解を求め協力を得ら
れるようにする。その
情報を基に、被災地に
おける支援活動量や
内容を算定し、行政の
みならず関係団体の
協力を得るように働
きかける。（２） 

  ・日報の記載と FAX
を依頼し情報収集し
た（1） 

・避難所の看護職が健康
相談を実施し、健康相談
票に気になることを記
入してもらい、その表を
すべて看護チーム本部
へあげてもらうように
したので、本部にいなが
ら個々人の相談の状況
が把握できた。（7） 

・情報の共有について
は、個人カルテ、避難
所別集約日報を作成
し、各救護班が責任を
持って記録、保健所が
報告を受ける。（12） 
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資料２-２ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理
と活用 カテゴリーB：情報知識の形成と運用 情報収集力（つづき） 
 
情 報 収
集 の 手
段，入手
先 

地域活動拠点別 データ 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，セン
ター） 

 
 
会議 

    ・定例開催していた
精神保健福祉担当者
等連絡会が、精神保
健福祉センターの尽
力で早期再開し、管
内の精神保健福祉関
係者の情報共有を図
っている。（6） 

    

 
 
 
担 当 者
(部署)連
絡 

・被害規模が大きいほ
ど、本庁では実態がわ
からなくなるため、毎
日、市町村支援を担う
保健所統括保健師と
電話によるディスカ
ッションを行った。詳
細な情報の把握と、今
後の方向性の判断や
確認に活かした。
（ヒ） 

・災対本部へ出席す
る上司からの情報だ
けでは必要な判断に
は不足する。直接各
区への連絡と、得る
必要のある情報の掌
握部署の人的ネット
ワークの活用も必
要。本部情報との、
このような情報の双
方が必要。（ヒ） 

・健康ニーズなどソ
フトの課題は縦（災
対本部）情報だけで
はわからない。横（ヘ
ルス部署，保健師）
の情報が重要かつ必
要。複数の箇所（縦，
横ライン）から頻回
に確認する（ヒ） 

  ・避難所の施設代表，
対策本部，被災者代表，
救護班と十分連携を持
ち現状を把握（13） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
その他 

    ・市町村保健師も情
報がなく、入手でき
た情報が入手先ごと
の異なったり、時間
の経過による変化な
どでも、実態とは異
なることが多い事実
を想定した上で、本
部情報以外にも、直
接市町村保健師に確
認する、活動に参加
する、関係者の話を
聞くなどの多方面か
ら情報を得ること、
情報の変化に対し、
継続的に把握する必
要がある（ヒ） 

・うまく情報をつなげな
がら、全体が動くよう
な、そういう権限とか、
情報の集まり方が統括
にいく仕組みが重要。
（ヒ） 

  

      ・さまざまな外部支援組
織や職種に関する、情報
の流れの理解がないと、
調整がしにくい。（ヒ） 
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資料２-３ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理
と活用 カテゴリーB：情報知識の形成と運用 分析力 

 
項目 地域活動拠点別 データ 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，セン
ター） 

住民健康
課題の明
確化 

・各種報告様式を示
して情報収集にあ
たり、その情報を基
に、支援活動量や内
容を算定し、行政、
各種関係団体の協
力を得るよう働き
かける。（２） 

  ・調査集計・分析は地
元大学の支援を受け
市民基礎健康データ
として８５％把握で
きた。（6） 

・震災直後から介護保
険の申請が増加した。 
避難所などで暮らしが
変わったこと、認知症
の症状が出現したこと
等があると思う。（ヒ） 

・プレハブ仮設住宅住
民を対象とした、大学
と共同の健康調査を
９月に実施した。ソー
シャルキャピタルが
高いと睡眠障害が低
い傾向や、震災後、飲
酒量の増加などがみ
られ、個別支援のほか
にポピュレーション
アプローチが必要。
（10） 

       ・派遣保健師の「気に
なるケース」や「避難
所の状況」のアセスメ
ント結果を、地元保健
師に報告。報告を受け
た、個別ケースは、区
保健師がさらに深く
アセスメントし、必要
な措置につなげた。
（8） 

保健活動
方針、 
優先順位
の検討 

・日報、週報を統括
がアセスメントを
して、今後こういう
方向性だろうとい
うことを判断し、上
司へ上げる。優先順
位もその過程で整
理する。（ヒ） 

  ・どう戻していくか、
どう地域へ帰してい
くかということを、意
識しなければいけな
い。それができている
かどうかを他職種と
かサービスについて、
モニタリングは要る。
（ヒ） 

    

その他 ・統括と一緒にしゃ
べる相手というか、
判断やマネジメン
トするときに、もう
一人補佐的な役割
を担う保健師の配
置が絶対に必要で
あった。そのため、
前回の災害時の本
庁経験保健師に応
援してもらった。
（ヒ） 
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資料２-３ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理
と活用 カテゴリーB：情報知識の形成と運用 使用力(活用力） 
 
項目 地域活動拠点別 データ 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，セン
ター） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
課 題 解
決 の た
め の 上
司，上層
部 等 へ
の提言 

・得た情報を用い、課
題解決の意思決定や
実施判断の担当組織
は部になります。部の
中で、例えば総務課の
窓口であれば、福祉保
健課の課長が、そのス
タッフになるわけだ
から、課長に話しをし
て上げてもらう。課長
の判断で統括に対し、
「部へ説明に行くか
ら一緒に来い。」と指
示があれば、統括保健
師も会議へ動向し、直
接説明することもあ
る。（ヒ） 

・派遣保健師によるニ
ーズ把握の結果を集
約して、災害対策本部
へ伝達する役割を果
たした。（8） 

  ・夜間は住民の安否確
認集計や県への報告
などに追われていた。
（7） 

・避難所を中心に物資
や情報が流れていた
ため、在宅地域住民か
ら不満の声が上がっ
てきた。区災対本部へ
連絡し改善を図った。
（11） 

・上層部から実態にそ
ぐわない指示が降り
てきた際は、判断して
「待ってください。」
と、上に対して説明，
説得するのが統括の
役割。もし、上からの
望ましくない指示を、
機械的に地域へ指示
をおろしていったら、
絶対現場はパンクす
るし、動かない。信頼
関係も損なわれる。
（ヒ） 

    ・直後の混乱時期など
は、様々な判断に対
し、全て細かな確認，
指示を得ることには
限界がある。健康面に
関する専門性が求め
られる事項に関して
は、保健師として判断
し、その結果事後報告
となることも多い。そ
のため、他部署課長か
ら「勝手な事をして」
と言われた事もある。
しかし、課長も「それ
が不適切だとは思っ
ていないが、形式上、
本部主導ではないた
め、嫌味も言った」の
が実態。そのため以降
は、事後報告であって
も、意図的に課長に対
し情報を出すように
したらクレームもな
くなった。（ヒ） 

  

 
 
関係者
間での
情報共
有によ
る対策
の推進 

    ・保健所でミーティン
グを実施し、集まった
報告を市町村の保健師
につなぐという連絡役
を担った。（5） 

・具体的な診療方法に
ついても話し合いが
必要だったので、夜
中、自衛隊の救急車で
町立病院へ行き、各避
難所の情報共有や調
整をした。悲惨な状況
の中で生き残った命
を死なせてはならな
いという思いで動い
た。（5） 

・保健師の訪問、相談
などで把握したケー
スをこころのケアチ
ームや医療チームな
どと連携して支援し
た。（10） 
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資料２-３ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理
と活用 カテゴリーB：情報知識の形成と運用 使用力(活用力）（つづき） 
項目 地域活動拠点別 データ 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，セン
ター） 

 
 
 
 
 
関係者
間での
情報共
有によ
る対策
の推進
（つづ
き） 

    ・医療、こころのケア
チームの保健所合同ミ
ーティングに市町村保
健師も入ってもらう
（5） 

    

    ・保健師間の情報共有
の場（5） 

    

    市町村の情報を一元的
に集約し、かつ市町村
への情報提供も行っ
た。ここでの情報共有
が有効な活動につなが
ったと思う。（5） 

    

    ・市町村地域保健担当
者連絡会の再開。（5） 

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地域，個
別健康
課題解
決 

    ・11月に 2回目の健
康・生活調査を実施、
こころのケアの重要性
がさらに深まったため
自死遺族に加え大切な
人をなくされた遺族の
ケアとしてサロンを月
1回スタートさせた。
（6） 

  ・派遣保健師の「気に
なるケース」や「避難
所の状況」のアセスメ
ント結果を環境面等
の課題は対策に反映
させるという仕組み
ができていった。避難
所は悲惨な被害を受
けた人が多く、派遣保
健師と連携し、こころ
のケアチームや児童
相談所につなげたり
個別フォローした。
（8） 

   ・住民の生活を支えて
いく医療・福祉・介護
間の情報ネットワーク
として関係機関が一同
に介する「包括ケア連
絡会」を開催した。6月
まで月 2回、その後は
毎月1回継続開催。（6） 

  ・避難所は、高齢者や
障害者にとって療養
介護環境は限界であ
ったため、必要な人に
対して施設入所をす
すめた（12） 

    ・糖尿病、低たんぱく、
調製食などの食の問題
は管理栄養士へこころ
のケアはケアチーム
に、高齢者は地域包括
支援センター、介護保
険未申請の方や、障が
い者は生活支援センタ
ーへつなぎ調整をして
もらった。（1） 

  ・関係者と連絡調整
し、入浴困難者へ入浴
サービスの情報を提
供（13） 

        ・医療機関が大きな損
害を受けており治療
中断者がいるのでは
ないかと予測し、再
発、悪化予防のため、
現在開業している医
療機関名簿を持って
安否確認、受診勧奨を
行った。（11） 
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資料２-４ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理
と活用 カテゴリーB：情報知識の形成と運用 使用力(活用力）（つづき） 
項目 地域活動拠点別 データ 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，セン
ター） 

台帳整
備 
復興計
画 

    ・調査結果は、現在も
保健医療福祉活動に活
かされ、支援者台帳整
備やこれを踏まえた保
健医療福祉復興計画の
協議が行われている。
（6） 

    

住民へ
の情報
提供 

        ・保健所だよりの発行
による情報提供（13） 

        ・派遣保健師のバック
アップが得られ、広報
活動を担当していた
だき、保健所ニュース
を発行。初めは避難
所、のちに浴場等人の
集まる所へボランテ
ィアの協力を得て配
布（11） 

活動報
告、提言 

・保健所などと連携を
とりながら活動の分
析、評価を積極的にす
すめ、報告集にまとめ
る。関係者の研修に活
用するなど体験をよ
り広く伝え、災害に対
する啓発の機会とす
る。（2） 

  ・保健師が日々、対応
している事実の部分
も、データとして見せ
ていくという側面があ
る（ヒ） 

    

その他
（課題） 

    ・被災後の大混乱の時
期、避難所に 24時間看
護職の配置の判断、派
遣保健師の引き上げ判
断、結構早く引き上げ
ようという方向性に話
し合われたが「夜、看
護職がいなくて大丈夫
なのか」という他部署
からの指摘に、不要と
言うための根拠となる
データを出せばいいの
だが、それはなかなか
うまく示すことができ
ず過剰な支援となる傾
向があった。（ヒ） 

    

    ・管内の人口、被災規
模の大きな市町村を優
先し、そうでない自治
体は支援が手薄になる
こと傾向があるが、こ
れは問題になることも
ある。全体のバランス
を見ると、被害の大き
いところに引っ張られ
る(重点化される）が、
優先順位の下になる、
他の地域にも個々に混
乱や、課題はあり、支
援が必要な場合がある
ことの想定が重要。
（ヒ） 

    



 

30 
 

資料３ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理と
活用 カテゴリーC：計画策定と推進 
 
項目 地域活動拠点別 抽出テータ 

カテゴ
リー 

サブカテ
ゴリー 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，セ
ンター） 

 
 
 
 

次
フ
ェ
ー
ズ
に
向
け
た
準
備 

 

 
 
 
 
 
 
予算化 
施策化 

・被災１か月を過ぎ
ると健康ニーズだ
けでなく、経済的問
題が表出してくる。
その問題解決にあ
たるとともに、生活
再建に重点をおい
た支援活動を地域
機関や市町村が展
開できるよう予算
措置や施策化する
ことで支援してい
く。（2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・次フェー
ズ対策の
企画 
・通常業務
再開 
・地域ケア
システム
再構築 

・目前にある健康ニ
ーズへの解決だけ
でなく、復興期まで
を視野に入れた支
援計画を立案し、医
師会、大学、看護協
会等関係団体へ協
力を求める。（2） 

・被災地域とそうで
ない地域の温度差、
両面の対策を同時
に行う困難さがあ
る。手を要する地域
に力を貸しつつ、通
常業務を行うこと
が必要、待っている
市民も多いので調
整を考える。（8） 

・地域組織活動とし
て育成してきた傾
聴ボランティアが、
自主的に避難所に
おけるサロンを開
催した。さらに毎週
開催していたカウ
ンセリングルーム
での個別相談や夜
間電話での傾聴活
動を再開し、保健所
における月 1回の
学習会も継続して
いる。災害後のネッ
トワークや住民ボ
ランティア活動は、
震災以前から保健
所保健師がつない
できた証と実感し
ている。（6） 

・こころのケアチー
ムがいなくなった
後をどうするかの
調整をし、結果、国
の「地域支え合い事
業」を使って町に
「こころとからだ
とくらしの相談セ
ンター」を立ち上
げ、町内を 8エリア
に分け、エリアごと
に看護師が常駐し
て対応するシステ
ムが 11月から始ま
っている。あとは、
専門家だけでなく
住民同士がケアし
合うことが必要だ
と考え、聴き上手ボ
ランティア研修を
しています。研修後
「隣のおばあちゃ
んの話をよく聴い
てあげるようにし
ます」「夫にやさし
い言葉をかけます」
と言ってくださっ
て、そういう町にな
ってほしいという
思いで継続してい
る。（5） 

 
 
 

 
 
 
 
 

・震災から 3週間が
過ぎフィーズ２の
段階に入ったと実
感したことから、地
区全体の状況把握
の必要性を被災地
保健師全員で話し
合い、避難所運営中
心の活動から、自宅
避難住民を含め、被
害の大きい重点地
区把握の訪問へ大
きく舵を切ること
にした。その後、被
災経験自治体から
派遣保健師からも
そのような助言を
受け、さっそく重点
地区を選別し実施
した。（8） 
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資料３ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理と

活用 カテゴリーC：計画策定と推進（つづき） 
 

項目 地域活動拠点別 抽出テータ 

カテゴリ
ー 

サブカテ
ゴリー 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，
センター） 

  

次
フ
ェ
ー
ズ
に
向
け
た
準
備 

（
つ
づ
き
） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・次フェ
ーズ対策
の企画 
・通常業
務再開 
・地域ケ
アシステ
ム再構築
（ つ づ
き） 

  ・従来から大事にし
てきた地域づくり
活動など、被害を受
けていない人たち
への対策も強化し
なければならない
（8） 

  ・状況は早いスピー
ドで変わるので、そ
の都度住民の健康
状況を把握し地区
診断をして、計画を
立てることが求め
られる。（7） 

・通常業務で被災
者の生活再建をお
手伝いをしたい。
区では出生数が多
いので、母子保健
事業で痛みや、楽
しさをみんなで分
かち合える場にし
た。（8） 

        ・避難所の保健活
動の成功は企画、
実施に至るまでの
経過において避難
所代表者やボラン
ティアとの連携、
調整がどこまでや
れるかにかかって
いる。救護班や派
遣保健師は人が交
代するため確実な
引き継ぎと、地道
な活動の積み上
げ、継続性がキー
ワードである。住
民が避難所から仮
設住宅へ移り、自
宅へ帰るという生
活基盤の変化、流
れも念頭に置い
た。 
（12） 
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資料３ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理と

活用 カテゴリーC：計画策定と推進（つづき） 
 

項目 地域活動拠点別 抽出テータ 

カテゴリ
ー 

サブカテ
ゴリー 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，
センター） 

 
 

人
材
確
保 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

専門職に
よ る 支
援， 
ネットワ
ーク 

・災害という特殊
性から日頃体系化
していないものに
ついて対応を迫ら
れたり、即決を求
められる。課・部
内対応にも限界が
あるので、必要時、
国や関係機関等か
ら助言・指導をも
らえるようなネッ
トワークが必要。
（２） 

  ・４／２２から、
中長期派遣された
派遣保健師と応援
保健師が市の保健
師として主体的に
活動していけるよ
うに、スタッフ間
のコミュニケーシ
ョンを深めていっ
た。その中で、保
健支援チームの統
括の役割が、保健
所保健師から市へ
シフトできる大き
な成果があった。
（６） 

・自治体間などの支
援については、どん
な意味でも助けは
欲しい。私の判断だ
けを伝えれば、後は
全部やってもらえ
るのは非常にあり
がたい。ただ、遠方
から地域を知らな
い自治体に来ても
らっても、お願いし
にくい。多くの説明
が必要ではない、県
内など、地元の支援
チームが望ましい。
同じ県内の災害経
験をした市町村保
健師支援が、最もあ
りがたかった。
（ヒ） 

  

      ・避難所で感染症が
出はじめたので嘔
吐・下痢の処理セッ
トを作って夜中も
交代で手当てをし
た。災害支援ナース
の感染症専門ナー
スと一緒に感染症
対策を徹底した。住
民の人にも「協力す
るから」という方が
出てきて、支援して
くれたりしました。
（5） 

  

      ・食事提供の改善の
ため、何度も何度も
栄養士と一緒に災
害対策本部にかけ
あう。（5） 

  

       
・社会福祉協議会な
どのスタッフに無
理なお願いをする
のにも、日頃の関係
構築がものをいう。
（7） 
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資料３ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理と

活用 カテゴリーC：計画策定と推進（つづき） 
 

項目 地域活動拠点別 抽出テータ 

カテゴリ
ー 

サブカテ
ゴリー 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，
センター） 

 
 

 

人
材
確
保
（
つ
づ
き
） 

 
 
 
 
 
 
地域住民
の協働、
協力 

      ・保健師の活動だけ
では限界があるの
で、住民の方にも協
力をお願いするこ
とになりますが、日
頃の家庭訪問など
で培った関係が頼
りになる。（7） 

 
・先輩保健師から受
け継いだ住民との
信頼関係の貴重さ。
（7） 

・（避難所）組織へ
の教育活動とし
て、避難所代表者、
自治組織に対し
て、健康問題に気
づかせ改善に向け
て実践できるよう
働きかけること、
住民の中から保健
リーダーを育成す
ることなど話し合
いしその中で出さ
れた意見で方向づ
けがなされた。
（12） 

 

  

活
動
推
進
体
制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
人材管理 

    ・多くの支援チー
ムが入れ替わりで
入るため、どの地
区にどういうチー
ムが入っているか
など、毎日情報を
更新してミーティ
ングの場で報告し
た。（5） 

 

    

    ・管理的な統括を
補佐する人、中堅、
スタッフという３
層構造で活動体制
を考える。どうい
う力を発揮しても
らいたいからとい
うことを明確にし
た上で、適材適所
の支援人材を配置
する。（ヒ） 

 

    

  

人
材
の
管
理
調
整 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
オリエン
テーショ
ン 

・派遣自治体の決
定をうけ、集合場
所、連絡先、最低
限用意してほしい
ものを派遣元の本
庁担当者に伝え、
その方から行く人
へ連絡する、そし
て保健所へ着く
と、保健所が避難
所などの状況から
配置や役割を検討
し「〇〇避難所へ
行き、〇〇をして
ください」と具体
的指示を出す。
（1） 

 
 

  ・医療やこころの
ケアチームには保
健所で合同ミーテ
ィングをし、そこ
に必ず市町村保健
師にも入ってもら
いました。（5） 

  ・活動の連携を図
るため「応援保健
婦、看護婦の活動
についてのお願
い」と、活動報告
書、地図、環境調
査票を作成し、周
知した。（11） 
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資料３ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理と

活用 カテゴリーC：計画策定と推進（つづき） 
 

項目 地域活動拠点別 抽出テータ 

カテゴリ
ー 

サブカテ
ゴリー 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，
センター） 

  

人
材
の
管
理
調
整
（
つ
づ
き
） 

 
オリエン
テーショ
ン（つづ
き） 

・オリエンテーシ
ョン資料は保健所
で作成、その後、
本庁でも確認し漏
れのないように確
認した。（１） 

        

 
 
 
 
 
カンファ
レンス 

    ・保健所から市の
中でまとまりまし
ょうと働きかけ
た。あちらはあち
ら、こちらはこち
らみたいなところ
をつなぐことが必
要で、そのために
ミーティングを提
案し、始めました。
（ヒ） 

  ・連携と、役割分
担、、意思統一を図
ることを目的に、
看護職が一同に介
した。（会議）
（12） 

  

業
務
の
質
確
保 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
記録 

・統括レベルの記
録は必須、それぞ
れの管轄、担当者
に記録をしてもら
った（ヒ） 

  ・本庁から、毎週、
活動報告書の提出
を求められた。多
忙な中、ストレス
になったが、あれ
は意味があって、
スタッフレベルだ
と、日々の忙しさ
で、記録や、まと
めは、負担のもと
ですが、振り返っ
てみると、報告書
を記載する課程が
あるから、活動を
次の段階にシフト
していくことがで
きた。忙しいと、
記録をないがしろ
にしがちだが、日
報みたいな記録は
忙しくとも重要。
（ヒ） 

    

  

そ
の
他 

 
 
 
 
 
 
 
保健師の
専門性の
発揮 

    ・個別事例など、
今後どこに戻して
いくか、どうして
いくか、方向性の
検討や、マネジメ
ントなどは、病院
の看護師さんには
難しいと思う。誰
がどういうふう
に、そこの衛生管
理をやっていける
か、個別ケースを
どう処遇するの
か、マネジメント
力を保健師に発揮
してほしい。（ヒ） 

・こころのケアとし
てスクリーニング
調査、医療につなげ
る取り組みがある
が、こころのケアは
それだけではない
と思う。全町民が被
災者、ハイリスク者
だけピックアップ
する仕事ばかりを
していては、それ以
外の層から脱落し
ていく人が出るだ
ろうと思う。（5） 
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資料３ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理と

活用 カテゴリーC：計画策定と推進（つづき） 
 

項目 地域活動拠点別 抽出テータ 

カテゴリ
ー 

サブカテ
ゴリー 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，
センター） 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平時の保
健活動の
強化 

    ・ファーストサー
ビス、すなわち、
地区担当制で直接
住民の健康課題に
対応する体制を、
常日頃の保健活動
の中につくってお
くことが必要。地
区担当や、地区活
動の基盤がない
と、災害時には対
応できない（ヒ） 

・本当の物理的な距
離というのが、意外
と重要で、同じフロ
アにいると通じて
いる（ヒ） 

  

      ・直後は時間の経過
も記憶にないが、そ
んな中でも二次被
害を出さずに乗り
越えられたのは、一
度震災を経験して
いたことが大きい。
（7） 
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資料４ 地域活動拠点別（本庁，保健所，市町村，政令市）の統括保健師に求められる情報管理と
活用 カテゴリーD：職員の健康安全管理 

 
項目 地域活動拠点別 抽出テータ 

県 本庁 政令市 本庁   保健所  市町村  政令市（行政区，センタ
ー） 

勤務シフト管理       ・派遣医療チームが
「夜は救護室の患者
さんとは別の部屋で
寝なさい」と、「職員
が倒れたら大変だ」
と言われ、その日か
ら隣のトレーニング
ルームで寝るように
なった。（5） 

 
 

・上司からの指示（48時
間以上避難所対応を継続
した保健師に対し、避難
所活動からの引き揚げの
指示）（8） 

業務方法のルー
ル化 

        ・ライフラインの復旧の
見込みが全くないため、
保健所での仮眠、食事、
トイレ使用のルールにつ
いて話し合った。（12） 

 
 

こころのケア 
個別相談 

    ・被害の大きかった
町にも「震災こころ
の相談室」を設置
し、職員の方もかな
りの被害を受けて
いたので、役場の幹
部や保健師全員に
面談をしていただ
いた。（5） 

役場職員による遺体
捜索班も結成され、
ショッキングな場面
を目にする大変な業
務でした。総務課長
と相談し、強制的に
精神科医に相談する
場を設けた。不眠不
休の職員に対して
「こぼしていいんだ
よ」という意味での
相談会として案内し
た。（5） 

 
 

  

こころのケア 
普及啓発 

      ・職員がメンタルの
不調で休むようにな
ると、休む人を非難
する言葉が聞こえて
きたため、総務課と
相談し、啓発を企画
した。9月に全職員
を管理職とそれ以外
のグループに分け
て、研修会を実施し
た。（5） 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
災害対策における地域保健活動推進のための管理体制運用マニュアル実用化研究 

 

分担研究報告書 
 

分担研究２：統括保健師及び統括保健師を補佐する保健師が災害時に取扱う情報の管理と活用に 
関する現状調査－地域特性に焦点を当てた事例調査 

 
研究分担者   春山 早苗（自治医科大学・教授） 

 
 
研究要旨 
本研究は文献やヒアリングにより山村又は過疎地を有する市町村の統括保健師の活動事例を収集

し、被災地の保健活動推進のために統括保健師としてなすべき判断や行動に直結する情報知識の形

成とその運用体制について、地域特性に応じて特化した課題等を明らかにすることを目的とした。

結果、支所をもつ市町村及び合併と被災により地域特性の差が顕著になった市町村には特化した課

題があった。支所をもつ市町村では、統括保健師は本庁と支所各々の被災状況の情報を収集し、保

健師の配置や経験、活動体制も考慮して、当該市町村全体としての方針や方向性を共有しつつ、本

庁・支所それぞれの状況に合わせた保健活動体制整備のための情報の管理と活用の必要性が示唆さ

れた。地域特性の異なる地域が内在する市町村は、被災による各地域への影響についての情報収集

努力の指向が必要であり、その分析結果に基づいて事業や活動を決定していく必要がある。医療・

介護資源が乏しい地域では、人材確保の努力をしつつ、地域の健康課題を既存の関係機関と共有・

協議する場を企画・実施していく力が統括保健師には求められる。 
 

Ａ．研究目的  

 本研究の目的は、統括保健師及び補佐する

保健師が取扱う災害時の情報の管理と活用に

ついて、文献等資料やヒアリングにより事例

を収集し、被災地の保健活動推進に必要な対

策の立案・行動のために、統括保健師として

なすべき判断、行動に直結する情報知識の形

成とその運用体制について、地域特性の観点

から地域特性に応じて特化したことや課題を

明らかにすることである。  

 
Ｂ．研究方法  

１）対象  

対象は、3 県 2 市 1 町の統括保健師の活動

事例とした（表 1）。対象選定方針は、東日本

大震災により被災し、離島振興法、半島振興

法、山村振興法、豪雪地帯対策特別措置法、

過疎地域自立促進特別措置法いずれかの指定

地域を有する市町村の統括保健師又は補佐す

る保健師の活動事例とした。この際、市町村

合併により前述した指定地域を有するように

なった等、地域特性の相違性がある地域が内

在する場合や、本庁と支所を有する等の保健

師活動体制も考慮して対象を選定した。  

なお、本研究における統括保健師は、統括保

健師として位置づけられていなくても統括的

役割を担っている保健師及び発災後の保健師

活動においてリーダーシップを発揮した保健

師を含む。  

２）情報（データ）収集項目  

 ①事例の概要：災害種別、地域特性、合併

の経験の有無、活動体制、統括保健師（調査

対象）の職務体制  

②発災直後からの統括保健師及び補佐する保

健師の思考、判断、行動の実際、重要と認識

していることや課題と認識していること  

３）情報（データ）収集方法  

 統括保健師及び補佐する保健師の活動が詳
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表 1 対象の概要  
対象  

(事例 ) 
Ａ  Ｂ  Ｃ  

Ｄ  
（3 人）  

情報源  文献  文献  文献  
文献  
ﾋｱﾘﾝｸﾞ 

自治体  
市  
（本庁） 

市  
（支所）  

町  市  

災害  
種別  

津波  
地震  

津波  
地震  

津波  
地震  

津波  
地震  
原子力  

地域  
特性  

振興  
山村・  
過疎  

振興  
山村・  
過疎  

振興  
山村・  
過疎  

振興  
山村  

合併の
経験  

あり  あり  なし  あり  

活動  
体制  

本庁の他、旧町村
の支所 2 か所にも  
分散配置  

複数部署

に分散  
複数部署

に分散  

職務体
制  

約 20 日
後 ～ 保

健 福 祉

部 署 の

指 示 命

令 系 統

のﾄｯﾌﾟ 

当該支所

にも対策

本部が出

きる。発

災 4 日目
から統括

的役割担

う  

統括的役

割を担う

保健師は

いなかっ

たが、防

災計画に

従い統括

的役割担

う。発災

3 ヶ月後
～統括的

立場の保

健師に。  

明確な統

括的役割

を担う保

健師はい

ない  

 
細に記述されている研究報告書や活動報告書

等を含む文献 1)～8)から収集した。また、合

併経験のある市町村の情報（データ）及び発

災 1 年以後（復興期）の情報（データ）を補

足するために、対象 D についてはヒアリング

を行った。  

 
４）分析方法  

 情報（データ）収集項目②について、事例

毎に、発災直後からの統括保健師及び補佐す

る保健師の思考、判断、行動の実際を経時的

に整理し、さらにそれを情報サイクルの観点

から、情報収集努力の指向、情報収集方法・

情報収集内容、分析方法、使用に整理した。

情報収集努力の指向については、内容を簡潔

に表し、コード化した。情報収集方法につい

ては、ａ情報を自分で取りにいく、ｂ情報収

集を指示する、ｃその他に分類した。  

情報収集努力の指向については、4 事例の相

違性に着目しつつ、その共通性からカテゴリ

ー化した。分析方法についても共通性から分

類した。  

 
（倫理面への配慮）  

 調査への協力依頼文書にヒアリングの趣旨

及び内容・方法、ヒアリングへの協力は自由

意思であること、協力する場合でも答えたく

ない質問には答えなくて良いこと、IC レコー

ダーへの録音、公表において個人や自治体が

特定されないよう配慮すること等を文書と口

頭で説明し、文書により同意を得た。千葉大

学大学院看護学研究科倫理審査委員会の承認

（承認番号 28-37、平成 28 年 9 月 9 日）を得

て実施した。  

 
Ｃ．研究結果  

 統括保健師の情報サイクルの実際について、

事例毎に情報収集努力の指向、情報収集方法、

情報収集内容、分析方法を整理し、4 事例並

べたものを資料に示す。また、発災後時期別

に、かつ情報収集の指向のカテゴリ毎に、情

報収集の方法及び分析方法を整理したものを

表 2 に示す。以下に発災後時期別に情報収集

の指向、情報収集の方法及び分析方法につい

て述べる。なお、情報収集の指向のカテゴリ

を【 】、サブカテゴリを『 』で示す。  

１．初動における統括保健師の情報サイクル  

 統括保健師の初動における情報収集努力の

指向は 15 サブカテゴリ､8 カテゴリとなった。

カテゴリには支所をもつ事例 A の『支所地域

における人員配置等保健活動体制整備の迅速

な意思決定』を含む【保健活動体制整備の迅

速な意思決定】や【応援要請の意思決定】、【要

医療者・要援護者を迅速に把握し、支援方法

を意思決定】、【避難所活動を強化するための

サポート内容や人材確保を意思決定】、【派遣

保健師の到着に伴う地元保健師の活動体制の

見直しを意思決定】、【保健師や保健所、その

他の支援者への依頼内容の意思決定】、【職員

や保健師の健康管理への対応の意思決定】、

【通常業務再開時期の意思決定】があった。  

 情報収集の方法は、「ａ情報を自分で取り
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表2　統括保健師の発災後時期別情報サイクルの実際

時期

カテゴリ サブカテゴリ ａ ｂ ｃ

保健活動の方針を決定・指示(Ｃ)
上司から災害対策本部
の方針を受ける

支所地域における人員配置等保健活動
体制整備の迅速な意思決定(Ａ)

○ イ

支所地域における避難所活動体制整備
の迅速な意思決定(Ａ)

○ イ

避難所活動体制整備の迅速な意思決定
(Ｃ)

救護のための保健師活動体制の迅速な
意思決定(B、C)

② ○
消防からの
無線連絡

イ、ロ

応援要請の意思決定 応援要請の意思決定(B) ニ（★）、ホ（★）

要医療者を迅速に把握し、支援方法を意
思決定(B、C)

○ ○
消防からの
無線連絡

イ、ロ

要援護者の安否確認と支援方法を意思
決定(Ｃ)

避難所の要援護者・要介護者を把握し、
支援方法を意思決定(B、C)

○ ○ イ

避難所活動を強化するためのサポート内
容や人材確保を意思決定

避難所活動を強化するためのサポート内
容や人材確保を意思決定(B、C)

○ ○ イ

派遣保健師の到着に伴う地元保健師の
活動体制の見直しを意思決定

派遣保健師の到着に伴う地元保健師の
活動体制の見直しを意思決定(Ａ)

上司への進言による
地元保健師間の話し
合いの場

ハ

派遣保健師への依頼内容の意思決定
(Ａ、B)

○
上司への進言による
地元保健師間の話し
合いの場

イ、ハ、ニ（★）

保健所や医療チーム、その他の支援者
への依頼内容の意思決定(A、B)

イ、ニ（★）

職員や保健師の健康管理への対応の意
思決定

職員や保健師の健康管理への対応の意
思決定(B、C)

支援者からの提案

通常業務再開時期の意思決定 通常業務再開時期の意思決定(B)

優先的に安否確認が必要な対象を意思
決定

優先的に安否確認が必要な対象の意思
決定(B)

各種医療費申請や
手帳交付の台帳

保健活動体制を見直し、派遣保健師との
役割分担や依頼内容の決定
(A、B、C)★

朝夕
ﾐｰﾃｨ
ﾝｸﾞ参
加

係長
ノートに
一括メモ

チ

活動評価と課題への対応を含む支援者・
支援チームの調整(A、B、C)

○全医療ﾁｰﾑ・保健師
ﾁｰﾑとのﾐｰﾃｨﾝｸﾞ○医
療調整会議

リ（担当部署が決
定）

把握・発信すべき情報に応じた各種ミー
ティングへの参加方法を判断

把握・発信すべき情報に応じた各種ミー
ティングへの参加方法を判断

(Ａ、C)

朝夕
ﾐｰﾃｨ
ﾝｸﾞ参
加

チ

避難所における感染症発生へ対応及び
保健所への応援依頼の意思決定(Ｃ)

サポートが必要な避難所を把握し、人材
投入を意思決定(Ａ)

在宅にいる要医療者の医療を確保・継続
する方法を決定

在宅にいる要医療者の医療を確保・継続
する方法を決定(B、C)

巡回活
動等
近隣の診療所医師か
らの提案

＊情報収集方法の記号は、ａ情報を自分で取りにいく、ｂ情報収集を指示する、ｃその他
＊分析方法の記号は、イ自身で分析、ロ情報収集した保健師個々の判断、ハ地元保健師間の話し合い、ニ避難所や地域の課題の分析、ホ特定の対象
のニーズ分析、ヘ上司と相談、ト保健所の相談、助言を得る、チ統括保健師と副統括保健師とで話し合い、リその他
＊下線は研究対象者が特に重要と認識していること、★は研究対象者が課題と認識していること
＊表中の（　）内の記号は対象の記号

初
動

避難所における問題・課題に対応するた
めの人材投入を含めたサポート内容の

意思決定

保健活動体制を見直し、派遣保健師や支
援者との役割分担と支援者・支援チーム

の調整

発
災
2
週
以
後

保健師や保健所、その他の支援者への
依頼内容の意思決定

要医療者・要援護者を迅速に把握し、支
援方法を意思決定

保健活動体制整備の
迅速な意思決定

情報収集の方法情報収集努力の指向
分析方法
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表2　統括保健師の発災後時期別情報サイクルの実際（つづき）
時期

カテゴリ サブカテゴリ ａ ｂ ｃ

避難所にいる要介護者・障害者を把握
し、支援方法を決定(Ａ)

避難所・仮設住宅・在宅にいる独居高齢
者や高齢者世帯のニーズを把握し、支援
機関の協力を得て支援(Ｃ)

仮設住宅毎の要援護
者リストの作成と部署を
超えた活用★

ホ（★）

在宅にいる要介護者・要援護者を把握
し、支援方法を決定(B、C)

ﾛｰﾗｰ
訪問

リ（地図により訪問
世帯の塗りつぶ
し）、ホ（★）

ニーズ分析に基づく支援依頼の意志決
定や活動計画の立案

ニーズ分析に基づく支援依頼の意志決
定や活動計画の立案(Ｃ)★

ﾛｰﾗｰ
訪問

ニ

被災者の生活の場に応じたメンタルヘル
スに関するニーズへの対応

被災者の生活の場に応じたメンタルヘル
スに関するニーズへの対応(Ｃ)

巡回活
動等

通常業務再開時期・再開方法の決定及
び活動体制の見直し・調整

通常業務再開時期・再開方法の決定及
び活動体制の見直し・調整
(A、B、C)

派遣保健師と情報交
換

避難所や地域の課題から活動の方向性
を決定

避難所や地域の課題から活動の方向性
を決定(Ａ)

地元保健師と派遣保
健師との週1ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ

ニ

支所を含めた地元保健師と派遣保健師と
の連絡・連携体制づくり

支所を含めた地元保健師と派遣保健師と
の連絡・連携体制づくり(Ａ)

派遣保健師との
ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ

把握・発信すべき情報に応じた各種ミー
ティングへの参加方法を判断

把握・発信すべき情報に応じた各種ミー
ティングへの参加方法を判断(Ａ)

仮設住宅入居者への支援比重を高める
等保健活動体制の見直し
(A、B、C)

避難所の閉鎖時期の意志決定(Ｃ)

仮設住宅入居者や在宅にいる要援護者
を把握し、支援方法を決定
(A、B、C)

全数健
康調査

○仮設入居者名簿から
世帯主把握○地区担
当毎に支援ﾁｰﾑの情
報を集約

ホ

仮設住宅入居者の健康課題を解決する
ための事業を企画・実施・委託(Ａ)

仮設住宅入居者への支援活動と通常業
務を並行していく活動体制の検討

仮設住宅入居者への支援活動と通常業
務を並行していく活動体制の検討(B、C)

被災者を含む住民や支援者のメンタルヘ
ルスに関するニーズを把握し、支援チー
ムの調整等支援方法を決定

被災者を含む住民や支援者のメンタルヘ
ルスに関するニーズを把握し、支援チー
ムの調整等支援方法を決定(B、C)

全戸訪
問

○気になる人を支援
ﾁｰﾑに伝達し活動後報
告を受ける○週1支援ﾒ
ﾝﾊﾞｰで情報交換○他
課がもつ情報の活用

災害公営住宅居住者のニーズを把握し、
事業・活動を決定

災害公営住宅居住者のニーズを把握し、
事業・活動を決定(Ｃ)

住民全体の健康課題の明確化とその解
決のための地域保健活動の実施

住民全体の健康課題の明確化とその解
決のための地域保健活動の実施(Ａ)

リ（支援チームに
年齢別・地区別・
新規/継続の別等
集計表の作成と入
力を依頼）

活動実績をわかりやすく上司に報告 活動実績をわかりやすく上司に報告(B)

通常業務再開時期・再開方法の決定
(Ａ、C、D)

通常業務を発災前と同様に当該地域で
再開していく方法を検討(B)

通常業務再開のための活動体制の見直し及
び長期派遣保健師への依頼内容の意志決

定(Ｃ)

保健師の健康管理のための活動体制･
対応を決定

保健師の健康管理のための活動体制･
対応を決定(Ｃ)

通常業務再開時期・再開方法の決定及
び活動体制の見直し・調整

避難所閉鎖に向けて保健活動体制の見
直し

仮設住宅入居者や在宅にいる要援護者
を把握し、支援方法を決定

情報収集努力の指向
分析方法

発
災
2
週
以
後

（
つ
づ
き

）

情報収集の方法

避難所・仮設住宅・在宅にいる要介護者
や障害者等を把握し、支援方法を決定

発
災
2
ヶ

月
以
後
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表2　統括保健師の発災後時期別情報サイクルの実際（つづき）
時期

カテゴリ サブカテゴリ ａ ｂ ｃ

仮設住宅や借り上げ住宅にいる被災者
のニーズを把握し、健康管理力向上に向
けた事業・活動を決定

仮設住宅や借り上げ住宅にいる被災者
のニーズを把握し、健康管理力向上に向
けた事業・活動を決定(C、D)

年1全戸
訪問/健
康調査

様々な場にいる被災者のニーズを把握
し、事業・活動を決定(C、D)

年1全戸
訪問/健
康調査

新たなコミュニティづくりや被災者の生活
の再建に向けて仮設住宅等入居者への
支援をしつつ、災害公営住宅等への支援
を強化していく活動体制づくり(C、D)

②年1全
戸訪問/
健康調
査

ホ

生活の再建の程度に物理的・心理的な
差が生じていることを踏まえた保健活動

方法の決定(D)

合併や被災状況による地区差を考慮した
コミュニティづくりに向けた保健活動体制
整備及び活動方法の決定(D)

地区単
位訪問/
健康調
査

ホ（地区単位の
ニーズ分析）

新たなコミュニティづくりに向けて地域の
中で見守り支え合う体制づくり(D)

支援者へのサポート(D)

地域の健康課題解決のために住民側人
材も活用した事業・活動の企画・実施

地域の健康課題解決のために住民側人
材も活用した事業・活動の企画・実施(D)

リ（県、保健所、医
療機関で地域の健
康課題を協議・共
有）

通常業務と被災者支援の両立を図るた
めの看護職等の人材確保(Ｃ)

リ（人事部署と話
し合う）

通常業務と被災者支援の両立を図るた
めの、他機関と連携・協働を含めた活動
体制の検討・決定(Ｃ)

c（被災者及び地域の
健康課題を関係機関と
共有★）

リ（被災者及び地
域の健康課題を関
係機関と共有する
場を設けて協議
★）

通常業務と被災者支援の両立を図るた
めの活動体制整備

新たなコミュニティづくりや被災者の生活
の再建に向けた保健活動体制整備及び

活動方法の決定

情報収集努力の指向 情報収集の方法
分析方法

発
災
1
年
以
後

 

 
にいく」が 8 件で、「ｂ情報収集を指示する」

が 4 件、ｃその他は 6 件で、「上司から災害

対策本部の方針を受ける」、「消防からの無線

連絡」、「上司への進言による保健師間の話し

合いの場」、「支援者からの提案」であった。  

 分析方法は「自身で分析（イ）」が 8 件で

最も多かった。「避難所や地域の課題の分析

（二）」及び「特定の対象のニーズ分析（ホ）」

を課題としていたのが 4 件あった。  

 
２．発災 2 週以後における統括保健師の情報

サイクル  

 統括保健師の発災 2 週以後における情報収

集努力の指向は 13 サブカテゴリ､9 カテゴリ

となった。カテゴリには【優先的に安否確認

が必要な対象を意思決定】や【保健活動体制

を見直し、派遣保健師や支援者との役割分担

と支援者・支援チームの調整】があり、『保健

活動体制を見直し、派遣保健師との役割分担

や依頼内容の決定』は重要なことと認識され

ていた一方で、課題とされていた場合もあっ

た。その他、【把握・発信すべき情報に応じた

各種ミーティングへの参加方法を判断】、【避

難所における問題・課題に対応するための人

材投入を含めたサポート内容の意思決定】、

【在宅にいる要医療者の医療を確保・継続す

る方法を決定】、【避難所・仮設住宅・在宅に

いる要介護者や障害者等を把握し、支援方法

を決定】、【被災者の生活の場に応じたメンタ

ルヘルスに関するニーズへの対応】、【通常業

務再開時期・再開方法の決定及び活動体制の

見直し・調整】があった。さらに、【ニーズ分

析に基づく支援依頼の意志決定や活動計画の

立案】は課題と認識されていた。  

 情報収集の方法は、ａが 2 件で「朝夕のミ

ーティングに参加」、b が 5 件で「巡回活動等」

や「ローラー訪問」、「係長ノートに一括メモ」、

ｃが 6 件で「全医療チーム・保健チームとミ
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ーティング」、「医療調整会議」、「派遣保健師

と情報交換」、「近隣の診療所医師からの提

案」があった。「仮設住宅毎の要援護者リスト

の作成と部署を超えた活用」は課題として認

識されていた。  

 分析方法は「統括保健師と副統括保健師と

で話し合い」が 2 件、「避難所や地域の課題

の分析（二）」が 2 件であった。「特定の対象

のニーズ分析（ホ）」を課題としていたのが 2

件あった。  

 
３．発災 2 ヶ月以後における統括保健師の情

報サイクル  

 統括保健師の発災 2 ヶ月以後における情報

収集努力の指向は 16 サブカテゴリ､12 カテ

ゴリとなった。カテゴリには【避難所や地域

の課題から活動の方向性を決定】、支所をもつ

事例 A の【支所を含めた地元保健師と派遣保

健師との連絡・連携体制づくり】、【把握・発

信すべき情報に応じた各種ミーティングへの

参加方法を判断】、【避難所閉鎖に向けて保健

活動体制の見直し】、【仮設住宅入居者や在宅

にいる要援護者を把握し、支援方法を決定】、

【仮設住宅入居者への支援活動と通常業務を

並行していく活動体制の検討】、【被災者を含

む住民や支援者のメンタルヘルスに関するニ

ーズを把握し、支援チームの調整等支援方法

を決定】、【災害公営住宅居住者のニーズを把

握し、事業・活動を決定】、【住民全体の健康

課題の明確化とその解決のための地域保健活

動の実施】、【活動実績をわかりやすく上司に

報告】、【通常業務再開時期・再開方法の決定

及び活動体制の見直し・調整】、【保健師の健

康管理のための活動体制･対応を決定】があっ

た。  

 情報収集の方法は、b が 2 件で「全数健康

調査」や「全戸訪問」、ｃが 7 件で「派遣保

健師とのミーティング」があり、これは重要

なことと認識されていた。また、「仮設入居者

名簿からの情報収集」や「他課がもつ情報の

活用」、「地区担当毎に支援チームの情報を集

約」、「気になる人を支援チームに伝達し活動

後報告を受ける」、「支援メンバーで情報交

換」があった。  

 分析方法は「避難所や地域の課題の分析

（二）」が 1 件、「特定の対象のニーズ分析

（ホ）」が 1 件、「支援チームに年齢別・地区

別・新規 /継続の別等集計表の作成と入力を依

頼」が 1 件であった。  

 
４．発災 1 年以後における統括保健師の情報  

サイクル  

統括保健師の発災 1 年以後における情報収

集努力の指向は 10 サブカテゴリ､4 カテゴリ

となった。カテゴリには【新たなコミュニテ

ィづくりや被災者の生活の再建に向けた保健

活動体制整備及び活動方法の決定】があり、

サブカテゴリには『合併や被災状況による地

区差を考慮したコミュニティづくりに向けた

保健活動体制整備及び活動方法の決定』があ

った。その他、【仮設住宅や借り上げ住宅にい

る被災者のニーズを把握し、健康管理力向上

に向けた事業・活動を決定】、【地域の健康課

題解決のために住民側人材も活用した事業・

活動の企画・実施】、【通常業務と被災者支援

の両立を図るための活動体制整備】であった。 

 情報収集の方法は、b が 4 件で「全戸訪問

による健康調査」、「地区単位訪問による健康

調査」であった。ｃが 1 件で「被災者及び地

域の健康課題を関係機関と共有」が課題とし

て認識されていた。  

 分析方法は「特定の対象のニーズ分析（ホ）」

が 2 件で 1 件は「地区単位のニーズ分析」で

あった。また、リが 3 件で「県、保健所、医

療機関で地域の健康課題を協議・共有」、「人

事部署と話し合う」であり、「被災者及び地域

の健康課題を関係機関と共有する場を設けて

協議」は課題として認識されていた。  

 
Ｄ．考察  

１．初動における統括保健師の取扱う情報の

管理と活用  

１）共通する課題  

 統括保健師の災害時コンピテンシーにはリ

ーダーシップがあるが、初動において、統括

保健師には発災に伴う様々な緊急事案への意

思決定が求められる。本研究結果においても、

保健活動体制整備や応援要請、要医療者等へ

の支援方法等様々な意思決定を迅速にするた

めの情報収集が指向されていた。初動におい
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ては、統括保健師自身が自ら情報を取りに行

き、自身で分析して、意思決定をすることも

少なくないことが推察された。一方で、初動

で迅速な意思決定が求められつつも、ニーズ

分析を課題と認識している保健師もいた。統

括保健師の災害時コンピテンシーには情報知

識の形成と運用があり、その構成要素に分析

力があり、統括保健師に求められる力ではあ

るが、限界もある。統括保健師の情報知識の

形成と運用には、支援者の投入も視野に入れ

て、初動からの情報を分析する体制づくりも

含まれると考えられる。  

２）地域特性の観点からの課題  

 支所をもつ事例 A では、情報収集努力の指

向に『支所地域における人員配置等保健活動

体制整備の迅速な意思決定』や『支所地域に

おける避難所活動体制整備の迅速な意思決

定』があった。支所をもつ市町村の場合、統

括保健師は、本庁と支所、それぞれの被災状

況（保健師の勤務状況を含む）の情報を収集

し、保健師の配置や経験、活動体制も考慮し

て、当該市町村全体としての方針や方向性を

共有しつつ、本庁・支所それぞれの状況に合

わせた保健活動推進に必要な対策を判断し、

立案・行動するための情報の管理と活用の必

要性が示唆された。  

 
２．発災 2 週以後における統括保健師の取扱

う情報の管理と活用  

１）共通する課題  

結果から、情報収集努力の指向において

『保健活動体制を見直し、派遣保健師との役

割分担や依頼内容の決定』が重要かつ課題と

認識されていた。また、【ニーズ分析に基づく

支援依頼の意志決定や活動計画の立案】は課

題と認識されていた。発災 2 週以後における

情報収集方法は、様々な支援者との会議への

参加及び巡回活動、ローラー訪問であるが、

やはりこの時期においてもニーズ分析が課題

として挙げられている。つまり、情報は収集・

蓄積されていくが、それを分析することが困

難で、結果として被災者や地域のニーズに基

づく活動計画の立案や派遣保健師との効果的

な役割分担も困難にしていると推察される。

初動と同様に、統括保健師には分析力が求め

られるが、それだけではなく、情報を分析す

る体制を構築できることが重要であると考え

られる。  

２）地域特性の観点からの課題  

 地域特性の観点からの課題はこの時期は見

当たらなかった。  

 
３．発災 2 ヶ月以後における統括保健師の取

扱う情報の管理と活用  

１）共通する課題  

結果から、この時期に重要とされていた情

報収集方法に「（地元保健師と）派遣保健師と

のミーティング」があった。前述した発災 2

週以後の情報収集努力の指向には『保健活動

体制を見直し、派遣保健師との役割分担や依

頼内容の決定』があり、重要かつ課題とされ

ていたが、発災 2 ヶ月以後は派遣保健師が必

要十分に投入される時期と考えられる。派遣

保健師とのミーティングは情報収集の場でも

あり、地元保健師と派遣保健師との役割分担

や依頼内容の決定のための情報分析の場にも

なると考えられる。統括保健師の災害時コン

ピテンシーには計画策定と推進があるが、こ

のようなミーティングの企画・実施力は重要

である  

２）地域特性の観点からの課題  

支所をもつ事例 A では、情報収集努力の指

向に『支所を含めた地元保健師と派遣保健師

との連絡・連携体制づくり』があった。前述

したように地元保健師と派遣保健師との連

絡・連携体制づくりは重要である。派遣保健

師は本庁と支所で別々の自治体が入ることも

考えられるが、いずれにしても本庁と支所そ

れぞれの地元保健師と派遣保健師がミーティ

ング等により当該市町村全体としての方針や

方向性を共有しつつ、本庁・支所それぞれの

状況に合わせた役割分担をする必要があると

考えられる。  

 
４．発災 1 年以後における統括保健師の取扱  

う情報の管理と活用  

１）共通する課題  

共通する課題はこの時期は見当たらなか

った。  

２）地域特性の観点からの課題  
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 合併経験ありの事例 D では、情報収集努力

の指向に『合併や被災状況による地区差を考

慮したコミュニティづくりに向けた保健活動

体制整備及び活動方法の決定』があった。元々、

合併前の旧市町村それぞれに地域特性があっ

たところへ、被災により地域特性の差が顕著

になったことを踏まえた情報収集努力の指向

であり、地区単位の訪問による健康調査を企

画し、情報収集し、地区単位のニーズ分析を

予定していた。市町村合併により地域特性の

異なる地域が内在する場合は、被災による各

地域への影響についての情報収集努力の指向

が必要であり、その分析結果に基づいて事業

や活動を決定していく必要がある。  

また、情報収集努力の指向には【通常業務

と被災者支援の両立を図るための活動体制整

備】があり、情報収集の方法において「被災

者及び地域の健康課題を関係機関と共有」が

課題として認識されていた。分析方法も「被

災者及び地域の健康課題を関係機関と共有す

る場を設けて協議」が課題として認識されて

いた。本研究対象が所属する自治体は、振興

山村地域を有し、また対象Ａ～Ｃが所属する

地域は過疎地域で、元々医療・介護資源が乏

しい傾向にあり、そこに被災による影響と高

齢化の進行が重なる中で、長期的に続く人材

を含む医療・介護資源の不足がある。このよ

うな状況において、通常業務と被災者支援の

両立を図るための活動体制整備を図っていく

必要がある。従って、人材確保の努力をしつ

つ、被災者及び地域の健康課題を現在ある関

係機関と共有し、協議して、少ない資源が効

果･効率的に役割を発揮できるようにする必

要がある。統括保健師にはこのような関係機

関との協議の場を企画・実施していく力が求

められる。  

 
Ｅ．結論  

本研究は、文献等資料やヒアリングにより

振興山村地域又は過疎地を有する 3 県 2 市 1

町の統括保健師の活動事例を収集し、被災地

の保健活動推進に必要な対策の立案・行動の

ために、統括保健師としてなすべき判断、行

動に直結する情報知識の形成とその運用体制

について、地域特性に応じて特化したことや

課題を明らかにすることを目的とした。  

 結果から、統括保健師は、初動においては

様々な意思決定を迅速にするための情報収集

を指向していたが、統括保健師自身が自ら情

報を取りに行き、自身で分析して、意思決定

をすることも少なくないことが推察された。

ニーズ分析を課題と認識している保健師もお

り、分析力が統括保健師には求められるが、

限界もある。統括保健師の情報知識の形成と

運用には、支援者の投入も視野に入れて、初

動からの情報を分析する体制づくりも含まれ

ると考えられる。  

 支所をもつ市町村では、情報収集努力の指

向に『支所地域における人員配置等保健活動

体制整備の迅速な意思決定』等があった。こ

の場合、統括保健師は、本庁と支所それぞれ

の被災状況の情報を収集し、保健師の配置や

経験、活動体制も考慮して、当該市町村全体

としての方針や方向性を共有しつつ、本庁・

支所それぞれの状況に合わせた保健活動推進

に必要な対策を判断し、立案・行動するため

の情報の管理と活用の必要性が示唆された。  

発災 2 週以後の情報収集努力の指向において

『保健活動体制を見直し、派遣保健師との役

割分担や依頼内容の決定』が重要かつ課題と

認識されていた。また、【ニーズ分析に基づく

支援依頼の意志決定や活動計画の立案】は課

題と認識されていた。発災 2 週以後における

情報収集方法は、様々な支援者との会議への

参加及び巡回活動、ローラー訪問であるが、

やはりこの時期においてもニーズ分析が課題

として挙げられている。初動と同様に、統括

保健師には分析力のみならず、情報を分析す

る体制を構築できることが重要であると考え

られる。  

発災 2 ヶ月以後において、重要とされてい

た情報収集方法に「派遣保健師とのミーティ

ング」があった。前述した発災 2 週以後の情

報収集努力の指向には『保健活動体制を見直

し、派遣保健師との役割分担や依頼内容の決

定』があり、重要かつ課題とされていたが、

発災 2 ヶ月以後は派遣保健師が必要十分に投

入される時期と考えられる。派遣保健師との

ミーティングは情報収集の場でもあり、地元

保健師と派遣保健師との役割分担や依頼内容
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の決定のための情報分析の場にもなると考え

られる。統括保健師の災害時コンピテンシー

には計画策定と推進があるが、このようなミ

ーティングの企画・実施力は重要である  

支所をもつ市町村では、情報収集努力の指向

に『支所を含めた地元保健師と派遣保健師と

の連絡・連携体制づくり』があった。派遣保

健師は本庁と支所で別々の自治体が入ること

も考えられるが、いずれにしても本庁と支所

それぞれの地元保健師と派遣保健師がミーテ

ィング等により当該市町村全体としての方針

や方向性を共有しつつ、本庁・支所それぞれ

の状況に合わせた役割分担をする必要がある

と考えられる。  

発災 1 年以後において、合併経験ありの事

例 D では、情報収集努力の指向に『合併や被

災状況による地区差を考慮したコミュニティ

づくりに向けた保健活動体制整備及び活動方

法の決定』があった。元々、合併前の旧市町

村それぞれに地域特性があったところへ、被

災により地域特性の差が顕著になったことを

踏まえた情報収集努力の指向であり、地区単

位の訪問による健康調査を企画し、情報収集

し、地区単位のニーズ分析を予定していた。

市町村合併により地域特性の異なる地域が内

在する場合は、被災による各地域への影響に

ついての情報収集努力の指向が必要であり、

その分析結果に基づいて事業や活動を決定し

ていく必要がある。  

また、情報収集努力の指向には【通常業務

と被災者支援の両立を図るための活動体制整

備】があり、情報収集の方法において「被災

者及び地域の健康課題を関係機関と共有」が

課題として認識されていた。分析方法も「被

災者及び地域の健康課題を関係機関と共有す

る場を設けて協議」が課題として認識されて

いた。本研究対象が所属する自治体は、振興

山村地域を有し、また対象Ａ～Ｃが所属する

地域は過疎地域で、元々医療・介護資源が乏

しい傾向にあり、そこに被災による影響と高

齢化の進行が重なる中で、長期的に続く人材

を含む医療・介護資源の不足がある。このよ

うな状況において、通常業務と被災者支援の

両立を図るための活動体制整備を図っていく

必要がある。従って、人材確保の努力をしつ

つ、被災者及び地域の健康課題を現在ある関

係機関と共有し、協議して、少ない資源が効

果･効率的に役割を発揮できるようにする必

要がある。統括保健師にはこのような関係機

関との協議の場を企画・実施していく力が求

められる。  

 
Ｆ．健康危険情報  

 なし  

Ｇ．研究発表  

なし  

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

なし  
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題 

 
活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

初動 サブカテゴリ カテゴリ 

  【必要な応援内容
を判断し応援要請】 
【ニーズ把握が必
要な対象を判断し
応援を要請】 
分析：ニ（★）、ホ
（★） 

     
 
 
応援要請の意思決定 

 
 
 
応援要請の意思
決定 

    【保健活動の方針を
決定・指示】 
情報収集方法ｃ（災害
対策本部会議に出席
する上司から本部の
方針を受ける） 
分析：ヘ、ト 

   
 
 
保健活動の方針を決
定・指示 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
保健活動体制整
備の迅速な意思
決定 

【支所地域の保健活
動体制整備のために
応援の必要性を判
断】 
【支所地域への応援
保健師として誰が適
しているかを判断】 
情報収集方法ａ 
分析：イ 

       
 
 
支所地域における人
員配置等保健活動体
制整備の迅速な意思
決定 

【支所地域の避難所
活動体制の整備】 
情報収集方法ａ：避
難所の状況 
分析：イ 

       
支所地域における避
難所活動体制整備の
迅速な意思決定 

    【避難所に対する保
健師活動体制を判断】 
情報収集内容：避難所
の数、規模（被災者
数）、保健師の健康状
態（妊娠等含む） 
【避難所活動におい
て優先的に取り組む
必要のある活動を判
断】 

   
 
 
 
 
避難所活動体制整備
の迅速な意思決定 

  【救護のための保
健師活動体制を判
断】 
情報収集方法ａ、
ｂ、ｃ（消防からの
無線連絡）：避難所
の救護を要する被
災者の状況 
分析：イ、ロ 

【救護活動及び保健
活動を調整する必要】 
情報収集方法ａ 

   
 
 
 
救護のための保健師
活動体制の迅速な意
思決定 

＊各セルの記載内容は【 】内は情報収集努力の指向、次に情報収集方法：情報収集内容、次に分析方法を示す。 

＊情報収集方法の記号は、ａ情報を自分で取りにいく、ｂ情報収集を指示する、ｃその他。 

＊分析方法の記号は、イ自身で分析、ロ情報収集した保健師個々の判断、ハ地元保健師間の話し合い、ニ避難所や地

域の課題の分析、ホ特定の対象のニーズ分析、ヘ上司と相談、ト保健所の相談、助言を得る、チ統括保健師と副統括

保健師とで話し合い、リその他。 

＊下線は研究対象者が特に重要と認識していること。★は研究対象者が課題と認識していること。 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

  【医療に結びつけ
る必要のある人の
把握】 
情報収集方法ａ、
ｂ、ｃ（消防からの
無線連絡）：避難所
の救護を要する被
災者の状況 
分析：イ、ロ 

【要医療者（透析患
者、在宅酸素療法患
者、インスリン使用
者）への医療を確保・
継続するための方法
（受診・搬送・医薬品
の要求等）を検討・決
定】 
情報収集方法ｃ（支援
者からの情報や提案
＊）：透析等搬送可能
な病院の情報、利用で
きる交通手段、在宅酸
素ボンベ等の医療器
具や業者のサポート
内容、インスリン等必
要な医薬品の種類と
量、支援物資としての
医薬品の種類と量 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
要医療者を迅速に把
握し、支援方法を意思
決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
要医療者・要援護
者を迅速に把握
し、支援方法を意
思決定 

    【妊婦等要援護者の
所在を把握し、支援方
法を検討・決定】 

   
要援護者の安否確認
と支援方法を意思決
定 
 
 

    【避難所における支
援の必要な対象を把
握し、支援方法を決
定】 
情報収集内容：避難所
における要援護者の
数 

   
 
 
 
 
避難所の要援護者・要
介護者を把握し、支援
方法を意思決定 

  【避難所では対応
できない要介護者
を把握し、対応を検
討】 
【要介護者の状況
からサポートが必
要な避難所を把握
し、必要なサポート
を判断】 
【避難所活動を強
化するための人材
確保】 
情報収集方法ａ：避
難所の状況、地元看
護職の情報、ｂ：避
難所の要介護者の
状況 
分析：イ 

【避難所における要
介護者を把握し、対応
可能な施設への移動
や必要なサービスの
投入等支援を検討】 
情報収集方法ｂ：避難
所の要介護者数、福祉
避難所に代わる施設
等の情報 
分析：リ（担当保健師
が実態把握に基づき
対応を決定） 

  

     
 
 
 
 
難所活動を強化する
ためのサポート内容
や人材確保を意思決
定 

 
 
 
 
 
避難所活動を強
化するためのサ
ポート内容や人
材確保を意思決
定 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

【派遣保健師の到着
に伴う地元保健師の
活動体制の見直しを
意思決定】 
【派遣保健師への依
頼内容の意思決定】 
情報収集方法ｃ（上
司への進言による地
元保健師間の話し合
いの場）：派遣保健師
の状況と各地元保健
師の活動状況 
分析：ハ 

       
 
派遣保健師の到着に
伴う地元保健師の活
動体制の見直しを意
思決定 

 
 
派遣保健師の到
着に伴う地元保
健師の活動体制
の見直しを意思
決定 

【派遣保健師への
依頼内容の意思決
定】 
情報収集方法ａ：避
難所の状況、地元看
護職の情報 
分析：イ、ニ（★） 

     
 
 
派遣保健師への依頼
内容の意思決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
保健保健師や保
健所、その他の支
援者への依頼内
容の意思決定 【保健所や医療チー

ムへの依頼内容の意
思決定】 

【医療チームへの
依頼内容（支援避難
所の優先順位）の意
思決定】 
情報収集内容：避難
所の規模（避難者
数） 
分析：イ 
【支援者への依頼
内容の意思決定】 
分析：ニ（★） 

     
 
 
 
保健所や医療チーム、
その他の支援者への
依頼内容の意思決定 

  【職員の健康管理
への対応を判断】 
情報収集方法ｃ（支
援者からの提案）：
職員の健康状態（特
に慢性疾患をもつ
職員の服薬等健康
管理状態）、職員の
休暇取得の状況 

【保健師の健康管理
のために必要な対応
を判断する必要】 
情報収集内容：保健師
の健康状態（妊娠等含
む）、保健師の休暇取
得の状況 

   
 
 
 
職員や保健師の健康
管理への対応の意思
決定 

 
 
 
 
職員や保健師の
健康管理への対
応の意思決定 

  【通常業務（予防接
種）再開時期の意思
決定】 
情報収集内容：地域
内の医療機関の被
災状況及び再開状
況 

     
 
 
通常業務再開時期の
意思決定 

 
 
 
常業務再開時期
の意思決定 

発災後２週間以降 サブカテゴリ カテゴリ 

  【優先的に安否確
認が必要な対象を
判断・実施】 
情報収集方法ｃ（各
種医療費申請や手
帳交付の台帳） 

     
 
優先的に安否確認が
必要な対象の意思決
定 

 
 
優先的に安否確
認が必要な対象
の意思決定 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

【保健師活動体制の
見直しの必要性を判
断】 
【サポートが必要な
保健師を把握し、必
要なサポートを判
断】 
【どのように地元保
健師と役割分担すべ
きか、派遣保健師や
NPO法人への依頼
内容を判断】 
情報収集方法ａ（朝
夕のミーティングに
参加）：地元保健師が
する必要がある活動
に要する時間・人等、
負担の大きい地元保
健師や技術的支援が
必要な保健師、派遣
保健師の特徴（期間、
派遣体制、所属組織、
災害対応の経験、等） 
分析：チ 
 
 

【派遣保健師への
依頼内容・依頼ケー
スを判断】 
情報収集方法ｂ（各
地元保健師が保健
師係長の持つノー
トに一括メモす
る）：避難所を巡回
して気になる人 
【地元看護職が支
援した方がよい対
象など関係職種・機
関や支援チームと
の役割分担を判断】 
情報収集方法ｂ（支
援チームによるロ
ーラー訪問）：被災
地以外も含めた地
域全体の在宅にい
る要介護者者等の
状況 

【どのように地元保
健師と役割分担すべ
きか、派遣保健師への
依頼内容を判断・決定
し、調整】（★） 
情報収集内容：地元保
健師がする必要があ
る活動に要する時
間・人等、負担の大き
い地元保健師や技術
的支援が必要な保健
師、派遣保健師の特徴
（期間、派遣体制、所
属組織、災害対応の経
験、等）、どのような
保健師（NPO，長期
支援等）の応援が必要
か、在宅にいる被災者
のニーズ 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
保健活動体制を見直
し、派遣保健師との役
割分担や依頼内容の
決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
保健活動体制を
見直し、派遣保健
師や支援者との
役割分担と支援
者・支援チームの
調整 

【避難所の情報収集
活動（朝夕のミーテ
ィング）の頻度を判
断】 
情報収集方法ａ（朝
夕のミーティングに
参加）：避難所におけ
る避難者数 
分析：チ 

  【把握すべき情報に
応じた各種ミーティ
ングへの参加方法を
判断】 
【発信すべき情報に
応じた各種ミーティ
ングへの参加方法を
判断】 
情報収集内容：ミーテ
ィング場所等情報源
までの交通時間や収
集した情報を共有す
るための時間 
 
 

   
 
 
 
 
把握・発信すべき情報
に応じた各種ミーテ
ィングへの参加方法
を判断 

 
 
 
 
 
把握・発信すべき
情報に応じた各
種ミーティング
への参加方法を
判断 

    【避難所における感
染症発生へ対応】 
【保健所への応援依
頼内容を判断】 
情報収集内容：避難所
における感染症発生
状況 
 

   
 
避難所における感染
症発生へ対応及び保
健所への応援依頼の
意思決定 

 
 
 
 
 
 
 
避難所における
問題・課題に対応
するための人材
投入を含めたサ
ポート内容の意
思決定 

【要介護者の状況か
らサポートが必要な
避難所を把握し、人
材投入を意思決定】 
情報収集内容：各避
難所の要介護者数。
各部署（地域包括支
援センター）の活動
の把握と活動に要す
る時間・人 
 
 
 

       
 
 
 
 
サポートが必要な避
難所を把握し、人材投
入を意思決定 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

  【住民の医療を確
保するために救護
所の設置方法を判
断】 
情報収集内容：各避
難所から地域病院
へのアクセス 

【在宅にいる要医療
者の医療を確保・継続
するための方法（交通
手段の確保）を検討・
決定要】 
情報収集方法ｃ（近隣
の診療所医師からの
提案）：利用できる交
通手段 
【精神的な健康問題
をもつ人への医療を
確保・継続】 
情報収集方法ｂ（地元
保健師及び保健医療
チームの巡回活動
等）：要フォロー者、
支援チーム（こころの
ケアチーム）の特徴
（期間、派遣体制、所
属組織等）、精神的な
健康問題をもつ人の
所在や健康状態 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
在宅にいる要医療者
の医療を確保・継続す
る方法を決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
在宅にいる要医
療者の医療を確
保・継続する方法
を決定 

【避難所では対応で
きないニーズをもつ
対象（要介護者、障
害者）を把握し、対
応・対策を検討･決
定】 
情報収集内容：避難
所における支援が必
要な対象の把握（要
介護者、障害者） 
 
 
 
 
 

       
 
 
 
 
 
避難所にいる要介護
者・障害者を把握し、
支援方法を決定 

 
 
 
 
 
 
避難所・仮設住
宅・在宅にいる要
介護者や障害者
等を把握し、支援
方法を決定 

    【避難所・仮設住宅・
在宅にいる独居高齢
者や高齢者世帯のニ
ーズを把握し、支援機
関の協力を得て支援】 
情報収集方法ｃ（仮設
住宅毎の要援護者リ
ストの作成と部署を
超えた活用★）：避難
所・仮設住宅・在宅に
いる独居高齢者や高
齢者世帯の状況、支援
機関（社協）の情報 
分析：ホ（★） 
 
 
 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
避難所・仮設住宅・在
宅にいる独居高齢者
や高齢者世帯のニー
ズを把握し、支援機関
の協力を得て支援 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

  【被災地以外も含
めて地域全体の要
介護認定を受けて
在宅にいる人や健
康課題を持ってい
る人の安否確認と
ニーズを把握し、支
援の必要な人を判
断、また民生委員等
と共有して支援】 
情報収集方法ｂ（ロ
ーラー訪問）：被災
地以外も含めた地
域全体の在宅にい
る要介護者者等の
状況 
分析：リ（地図によ
り訪問世帯の塗り
つぶし）、ホ（★） 
 
 
 
 
 

【在宅にいる被災者
のニーズを把握し、対
応・対策を検討･決定】 
情報収集内容：在宅に
いる被災者のニーズ 
【在宅要介護者を把
握し、支援を検討】 
情報収集内容：新たな
地域資源（福祉避難所
や福祉応急仮設住宅）
の状況 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
在宅にいる要介護
者・要援護者を把握
し、支援方法を決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
避難所・仮設住
宅・在宅にいる要
介護者や障害者
等を把握し、支援
方法を決定（つづ
き） 

    【調査から見えてき
たニーズに基づき、支
援者への依頼や協働
を含めて活動計画を
立案】（★） 
情報収集方法ｂ（ロー
ラー訪問）：在宅にい
る人々の状況 
分析：ニ 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 
ニーズ分析に基づく
支援依頼の意思決定
や活動計画の立案 

 
 
 
 
 
ニーズ分析に基
づく支援依頼の
意思決定や活動
計画の立案 

    【被災者のメンタル
ヘルスに関するニー
ズを把握し、支援機関
につなぐ等して支援】 
【被災者の生活の場
の変化に応じて、支援
方法を変更】 
情報収集方法ｂ（地元
保健師及び保健医療
チームの巡回活動
等）：要フォロー者、
支援チーム（こころの
ケアチーム）の特徴
（期間、派遣体制、所
属組織等）、避難所被
災者数の推移、仮設住
宅入居者数の推移、精
神的な健康問題をも
つ人の所在や健康状
態 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
被災者の生活の場に 
応じたメンタルヘル
スに関するニーズへ
の対応 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
被災者の生活の
場に応じたメン
タルヘルスに関
するニーズへの
対応 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

【通常業務再開時期
を判断】 
情報収集方法ｃ（派
遣保健師と情報交
換）：避難所の状況 
【通常業務（予防接
種）再開時期を決定
し、再開方法を検討】 
情報収集内容：予防
接種委託医療機関の
被災状況と診療の再
開状況 
【通常業務（母子健
康手帳・妊婦健診受
診票の再発行、乳幼
児健診）再開時期を
決定し、再開方法を
検討する必要】 
【通常業務（母子健
康手帳・妊婦健診受
診票の再発行、乳幼
児健診）再開にあた
り従事者の調整をす
る必要】 
情報収集内容：母子
保健事業に従事する
医師・看護師の情報、
対象者の把握（就学
前乳幼児の全数把
握） 
 
 
 

【通常業務（母子健
康手帳の交付）の再
開時期を判断】 
【通常業務（肺炎球
菌の予防接種や高
齢者の予防接種）再
開のための必要な
調整（支援チームの
協力を得る等）を判
断要】 

【通常業務（乳幼児健
診、予防接種）再開時
期を決定し、再開方法
を検討】 
【地元保保健師は避
難所から通常業務の
準備・実施に当たるな
ど保健師活動体制の
見直しの必要性を判
断】 
情報収集内容：協力が
得られそうな支援者
（医師） 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
通常業務再開時期・再
開方法の決定及び活
動体制の見直し・調整 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
通常業務再開時
期・再開方法の決
定及び活動体制
の見直し・調整 

発災後、2か月以降 サブカテゴリ カテゴリ 
【避難所や地域の課
題から活動の方向性
を決定】 
情報収集方法ｃ（地
元保健師と派遣保健
師との週 1回のミー
ティング）：各避難所
の状況と在宅活動の
状況 
分析：ニ 
【避難所における被
災者の健康状態を把
握する必要性を判
断】 
 
 
 

       
 
 
 
 
 
 
避難所や地域の課題
から活動の方向性を
決定 

 
 
 
 
 
 
 
避難所や地域の
課題から活動の
方向性を決定 

【支所を含めた地元
保健師と派遣保健師
との連絡・連携体制
を検討】 
情報収集方法ｃ（派
遣保健師とのミーテ
ィング）：支所で活動
している保健師数 
 
 
 

       
 
 
支所を含めた地元保
健師と派遣保健師と
の連絡・連携体制づく
り 

 
 
 
支所を含めた地
元保健師と派遣
保健師との連
絡・連携体制づく
り 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 
 

情報収集努力の指向 

【把握すべき情報に
応じた各種ミーティ
ングへの参加方法を
判断】 
【発信すべき情報に
応じた各種ミーティ
ングへの参加方法を
判断】 
 
 

       
 
 
把握・発信すべき情報
に応じた各種ミーテ
ィングへの参加方法
を判断 

 
 
 
把握・発信すべき
情報に応じた各
種ミーティング
への参加方法を
判断 

【避難所活動と仮設
住宅入居者への支援
活動の割合（移行）
を検討】 
情報収集内容：応援
保健師数、避難所数、
避難所から仮設住宅
への入居状況 
 
 
 

【避難所活動と在
宅支援者・仮設住宅
入居者支援の活動
の割合（移行）を検
討】 

【避難所活動を地元
保保健師から他の看
護職に完全移行する
など保健師活動体制
の見直しの必要性を
判断】 

   
 
 
仮設住宅入居者への
支援比重を高める等
保健活動体制の見直
し 

 
 
 
 
 
 
 
避難所閉鎖に向
けて保健活動体
制の見直し 

    【避難所の閉鎖時期
を判断】 
情報収集内容：避難所
の数、避難所の被災者
数 
 
 
 

   
 
 
避難所の閉鎖時期の
意思決定 

【仮設住宅入居者の
支援ニーズを把握
し、対応計画（段取
り）を立案】 
情報収集方法ｂ（入
居後 3週間～１か月
後の落ち着いた頃に
随時、健康調査を全
数実施）、ｃ（仮設入
居者名簿から世帯主
は把握）：家族構成把
握、健康状態等 
分析：ホ→地元保健
師が優先的に取り組
む活動、応援保健師
や支援機関、他部
署・他職種に依頼す
ることの決定（★） 

【当該市町村とし
て、仮設住宅入居者
の中で支援の必要
な人を把握し、対
応】 
【仮設住宅入居者
の中で支援の必要
な人を把握する方
法を検討】 
情報収集方法ｃ（看
護師と栄養士を 1
チームにして 1地
区、2人の保健師が
各 2地区担当とし、
支援チームの報告
を聞いて対応→支
援の必要な人の情
報を地区担当に一
元的に集約） 
 
 

【在宅にいる被災者
のニーズを把握し、対
応・対策を検討･決定】 
情報収集内容：在宅に
いる被災者のニーズ 

   
 
 
 
 
 
 
 
仮設住宅入居者や在
宅にいる要援護者を
把握し、支援方法を決
定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
仮設住宅入居者
や在宅にいる要
援護者を把握し、
支援方法を決定 

【他の地域資源（社
協）との連携も視野
に入れた、高齢者を
中心とする仮設住宅
入居者の健康課題を
解決するための事業
を企画・実施・委託】 
情報収集内容：地域
資源（社協）の活動
状況 
 
 

       
 
 
 
仮設住宅入居者の健 
康課題を解決するた
めの事業を企画・実
施・委託 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 
 
情報収集努力の指向 

  【仮設住宅入居者
への支援活動と通
常業務を並行して
いく活動体制を検
討】 

【仮設住宅入居者へ
の支援活動と通常業
務を並行していく活
動体制（人員確保を含
む）を検討】 
情報収集内容：仮設住
宅入居者への支援活
動と通常業務を並行
していく活動の各業
務量・人等 

   
 
 
仮設住宅入居者への
支援活動と通常業務
を並行していく活動
体制の検討 

 
 
 
仮設住宅入居者
への支援活動と
通常業務を並行
していく活動体
制の検討 

  【不眠者等心の健
康問題について支
援が必要な住民を
把握し支援】 
情報収集方法ｃ（毎
朝、地元の保健師・
看護師が巡回先の
気になる人を心の
ケアチームに伝達
し、活動終了後、支
所で報告を受ける） 
【住民や支援者の
中で引きこもりな
どメンタルヘルス
の問題を抱える対
象を把握し、支援方
法を検討】 
情報収集方法ｃ（週
1回、友愛訪問員、
生活支援員、業務委
託している会（引き
こもり予防活動）の
メンバー、行政職員
が集まり、守秘義務
を意識しつつ、情報
交換）：引きこもり
がちで気になる人 
 

【被災者のメンタル
ヘルスに関するニー
ズを把握する方法を
検討・決定する必要
（地元保健師と支援
者の役割分担、支援者
へつなぐフローづく
り）】 
【被災者の中でメン
タルヘルスの問題を
抱える対象を把握し、
支援チームの調整を
する必要】 
情報収集方法ｂ（全戸
訪問）、ｃ（他課がも
つ仮設住宅入居者リ
ストに基づき、外部者
受け入れに対する反
応等住民感情に配慮
しつつ実施） 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
被災者を含む住民や
支援者のメンタルヘ
ルスに関するニーズ
を把握し、支援チーム
の調整等支援方法を
決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
被災者を含む住
民や支援者のメ
ンタルヘルスに
関するニーズを
把握し、支援チー
ムの調整等支援
方法を決定 

    【災害公営住宅に居
住する被災者のニー
ズを把握し、事業・活
動を検討･決定する必
要】 

   
 
災害公営住宅居住者
のニーズを把握し、事
業・活動を決定 

 
 
災害公営住宅居
住者のニーズを
把握し、事業・活
動を決定 

【被災者のみならず
住民全体の健康課題
を明確にし、それを
解決するための地域
保健活動を実施】 
情報収集内容：地域
資源（社協）の活動
状況 
【新たにできた地域
資源との連携も視野
に入れて地域保健活
動を実施】 
情報収集内容：新た
にできた地域資源
（サポートセンタ
ー）の活動状況 

       
 
 
 
 
 
住民全体の健康課題
の明確化とその解決
のための地域保健活
動の実施 

 
 
 
 
 
 
住民全体の健康
課題の明確化と
その解決のため
の地域保健活動
の実施 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 

活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 
 

情報収集努力の指向 

  【ローラー訪問等
の実績をわかりや
すく上司に報告】 
分析：リ（支援チー
ムに集計表の作成
と入力を依頼（成
人、高齢者等の分
類、年齢、地区、申
し送り者＜継続支
援者＞、実と延べ＜
新規・継続＞）） 

     
 
 
 
 
活動実績をわかりや
すく上司に報告 

 
 
 
 
 
活動実績をわか
りやすく上司に
報告 

【通常業務（成人保
健事業）再開時期を
決定し、再開方法を
検討する必要】 
情報収集内容：事業
（特定健診）が実施
可能な会場 

  【通常業務（特定健康
診査・特定保健指導、
がん検診等の成人保
健事業）再開時期・方
法を検討し、再開】 
【通常業務（地域包括
支援センターの業務）
再開時期・方法を検討
し、再開する必要】 

【通常業務を再開す
るための方法（会場や
場所の確保等）を検
討・決定】 
情報収集内容：被災の
有無にかかわらず住
民の保健事業へのニ
ーズ、活用できる施設
や協力が得られそう
な地域内の人材 

 
 
 
 
通常業務再開時期・再
開方法の決定 

 
 
 
 
通常業務再開時
期・再開方法の決
定及び活動体制
の見直し・調整 

  【通常業務（がん検
診）を発災前と同様
に当該地域で再開
していく方法を検
討】 
【通常業務（乳幼児
健診）を発災前と同
様に当該地域で再
開していく方法を
検討】 

     
 
 
通常業務を発災前と
同様に当該地域で再
開していく方法を検
討 

    【通常業務を再開し
ていくための活動体
制（人員確保を含む）
を検討し、必要時、要
望】 
情報収集内容：通常業
務を再開していくた
めの活動に要する時
間・人等 
【長期派遣保健師へ
の依頼内容を判断】 
情報収集内容：派遣保
健師の特徴（期間、派
遣体制、等） 

   
 
 
 
通常業務再開のため
の活動体制の見直し
及び長期派遣保健師
への依頼内容の意思
決定 

    【保健師の健康管理
のために必要な活動
体制（人員確保を含
む）を検討】 
【保健師の健康管理
のために必要な対応
を判断する必要】 
情報収集内容：保健師
の健康状態、保健師の
休暇取得の状況 
 
 
 
 
 

   
 
 
 
保健師の健康管理の
ための活動体制･対応
を決定 

 
 
 
 
保健師の健康管
理のための活動
体制･対応を決定 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 
活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

1年以降    サブカテゴリ カテゴリ 

    【仮設住宅や民間借
り上げ世帯にいる被
災者のニーズを把握
し、事業・活動を検討･
決定】 
【仮設住宅及びみな
し仮設住宅入居者の
健康管理力（セルフケ
ア力）を高めるための
活動を企画・実施する
必要】 
情報収集方法：b（応
急仮設住宅や民間借
り上げ住宅等への全
戸訪問を年 1回、健
康調査票を配布、返信
してもらう）：仮設住
宅入居者等の状況 

【仮設住宅や借り上
げ住宅にいる被災者
のニーズを把握し、事
業・活動を検討･決定】 

 
 
 
 
 
 
仮設住宅や借り上げ
住宅にいる被災者の
ニーズを把握し、健康
管理力向上に向けた
事業・活動を決定 

 
 
 
 
 
 
仮設住宅や借り
上げ住宅にいる
被災者のニーズ
を把握し、健康管
理力向上に向け
た事業・活動を決
定 

    【仮設住宅や民間借
り上げ住宅、在宅と
様々な場にいる被災
者のニーズを把握し、
事業・活動（支援の必
要な対象を把握し、必
要時他機関につなげ
る、県の補助金を活用
した被災者支援員と
の役割分担の検討）を
検討･決定】 
情報収集方法：b（応
急仮設住宅や民間借
り上げ住宅、在宅被災
者への全戸訪問を年
1回、健康調査票を配
布、返信してもら
う）：様々な場にいる
被災者の状況 

【仮設住宅や民間借
り上げ住宅、在宅と
様々な場にいる被災
者のニーズを把握し、
事業・活動（支援の必
要な対象を把握し、必
要時他機関につなげ
る、県の補助金を活用
した被災者支援員と
の役割分担の検討）を
検討･決定要】 

 
 
 
 
 
 
 
 
様々な場にいる被災
者のニーズを把握し、
事業・活動を決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
新たなコミュニ
ティづくりや被
災者の生活の再
建に向けた保健
活動体制整備及
び活動方法の決
定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    【被災者の環境変化
に伴うヘルスニーズ
の把握とコミュニテ
ィの再構築】 
情報収集方法：b（応
急仮設住宅や民間借
り上げ住宅、在宅被災
者への全戸訪問を年
1回、健康調査票を配
布、返信してもら
う）：様々な場にいる
被災者の状況 
【災害公営住宅にい
る被災者のニーズを
把握し、支援方法を検
討･決定】 

【仮設住宅や借り上
げ住宅入居者への支
援をしつつ、災害公営
住宅住宅・復興公営住
宅入居者への支援を
強化していくための
活動体制を検討・決
定】 
【新たなコミュニテ
ィづくりや被災者の
生活の再建を支援】 
【災害公営住宅入居
者のニーズを把握し、
個別支援・事業を検
討･決定】 
情報収集方法ｂ（健康
調査票をツールとし
た訪問調査を企画す
る）：災害公営住宅入
居者の健康状態 
分析：ホ 

 
 
 
 
 
 
 
新たなコミュニティ
づくりや被災者の生
活の再建に向けて仮
設住宅等入居者への
支援をしつつ、災害公
営住宅等への支援を
強化していく活動体
制づくり 
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資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 
活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

      【被災状況の違いに
関わらず保健活動を
提供】 
【生活の再建の程度
の差が物理的にも心
理的にも違ってきて
いる中で、個々のニー
ズに対応していく方
法を検討・決定】 
情報収集内容：当該市
町村の方針、被災状況
や補償の違いによる
住民の反応 

生活の再建の程度に
物理的・心理的な差が
生じていることを踏
まえた保健活動方法
の決定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
新たなコミュニ
ティづくりや被
災者の生活の再
建に向けた保健
活動体制整備及
び活動方法の決
定（つづき） 

      【合併や被災状況に
よる地区差を考慮し
た保健活動体制を検
討・決定】 
【地区単位の住民の
ニーズを把握し、事
業・活動を検討･決定】 
【コミュニティづく
りの一環として保健
事業（心の相談、総合
健診）を身近な地区で
実施する方法を検
討・決定】 
情報収集方法ｂ（地区
単位（気になる地区）
の訪問による健康調
査の実施）：合併や被
災状況による各地区
（合併前の旧市町村）
の状況、地区単位の健
康課題） 
分析：ホ（地区単位の
ニーズ分析） 
 

合併や被災状況によ
る地区差を考慮した
コミュニティづくり
に向けた保健活動体
制整備及び活動方法
の決定 

      【新たなコミュニテ
ィづくりや被災者の
生活の再建を支援】 
【災害公営住宅を含
め地域の中で、集まり
支え合う場づくりと
その拡充】 
【地域の中で見守り
支え合う体制づくり】 
情報収集内容：自治会
の（サロン活動への）
意欲、災害公営住宅に
おける人と人とのつ
ながり（仮設住宅から
のつながり・ネットワ
ークの有無）、災害公
営住宅におけるリー
ダー的存在の有無 

新たなコミュニティ
づくりに向けて地域
の中で見守り支え合
う体制づくり 

      【生活支援相談員を
支え、連携・協働しな
がら高齢者を支援】 
 
 
 

支援者へのサポート 



58 
 

資料 統括保健師の情報サイクルの実際と課題（つづき） 
活動事例Ａ 活動事例Ｂ 活動事例Ｃ 活動事例Ｄ 情報収集努力の指向 

      【被災の影響による
地域の健康課題の解
決に向けて住民側の
人材も活用して事
業・活動を企画・実施】 
情報収集方法：地域の
健康課題、保健活動に
協力を得る住民側の
人材（健康推進員、介
護予防サポーター） 
分析：リ（県、保健所
環境保健部署、地域内
医療機関で地域の健
康課題（放射線の影響
による外出頻度の減
少と運動不足）を協
議・共有する） 
 
 

地域の健康課題解決
のために住民側人材
も活用した事業・活動
の企画・実施 

地域の健康課題
解決のために住
民側人材も活用
した事業・活動の
企画・実施 

    【通常業務（全住民対
象の健康増進業務）と
被災者支援の両立を
図るための看護職等
の人材確保】 
情報収集内容：県等の
補助金、地域内の看護
職等人材、適用可能な
雇用形態 
分析：リ（人事部署と
話し合う） 
 
 
 
 

  通常業務と被災者支
援の両立を図るため
の看護職等の人材確
保 

通常業務と被災
者支援の両立を
図るための活動
体制整備 

    【通常業務と被災者
支援の両立を図るた
めの活動体制を検
討・決定】【通常業務
と被災者支援の両立
を図るために他機関
と連携・協働】【復興
庁からの派遣保健師
への依頼内容を判
断・調整】 
情報収集方法ｃ（被災
者及び地域の健康課
題を関係機関と共有
する★）：通常業務又
は被災者支援活動の
業務量、派遣保健師の
特徴（期間、派遣体制、
所属組織、業務条件、
等）、他機関の活動（目
的、内容）、被災者及
び地域の健康課題 
分析：リ（被災者及び
地域の健康課題を関
係機関と共有する場
を設けて協議する★） 

  通常業務と被災者支
援の両立を図るため
の、他機関と連携・協
働を含めた活動体制
の検討・決定 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
災害対策における地域保健活動推進のための管理体制運用マニュアル実用化研究 

 
分担研究報告書 

 
分担研究３：統括保健師及び統括保健師を補佐する保健師が災害時に取扱う情報の管理と 

活用に関する現状調査―災害種別による事例調査研     
 

研究分担者 宮﨑 美砂子  （千葉大学大学院看護学研究科 教授）   
 
 

研究要旨 
 被災経験を有する自治体において統括保健師が被災地の保健活動推進に際して取り扱った情

報とその運用の実際及び課題について調査することを目的とし、災害種別（地震、風水害、噴火

等、人為災害）による特徴の観点から、事例を収集し検討を行った。文献資料及びヒアリングに

より収集した事例は９事例であり、地震災害 3事例、風水害事例３事例、噴火災害 2事例、汚染
物質流出 1事例より情報を得て、統括保健師の思考、判断、行動に基づき、統括保健師の災害時
に取り扱う情報とその運用の実際を、災害サイクルの観点から整理した。 
その結果、統括保健師の災害時に取り扱う情報とその運用は、情報収集努力の指向の段階にお

いては、「情報収集と発信・蓄積にかかわる情報管理の一元的な体制づくり」「間接的な手段では

情報を得るのが困難であるため積極的かつ直接的に情報収集すべき内容と手段の選別」「地域全

体の状況把握への指向性の重視」等の７つの内容、情報収集の段階においては「積極的かつ直接

的な情報収集」「平時からの現場活動力発揮による地域内での直接的な情報収集」「間接的な手

段活用による情報収集」の３つの内容、情報の分析の段階においては、「庁内のどの部署にどの

情報を伝えると避難者の抱える問題が解決されるかを検討」「地域の誰に情報を還元したら役立

ててもらえるかを検討」「有限の資源の中でどれだけパフォーマンスを上げることができるかを

検討」「会議開催による課題と今後の見通しの共有」の３つの内容、情報の使用の段階では、「応

援要請と支援授受の調整」「状況変化に伴う活動体制の変更」「得た情報を問題解決のために適

切な部署につなぐ」の３つの内容が導出された。統括保健師の災害時に取り扱う情報とその運用

における課題として、災害時における保健活動上の課題、人材育成における課題が見出された。

災害種別による違いの特徴はとくに見出されなかった。 
以上より、災害時において統括保健師に求められる情報の取り扱いとその運用の内容を整理す

ることができた。これらの結果を災害に対する統括保健師の能力開発に役立てる必要がある。同

時に災害時に統括保健師が役割を発揮するためには、その基盤として、災害時の保健活動の体制 
の明確化や平時からの人材育成が重要であると示唆された。 
 
 
（研究協力者） 
井口 紗織・東京工科大学医療保健学部・助教 
 
Ａ．研究目的 
本研究は、被災経験を有する自治体におい
て“統括的な役割を担う保健師（保健師職の
中でリーダー的あるいは調整的な役割を担う
保健師；以下統括保健師）”が被災地の保健活
動推進に際して取り扱った情報とその運用の
実際及び課題について調査することを目的と
する。本調査では、災害種別（地震、風水害、
噴火等、人為災害）による特徴の観点から、
事例を収集し検討を行う。 
 

Ｂ．研究方法 
１．調査の構成 
文献調査およびヒアリング調査により構成
する。ヒアリング調査は文献調査を補完する
位置づけで行う。 
２．調査対象及び方法 
１）文献調査対象の選定基準 
 日本において 2000年以降に発生した災害
に対する保健師の活動事例報告において、活
動の推進に際して統括保健師が取り扱う情報
とその運用についての「思考、判断、行動の
実際」及び「認識している課題」が記述から
得られる文献資料を、災害種別（地震、風水
害、噴火等、人為災害）を考慮して選定した。
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なお統括保健師という概念は近年生成されて
いることや、制度的に全自治体において確立
されている状況ではないため、文献調査にお
いては、リーダー的立場の保健師と同義とし
て扱うものとする。 
２）ヒアリング調査対象の選定基準及び方法 
 対象事例は、「外部支援者を持続的に受け
入れて被災地の保健活動を実施するに至った
ような被害規模の甚大な災害」とし、被災地
の保健活動の推進に対して統括保健師が役割
を果たしたことが確認できる活動とした。 
ア．調査対象：被災自治体の保健活動部門に
おいて被災地の保健活動推進に必要な対策の
立案及び対応（調整・評価等）に従事した経
験のある統括的あるいは副統括的立場の保健
師 
イ．調査方法：面接調査（インタビューガイ
ドに基づく半構造化面接） 
概ね対象者１人あたり 90分程度；１回 
ウ．調査内容 
①事例概要:災害種別、被災状況、自治体概況、
保健師の数・分散配置状況、市町村合併有無
等 
②調査対象者の基本属性：年代、保健師勤務
年数、職位、統括保健師の経験年数 
③活動経過に伴う「統括保健師の思考、判断、
行動の実際」及び「統括保健師が認識してい
る課題」 
 
 
３．分析方法 
 統括保健師の思考、判断、行動の実際に基
づき、統括保健師の取り扱う情報とその運用
を、情報サイクル（１．情報収集努力の指向、
２．情報の収集、３．情報の分析、４．情報
の使用）の観点からデータとして抽出し、そ
の内容を記述し、性質を分類整理した。なお
情報サイクルを構成する上記１~４とは以下
の内容とした。 
情報収集努力の指向：何の情報が必要かとい
うニーズを出す行為。災害時に統括保健師と
してまず何を判断しなければならないかがあ
り、だからこういう情報が必要だとする思
考・判断・行動。 
情報の収集：ニーズに応じた情報を取るため
に、情報を自身でとりに行く部分および指示
をして情報を取りに行かせる部分を含む。指
示を出す場合、誰にどのような指示を出すか
の判断を含む。 
情報の分析：雑多な情報の中からニーズにマ
ッチする情報、今使うべき必要な情報を洗い
出し、分別・評価し、判断や行動に向けて解
釈する行為。 
情報の使用：分析に基づき、目的の具現化に
対して組織を動かす行為。それが終わったら
その次にまた情報収集努力の指向があり、そ
のサイクルをいかに早く的確にまわすかが問
われる。 

情報サイクルを持続的にまわすためには体制
（システム）が必要とされるため、上記１~
４に関連づけて、それぞれの情報の運用面も
検討する。 
（倫理面への配慮） 
 ヒアリング調査にあたっては、施設（部門）
長及び調査対象者に本研究の趣旨を説明し、
了解を得ると共に、個人や個別情報の保護、
データ管理の遵守について説明し、調査協力
の同意を得た。 
 なお、本研究計画は、千葉大学大学院看護
学研究科倫理審査委員会において承認を得た
（承認番号：28-37、平成 28年 9月 9日）。 
 
Ｃ．研究結果 
１．対象の概要（表１） 
 以下に示す 9事例であり、文献調査に基づ
く事例 7事例、ヒアリング調査 1事例、文献
調査に加えてヒアリング調査を実施した事例
1事例である。 
 
２．統括保健師の災害時に取り扱う情報とそ
の運用の実際（表２） 
情報サイクル（１．情報収集努力の指向、２．
情報の収集、３．情報の分析、４．情報の使
用）の観点から順に示す。 
１）情報収集努力の指向 
統括保健師として、災害時に、まず何を判
断しなければならないかに基づき必要な情報
の探索が指向される段階であり、抽出された
思考・判断・行動から、この段階の統括保健
師の情報の取り扱いと運用は、次の７つの内
容に整理できた。すなわち、「情報収集と発
信・蓄積にかかわる情報管理の一元的な体制
づくり」「間接的な手段では情報を得るのが
困難であるため積極的かつ直接的に情報収集
すべき内容と手段の選別」「地域全体の状況
把握への指向性の重視」「所属組織の災害時
の役割機能の観点から活動に役立てるべき情
報の収集」「変化する現地の状況に対する指
向性の重視」「災害時保健活動の行政内での
位置づけの明確化」「平時の思考枠組みを超
えた発想」であった。 
２）情報収集 
ニーズに応じた情報を取るために、情報を
自身でとりに行く部分および指示をして情報
を取りに行かせる部分を含んだ情報収集の段
階であり、抽出された思考・判断・行動から、
この段階の統括保健師の情報の取り扱いと運
用は、次の３つの内容に整理できた。すなわ
ち、「積極的かつ直接的な情報収集」「平時か
らの現場活動力発揮による地域内での直接的
な情報収集」「間接的な手段活用による情報
収集」であった。間接的な手段活用による情
報収集には、外部支援チーム、行政保有情報、
地元の医療福祉関係者、カンファレンス、打
ち合せ、関係者からの助言といった多様な手
段が用いられていた。
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表１．対象の概要 
 
事
例 

情報源 災害 
種別 

報告者の保健師
の立場 

災害・被災の概要 自治体概況 保健師数・分散配置
状況 

1 文献1) 地震 
災害 

町・副統括 震度6強、死者971人、行方不明
者94人、全壊・半壊家屋；10,000
棟 

人口 
43,000人 

町保健師11名（分散
配置あり） 

2 文献 
2) 

地震 
災害 

外部支援者・統括
者の補佐 

広域被害、2県の被災市町での保
健活動 

  －     － 

3 文献 
3)及びヒアリ
ング 

風水害 文献：保健所・課
長 
ﾋｱﾘﾝｸ ：゙県庁主幹
及び補佐 

豪雨による堤防の決壊、2町に甚
大被害、県内死者7人、床上・床
下浸水60,000棟 

人口 
A町 17,000
人、B町
18,000人 

A 町 4 人（分散配置
あり）、B町6人（分
散配置あり）、保健所
4名、県庁4人 

4 文献 
4) 

風水害 保健所・係長 床上・床下浸水 約90棟 人口 
700人 

町保健師 1人、保健
所９人 

5 文献 
5) 

風水害 保健所・保健師 死者2人、床上浸水87棟 人口 
25,000人 

市保健師15人（分担
配置あり） 

6 文献 
6) 

噴火 
災害 

保健所・保健師 死者43人 人口 
8,200人 

町保健師 1人 

7 文献 
7) 

噴火 
災害 

町・管理的立場の
保健師 

人的被害なし、避難指示・勧告の
対象最大16,000人 

人口 
10,000人 

町保健師6名 

8 文献 
8) 

汚染物
質流出 

市・保健師 死者 636 人、行方不明者 10 人、
家屋被害6,000棟 

人口 72,000
➡ 43,000 人
（2011.12.15
時点） 

区制度下の分散配置 

9 ヒアリング 地震 
災害 

市・副課長及び 
主幹 

震度6、家屋倒壊・土砂災害、死
亡者14人、全壊・半壊家屋15,881
棟 

人口 
740,000人 

区制度下の分散配置 

 
 
 
表２． 統括保健師等の災害時に取り扱う情報とその運用 
 
 カテゴリー 内容 
１．情報収集努力の
指向 
 
 
 
 
 

情報収集と発信・蓄積にかかわる情報管理の一元的
な体制づくり 
 
 

・情報集約と発信の担当者の決定による情報管理一元化
の体制づくり 
・活動基盤となる地域情報の一元化による迅速な状況把
握並びに地元の行政機能と外部資源有効活用による業
務の再分配と効果的効率的な問題解決 
・ミーティングや支援チームからの報告の定例化による
日々の情報収集の仕組みづくり 

間接的な手段では情報を得るのが困難であるため積
極的かつ直接的に情報収集すべき内容と手段の選別 
 
 
 
 

・被害甚大地域に関する情報を住民及び保健師からの直
接得る手段の開拓 
・積極的かつ直接的に情報把握すべき地域の焦点化と調
査計画の立案・チーム編成 
・孤立地域等、保健師単独で接近が困難な地域に対する
自衛隊の救護チームに同行する等の手段開拓と活用 

地域全体の状況把握への指向性の重視 
 
 
 

・関係者からの入手情報を手掛かりとした地域全体指向
の情報探索 
・仮設住宅等の新しいコミュニティ活動開始に伴う地区
診断の重視 

所属組織の災害時の役割機能の観点から活動に役立
てるべき情報の収集 
 

・所属組織の災害時の役割機能の観点から活動に役立て
るべき情報の収集と活動への反映 
 

変化する現地の状況に対する指向性の重視 
 

・変化する現地の状況に対応するため、関係者によるカ
ンファレンスの活用 

災害時保健活動の行政内での位置づけの明確化 
 

・保健活動の判断基準の明確化と行政内での組織的な共
有 
・災害対策本部等の意思決定の場への保健師参画と行政
的な位置づけ 

平時の思考枠組みを超えた発想 
 
 

・非常時に平時の思考枠を外さなければならない局面が
あることの意識化 
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表２． 統括保健師等の災害時に取り扱う情報とその運用（つづき） 

 
 
３）情報の分析 
雑多な情報の中からニーズにマッチする情
報、今使うべき必要な情報を洗い出し、分別・
評価し、判断や行動に向けて解釈する行為の
段階であり、抽出された思考・判断・行動か
ら、この段階の統括保健師の情報の取り扱い
と運用は、次の３つの内容に整理できた。す
なわち、「庁内のどの部署にどの情報を伝え
ると避難者の抱える問題が解決されるかを検
討」「地域の誰に情報を還元したら役立てて
もらえるかを検討」「有限の資源の中でどれ
だけパフォーマンスを上げることができるか
を検討」「会議開催による課題と今後の見通
しの共有」であった。 
４）情報の使用 
分析に基づき、目的の具現化に対して組織
を動かす行為の段階であり、この後に次の情

報収集努力の指向を方向づける段階である。
抽出された思考・判断・行動から、この段階
の統括保健師の情報の取り扱いと運用は、次
の３つの内容に整理できた。すなわち、「応援
要請と支援授受の調整」「状況変化に伴う活
動体制の変更」「得た情報を問題解決のため
に適切な部署につなぐ」であった。 
 
３．統括保健師の災害時に取り扱う情報とそ
の運用に関する課題 
文献調査及びヒアリング調査から課題とし
て抽出できた点は以下のとおりである。 
１）災害時における保健活動の体制上の課題 
（１）行政組織内及び特に上位職における災
害時の統括役割の共有化 
保健活動の保健活動マニュアルに災害時に
おいて統括保健師が部局を超えて連絡する記

 カテゴリー 内容 

２．情報の収集 
 
 

積極的かつ直接的な情報収集 
 
 

・健康調査の企画・実施・結果活用の体制づくりと推進
（調査票作成、調査地区の優先順位付け、調査準備、調
査員の業務管理、収集情報の処理、介入が必要な事例へ
の対応） 
・健康調査に必要な人材の編成と人員要請 

平時からの現場活動力発揮による地域内での直接的
な情報収集 

・保健師の現場力発揮によりコミュニティ内の多様な人
に直接会うことによる情報収集 

間接的な手段活用による情報収集 ・現場で活動している外部支援チームからの情報収集の
体制づくり 
・要援護者の状況把握について既存の行政保有情報の活
用 
・外部資源活用に対する積極的な考え 
・地元の医療福祉関係者からの住民の安否や健康状態、
生活の様子、避難状況等の把握による情報の追加 
・カンファレンス、打ち合せ、関係者からの助言の活用 
・様々な情報収集経路の開拓による活用 

３．情報の分析 
 

庁内のどの部署にどの情報を伝えると避難者の抱え
る問題が解決されるかを検討 

・庁内のどの部署にどの情報を伝えると避難者の抱える
問題が解決されるかを分析し伝達 

地域の誰に情報を還元したら役立ててもらえるかを
検討 

・平時の活動での蓄積を基に地区の誰に還元したらよい
かを分析 

有限の資源の中でどれだけパフォーマンスを上げる
ことができるかを検討 

・優先順位や効率性について整理し限られた資源の中で
どれだけパフォーマンスを上げることができるかを検
討 

会議開催による課題と今後の見通しの共有 ・所内会議を開催し課題抽出と今後の活動見通しを共有 
４．情報の使用 応援要請と支援授受の調整 

 
・応援の必要性に対して支援の授受に関与する相互の組
織の意向と目的を確認する調整を行うことができる 

状況変化に伴う活動体制の変更 
 

・状況の変化に伴い、保健活動の体制を変えることがで
きる 

得た情報を問題解決のために適切な部署につなぐ ・問題の提言、関係者との協議、対応策の決定に情報分
析結果を活かすことができる 
・得た情報はNPO等の民間団体を含め必要な部署につな
ぐことができる 

国県市町村の行政連絡ルートの確保と仕組みづくり ・国・県・市町村の災害時の行政連絡ルートの確保と共
に現地で活動しながら実態を踏まえた新たな仕組みを
創ることができる 

今後の災害時保健活動計画策定に向けて検討を要す
る事項に関する資料作成 
 

・災害時保健活動計画策定に際して、今後必要な職員の
数と職種の分析、派遣要請数、保健活動の優先順位決定
のための資料を作成 
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述があっても、それが行政組織内で共通認識
されていないと迅速に進まない状況があった。
統轄保健師の災害時において管理する範囲や
内容について行政組織内で合意や、複数の部
署のマニュアル間のリンクが充分でない点が
あった。   
指揮命令の点では、災害時に局長クラスの指
示が出ると迅速に対応が進む状況があるため、
局長以上のクラスのレベルで災害時の保健師
の活動体制についての理解を図ることが必要
である。国や看護協会等の外部の専門団体か
らの提言等もその推進材料となる。 
（２）災害時における保健師の活動について
の地域住民との共有 
平時からの地区活動の体制がうまく機能し
た側面があったことから、保健師の活動を広
く社会とも共有するなどの取組も必要である。 
（３）災害対策本部を通じた全体情報の把握 
情報のうち細部は、現場部門から積み上が
ってくる情報として意味があるが、災害対策
本部に上がってくる情報から、まず、保健師
の稼働状況や被災状況を把握する方法や、保
健所を通じて、市町村からの情報を得るとい
う仕組みを活かす方法も活用できる。統括保
健師として、災害対策本部から全体像を把握
し、より具体的な情報は現場サイドから入手
するなどの指示が必要となる。 
２）人材育成における課題 
（１）災害時に求められる対応についてのイ
メージ化 
過去の大規模災害時の先発隊としての派遣
経験が活かされた。災害時対応のイメージ化
が必要であり状況設定による模擬訓練やゲー
ム形式の研修が役立つ。 
（２）県本庁、保健所、市町村の立場に応じ
た統括保健師の役割発揮 
統括保健師といっても、市町村、保健所、
本庁の立場では、発揮する役割が異なる。県
庁は、ある程度の情報を得て処理、読み解き、
見通しを立て、即決するというスピード感が
必要である。大規模災害発生時に派遣保健師
として出向いた保健師の報告書などを読み、
自分の経験と積み重ねて、保健師の活動を想
像していくことが、本庁で常に早い決断を求
められる場面の力を培うことになる。 
保健所は、市町村から情報を得ること、県
に情報を伝えるという２つの役割があり、そ
うした調整能力が求められる。県庁の指示待
ちでは遅いと考える。 
市町村は、平常時の統括保健師という役割
を果たすことが大前提で、平常時の活動が災
害時に生きる。普段から、組織の情報やつな
がりを持ち、住民ともつながり、地域の特徴
を知っていることが重要である。健康づくり
など住民のリーダー的な立場の人を知ってい
る、ソーシャルキャピタルに関する情報を持
っていることが重要である。災害時には、そ
うした事柄を関連づけて情報を集め、次に必

要なことの指示が出せるとうまく展開できる。  
平常時の統括保健師の役割である総合調整を
実行していくことは、災害時の備えにもなる。
統括者はスタッフからの信頼も得ていること
も必要である。県に比べ、市町村は誰が統括
的な役割を担うのかというところが曖昧なと
ころがあるので、まず、統括の役割を改めて
当該者が意識していく研修が必要だと思う。 
また組織として統括的な立場を担う保健師を
認めていく必要がある。統括保健師だけでな
く、副統括の保健師も重要になるので、副統
括との関係づくりや、副統括の立場の保健師
の育成も必要である。次の災害時には経験を
踏まえた支援ができる良い循環が生まれるよ
うにしていく必要がある。被災地の経験者や
支援者だけでなく、それを見てきた人、一緒
に仕事をした人も、自身の経験を調整して、
統括保健師の研修を受け、地域の防災訓練に
参加するなどして、いろいろな経験をする中
で、総合的にスキルがアップすると思う。事
実に近い想定に基づいた演習を積み重ねる。
正解がないなかで、もやもやすることはある
が、どこから情報を取ってくるみたいなとこ
ろを、具体的にイメージするというような具
体的な演習は大事である。 
 
Ｄ．考察 
情報サイクル（１．情報収集努力の指向、
２．情報の収集、３．情報の分析、４．情報
の使用）の観点から、統括保健師の災害時に
取り扱う情報とその運用にについて、合計 16
の内容が導出された。 
１．先行研究との比較 
 わが国における先行研究１０）～１２）の
知見から、情報サイルの各段階に相当する内
容と判断できるものを本調査結果と比較し検
討した。 
１）情報収集努力の指向 
先行研究からは、この段階に関連するリー
ダー保健師の思考・判断・行動として、発生
後から地域の健康に与えるインパクトをはか
ることや、原因究明調査のマネジメントがで
きること、判明事実・対策方針等の迅速・正
確な情報提供および説明が示されており、事
故・災害に対する知識の理解、実態把握能力、
被害や地域特性を加味した調査企画力、調査
のマネジメント能力がそのために必要として
いた。本調査結果では、この段階においては、
「情報収集と発信・蓄積にかかわる情報管理
の一元的な体制づくり」のように、情報の運
用に必要な体制面について、さらに統括保健
師として指向すべき情報について、「間接的
な手段では情報を得るのが困難であるため積
極的かつ直接的に情報収集すべき内容と手段
の選別」「地域全体の状況把握への指向性の
重視」「所属組織の災害時の役割機能の観点
から活動に役立てるべき情報の収集」の観点
から特徴を捉えて整理できたのではないかと
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考える。 
 
２）情報収集 
先行研究では、関連する事項として、人的
ネットワークを含め多様なチャンネルを開拓
し情報収集に活用する、会議等いろいろな場
面に出席しながら情報を収集する、が示され
ており、そのためには、情報収集・アセスメ
ント能力、現地調査（地区踏査）実践力が必
要としていた。本調査結果では、この段階に
おいて、「積極的かつ直接的な情報収集」「平
時からの現場活動力発揮による地域内での直
接的な情報収集」「間接的な手段活用による
情報収集」が導出されたが、「間接的な手段活
用による情報収集」が先行知見により裏づけ
られたものと考えられた。一方で本調査の結
果から、「積極的かつ直接的な情報収集」が特
徴的に新たに見出されたと考える。 
 
３）情報の分析 
先行研究では、関連する事項として、情報
を収集して状況をイメージする、被災地のニ
ーズ全体を捉え優先課題を明確にする、取り
組むべき活動のロードマップを描く、行政的
な判断を行う、が示されており、そのために
は、疫学・地域診断力、優先度の判断力、調
査統計・分析手法に関する能力、実態および
今後の予測判断ができる能力が必要、として
いた。本調査結果からは、この段階として、
「庁内のどの部署にどの情報を伝えると避難
者の抱える問題が解決されるかを検討」「地
域の誰に情報を還元したら役立ててもらえる
かを検討」「有限の資源の中でどれだけパフ
ォーマンスを上げることができるかを検討」
「会議開催による課題と今後の見通しの共
有」が導出されたが、これらの内容は、統括
保健師として、情報の分析の目的や使途や期
待する成果をより意識した情報の取り扱いの
内容として記述化されたものと考えられた。 
 
４）情報の使用  
先行研究では、関連する事項として、収集
した情報を問題解決に活かすことのできる組
織・人材に繋げる、所属部署に還元する、災
害対策本部（部長）への報告及び提言に繋げ
る、情報サイクルを持続的にまわす、が示さ
れ、そのためには、説明・対策提言ができる
能力、情報管理能力、長期的モニタリング能
力が必要としていた。これらのことから、本
調査結果から導出された「得た情報を問題解
決のために適切な部署につなぐ」はとくに重
要な部分であることが先行研究の知見との比
較からも裏付けられた。 
 
２．災害種別（地震、風水害、噴火等、人為
災害）の状況において統括（補佐）保健師に
求められる判断基準に必要となる情報の管理
と活用の実態を踏まえた示唆  

（１）体制上の課題（統括保健師の配置・職
務）について 
災害時において複数部署の保健師の活用に
対して１歩踏み込んだ総合調整ができるため
には権限と役割実行力が必要と示唆された。
統括保健師の職務がたとえ災害時マニュアル
に記載されていても、実質的な合意が全庁的
に得られていない。市町村はとくに誰が統括
的な役割を担うのか自体に曖昧なところがあ
るので、統括の役割を改めて意識していく研
修が必要。また組織として統括的な立場を担
う保健師を認めていく基盤づくりが必要であ
る。 
（２）統括（補佐）保健師に求められる判断
基準に必要となる情報の管理と活用の実態 
統括者として機能するには、統括者として
の基盤力形成と、役割発揮のための応用力の
形成が必要と示唆された。基盤力の１つとし
て、統括者としての自覚、情報の解釈力・方
針立案力・発災後の情報分析力が必要である。
応用力として、市町村、保健所、本庁の立場
で発揮する役割に付随する力の育成が求めら
れる。県庁は、ある程度の情報から、状況を
読み解き、見通しを立て、即決するスピード
感が必要である。そのためには災害時の保健
師の活動をイメージできることが、本庁で常
に早い決断を求められる場面の力を培うこと
が肝要である。保健所は、市町村から情報を
得ること、県に情報を伝えること、という２
つの役割があり、調整能力が求められる。市
町村は、平常時において統括保健師の役割を
果たすことが大前提となり、災害時に活きる。
普段から、組織の情報、関係者・住民とつな
がり、地域の特徴・健康づくりなどの住民リ
ーダー・ソーシャルキャピタルに関する情報
を持っていることが重要である。災害時には、
そうした事柄を関連づけて情報を集め、次に
必要な指示が出せれば、活動推進がなされる。
平常時の統括保健師の役割である総合調整を
していくことは、災害時の備えにもなってい
る。スタッフからの信頼も得ていることも必
要である。 
 
 災害種別によって特徴的な、統括保健師の
情報の取り扱いと運用は見出されなかった。
これについては検討事例が限られたことが影
響している可能性がある。今後継続して災害
種別による特徴は検討していく必要がある。 
 
Ｅ．結論 
被災経験を有する自治体において統括保健
師が被災地の保健活動推進に際して取り扱っ
た情報とその運用の実際及び課題について調
査することを目的とし、災害種別（地震、風
水害、噴火等、人為災害）による特徴の観点
から、事例を収集し検討を行った。文献資料
及びヒアリングにより収集した事例は９事例
であり、地震災害 3事例、風水害事例３事例、
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噴火災害 2事例、汚染物質流出 1事例より情
報を得て、統括保健師の思考、判断、行動に
基づき、統括保健師の災害時に取り扱う情報
とその運用の実際を、災害サイクルの観点か
ら整理した。 
その結果、統括保健師の災害時に取り扱う
情報とその運用は、情報収集努力の指向の段
階においては、「情報収集と発信・蓄積にかか
わる情報管理の一元的な体制づくり」「間接
的な手段では情報を得るのが困難であるため
積極的かつ直接的に情報収集すべき内容と手
段の選別」「地域全体の状況把握への指向性
の重視」等の７つの内容、情報収集の段階に
おいては「積極的かつ直接的な情報収集」「平
時からの現場活動力発揮による地域内での直
接的な情報収集」「間接的な手段活用による
情報収集」の３つの内容、情報の分析の段階
においては、「庁内のどの部署にどの情報を
伝えると避難者の抱える問題が解決されるか
を検討」「地域の誰に情報を還元したら役立
ててもらえるかを検討」「有限の資源の中で
どれだけパフォーマンスを上げることができ
るかを検討」「会議開催による課題と今後の
見通しの共有」の３つの内容、情報の使用の
段階では、「応援要請と支援授受の調整」「状
況変化に伴う活動体制の変更」「得た情報を
問題解決のために適切な部署につなぐ」の３
つの内容が導出された。統括保健師の災害時
に取り扱う情報とその運用における課題とし
て、災害時における保健活動上の課題、人材
育成における課題が見出された。災害種別に
よる違いの特徴はとくに見出されなかった。 
以上より、災害時において統括保健師に求め
られる情報の取り扱いとその運用の内容を整
理することができた。これらの結果を災害に
対する統括保健師の能力開発に役立てる必要
がある。同時に災害時に統括保健師が役割を
発揮するためには、その基盤として、災害時
の保健活動の体制の明確化や平時からの人材
育成が重要であると示唆された。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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資料１-1) 災害時に統括保健師の取り扱う情報とその運用：１．情報収取努力の指向 
 

 統括保健師等の情報の取り扱
いの内容 

文献およびヒアリングからの抽出内容 

 
 
カテゴリ
ー 

 
 
内容 

【地震災害】 
事例１：文献1) 
事例２：文献2) 
事例９：ヒアリング 

【風水害】 
事例３：文献 3) 
及びヒアリング 
事例４：文献4) 
事例５：文献5) 

【噴火災害】 
事例６：文献6) 
事例７：文献7) 
 

【汚染物質流出】 
事例８：文献8) 

１．
情
報
収
集
努
力
の 
指
向 
 
 
 
 
 

情報収集
と発信・
蓄積にか
かわる情
報管理の
一元的な
体制づく
り 
 
 

・情報集約と発信
の担当者の決定
による情報管理
一元化の体制づ
くり 
・活動基盤となる
地域情報の一元
化による迅速な
状況把握並びに
地元の行政機能
と外部資源有効
活用による業務
の再分配と効果
的効率的な問題
解決 

・各避難所の情報集約と
発信のための代表者を
定め保健師に情報が集
まるようにした。文1) 
・避難所巡回診療チーム
から情報が保健師に入
るようにした。それに伴
い保健師同行から救護
チーム単独の診療へと
体制を変えた。文1) 
・陸上自衛隊の救護チー
ムのヘリに保健師も同
乗し孤立している地域
の避難所の状況把握と
診療補助を行う。文1) 
・毎日の定例ミーティン
グによる情報共有、救護
チームからの巡回診療
報告のルール化、により
1 日の活動終了後、保健
師に診療結果や避難所
情報等が報告される仕
組みを構築。文1) 
・活動基盤となる地域の
種々の情報の一元化に
より迅速な状況把握と
適切な業務の振り分け
が可能となり地元の行
政機能と外部のリソー
スの有効活用による効
果的で効率的な問題解
決ができた。文1) 
・保健師の判断基準を定
め市の行政の枠組みの
中に組み入れる。文1) 
・発災初日、保健師2人
と事務職1人の体制を組
み指定避難所のうち特
に大きなところに初回
巡回を開始。文1) 
・各避難所の情報集約と
発信。文1) 
・避難所巡回診療チーム
から情報。文1) 
・1 日の活動終了後の巡
回診療結果や避難所情
報等。文1) 
 

・所内会議で早急
に A 市の状況を早
急に把握する必要
ありと判断。通行
可能ルートを探索
し積極的情報収集
のため保健師と事
務職計 2 名を A 市
役所健康増進課に
派遣決定。文5) 
・発災後県担当課
から当該保健所に
対して各町の被害
状況聴取の指示あ
り。文3) 
・発災後 2 日目県
担当課から各町へ
の応援態勢につい
て必要があれば県
からも応援を組む
ので再度各町の状
況把握の指示あ
り。文3) 
・県担当課から災
害の大きかった町
に対して県保健婦
の派遣要否の問い
合わせあり。文3) 
・発災 2 週間後県
障害福祉課より保
育園・幼稚園児の
状況の問い合わせ
あり。文3) 
・刻々と変化する
現地の状況に対応
するため、活動開
始前後には関係者
で必ずカンファレ
ンスを行った。文
3) 
・管内全市町村の
被害状況を考えた
際、特に A 村では
床上・床下浸水の
被害が多数報告さ
れていたので、A町
の住民か及び保健
師と連絡を取り合
う。文4) 
 

・透析患者の把握 
・避難所の医療救
護の必要性の情
報把握 
・実態の把握（避
難所で活動する
保健師からのデ
ータを避難所の
日報として保健
所に送信） 
 
 

・当初、市内の状況
についての情報共有
が不十分。災害対策
本部会議の動きが見
えるようになったの
は 3月末で健康福祉
部長が出席した会議
報告を庁内メール供
覧できるようになっ
てから現状が見える
ようになった。文8) 

・ミーティングや
支援チームから
の報告の定例化
による日々の情
報収集の仕組み
づくり 
 

間接的な
手段では
情報を得
るのが困
難である
ため積極
的かつ直
接的に情
報収集す
べき内容
と手段の
選別 
 
 
 
 
 
 

・被害甚大地域に
関する情報を住
民及び保健師か
らの直接得る手
段の開拓 
・積極的かつ直接
的に情報把握す
べき地域の焦点
化と調査計画の
立案・チーム編成 
・孤立地域等、保
健師単独で接近
が困難な地域に
対する自衛隊の
救護チームに同
行する等の手段
開拓と活用 
 

地域全体
の状況把
握への指
向性の重
視 
 
 
 

・関係者からの入
手情報を手掛か
りとした地域全
体指向の情報探
索 
・仮設住宅等の新
しいコミュニテ
ィ活動開始に伴
う地区診断の重
視 
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資料１-1) 災害時に統括保健師の取り扱う情報とその運用：１．情報収取努力の指向（つづき） 
 

 統括保健師等の情報の取り扱
いの内容 

文献およびヒアリングからの抽出内容 

 
 
カテゴリ
ー 

 
 
内容 

【地震災害】 
事例１：文献1) 
事例２：文献2) 
事例９：ヒアリング 

【風水害】 
事例３：文献 3) 
及びヒアリング 
事例４：文献4) 
事例５：文献5) 

【噴火災害】 
事例６：文献6) 
事例７：文献7) 
 

【汚染物質流出】 
事例８：文献8) 

１
．
情
報
収
集
努
力
の 

指
向
（
つ
づ
き
） 

所属組織
の災害時
の役割機
能の観点
から活動
に役立て
るべき情
報の収集 
 

・所属組織の災害
時の役割機能の
観点から活動に
役立てるべき情
報の収集と活動
への反映 
 

・健康調査の企画・実施。
調査票から必要な情報
をひろい上げ、速やかに 
必要な保健師介入や医
療介入ができるように。
文1) 
・非常時には国・県・市
町村という情報伝達経
路が完全に機能しない
ものとして考えなけれ
ばならない。平時の思考
の枠を一度外さなけれ
ばならない局面が随所
にある。文2) 
・派遣保健師に手伝って
もらうなど現地から少
し引いた立場の派遣保
健師の活用も考えれば
よかったと今になって
思う。文2) 
・自治体の災害対策本部
等の意思決定の場に併
任をかけるとか委員に
なるとかして保健師が
参画できるようにする。
文2) 
・仮設住宅等の新しいコ
ミュニティにおいては
地区診断から始める。文
2) 
・DHEAT には従来の国・
県・市町村というライン
を超越して動き、外部の
目で冷静に見てくれる
チームとして期待する。
文2) 

・巡回相談時に使 
用する健康調査票
にあたっては災害
記録としてデータ
を蓄積し今後の保
健福祉活動にも活
用できるよう内容
を検討。文4) 
・災害後の臨時の
乳幼児健診では保
健所でも乳幼児の
状況について把握
しておくべきと考
え参加。文4) 
・被災状況の情報
収集と可視化・共
有。文5) 
・他市町村保健師
の派遣要請判断に
必要な情報収集。
文5) 
 
 

  

変化する
現地の状
況に対す
る指向性
の重視 
 

・変化する現地の
状況に対応する
ため、関係者によ
るカンファレン
スの活用 

災害時保
健活動の
行政内で
の位置づ
けの明確
化 
 

・保健活動の判断
基準の明確化と
行政内での組織
的な共有 
・災害対策本部等
の意思決定の場
への保健師参画
と行政的な位置
づけ 

平時の思
考枠組み
を超えた
発想 

・非常時に平時の
思考枠を外さな
ければならない
局面があること
の意識化 
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資料 1-2) 災害時に統括保健師の取り扱う情報とその運用：２．情報収集 
 

 統括保健師等の情報の取り扱
いの内容 

文献およびヒアリングからの抽出内容 

 
 
カテゴリ
ー 

 
 
内容 

【地震災害】 
事例１：文献1) 
事例２：文献2) 
事例９：ヒアリング 

【風水害】 
事例３：文献3) 及
びヒアリング 
事例４：文献4) 
事例５：文献5) 

【噴火災害】 
事例６：文献6) 
事例７：文献7) 
 

【汚染物質流
出】 
事例８：文献8) 

２．
情
報
収
集 
 
 

積極的か
つ直接的
な情報収
集 
 
 

・健康調査の企
画・実施・結果活
用の体制づくり
と推進（調査票作
成、調査地区の優
先順位付け、調査
準備、調査員の業
務管理、収集情報
の処理、介入が必
要な事例への対
応） 
・健康調査に必要
な人材の編成と
人員要請 

・健康調査の企画・実
施。調査票の作成、調
査地区の優先順位付
け、調査用地図の作成。
調査票から必要な情報
をひろい上げ、速やか
に必要な保健師介入や
医療介入ができる仕組
みを構築。保健師 1人
と事務職 1人のチーム
派遣を県内外に要請し
個別訪問調査の調査員
とデータ入力を担って
もらう。文1) 
・避難所運営にあたっ
ていた教職員に体調不
良者等の情報をもらい
全階くまなく声をかけ
て回る。文1) 
・健康調査の調査員の
管理、収集した情報の
処理、介入が必要な事
例への対応の実施、調
査とデータ処理の人員
調整等の業務管理を実
施。文1) 
・保健師ならではの現
場力でコミュニティ内
の多様な人にあって情
報を得る。文2) 

・豪雨による被害状
況を各町の災害対策
本部等に電話で問い
合わせ、現状を把握。
A 町へは何度も電話
を入れるが不通状態
にて連絡取れず。午
後になって町の福祉
部長と連絡が取れ情
報把握。文3) 
・A 町と B 町につい
ては詳細が不明であ
るため現地へ出向く
予定としたが A 町は
町内ほぼ全域が浸水
状態でありボートで
ないと現地に入れな
いので取り止める。B
町へはスタッフ 2 名
で車で行ける所まで
行き状況把握に努め
る。文3) 
・A 町保健婦とは 23
時に連絡が取れ保健
所の支援方針を伝え
ると共に町の依頼を
受ける。文3) 
・保健所保健師は発
災後 24 時間以内か
ら A 村と電話連絡を
取り合い、翌日には
直接出向いて、村内
の被害状況や住民の
被災状況を把握しよ
うと努めた。文4) 
・診療所看護師、社
会福祉協議会ホーム
ヘルパーからの情報
を通して住民の安否
や健康状態、生活の
様子や避難状況等に
ついて把握。文4) 

・日常の保健福祉
活動ですでに把握
している住民、福
祉サービス利用者
の中からハイリス
ク者のリストアッ
プ 
・最初に開設した
避難所にあらかじ
め避難できること
をリストアップし
ていた38世帯に連
絡 
・ケアマネジャー
による利用者の居
場所の探索結果を
保健師に情報提供
してもらうことの
依頼 
・透析患者リスト
を病院看護部長よ
り入手 
・災害情報の収集
（毎日町広報が発
行されたのでこれ
より情報を得る、
報道・町民から情
報を得る、保健所
の保健医療救護セ
ンター本部から情
報を得る） 
・会議等の出席に
よる情報の共有・
スーパーバイズの
受け入れ（火山噴
火に伴う医療救護
班活動の連絡会議
に上司の要請によ
り出席する。避難
所のカンファレン
スに参加する、早
朝に打ち合わせを
行う、保健所の係
長より助言を得
る） 
 

・ライフライン途
絶により情報が届
かず、連絡したい
人とも連絡が取れ
ず。避難所となっ
ている保健センタ
ー避難者のうち要
援護者への個別対
応、他避難所への
巡回訪問をしてい
たところ、原発に
よる屋内退避指
示、市全体への緊
急避難計画が出さ
れ状況が一変。文
8) 
・医療支援導入に
伴い朝晩保健セン
ターにテミーティ
ング開始。進行・
コーディネーター
は保健所主幹、市
保健師は医療支援
チームの調整、巡
回診療の訪問準
備、情報整理を担
う。文8) 
・仮設住宅入居者
に対しては全戸健
康調査を実施。文
8) 

平時から
の現場活
動力発揮
による地
域内での
直接的な
情報収集 

・保健師の現場力
発揮によりコミ
ュニティ内の多
様な人に直接会
うことによる情
報収集 

間接的な
手段活用
による情
報収集 

・現場で活動して
いる外部支援チ
ームからの情報
収集の体制づく
り 
・要援護者の状況
把握について既
存の行政保有情
報の活用 
・外部資源活用に
対する積極的な
考え 
・地元の医療福祉
関係者からの住
民の安否や健康
状態、生活の様
子、避難状況等の
把握による情報
の追加 
・カンファレン
ス、打ち合せ、関
係者からの助言
の活用 
・様々な情報収集
経路の開拓によ
る活用 
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資料 1-3) 災害時に統括保健師の取り扱う情報とその運用：３．分析 
 

 統括保健師等の情報の取り扱
いの内容 

文献およびヒアリングからの抽出内容 

 
 
カテゴリ
ー 

 
 
内容 

【地震災害】 
事例１：文献1) 
事例２：文献2) 
事例９：ヒアリング 

【風水害】 
事例３：文献3) 及
びヒアリング 
事例４：文献4) 
事例５：文献5) 

【噴火災害】 
事例６：文献6) 
事例７：文献7) 
 

【汚染物質流
出】 
事例８：文献8) 

３．
分
析 
 

庁内のど
の部署に
どの情報
を伝える
と避難者
の抱える
問題が解
決される
かを検討 

・庁内のどの部署
にどの情報を伝
えると避難者の
抱える問題が解
決されるかを分
析し伝達 

・報告された種々の情
報について市役所のど
の部署にどの情報を伝
えると避難者の抱える
問題が解決されるか情
報を分析し伝達する作
業を開始。文1) 
・情報は普段の活動で
の蓄積をもとに地区の
誰に支援したらよいか
が分かる。文2) 
・優先順位や効率性に
ついて整理し限られた
資源の中でどれだけパ
フォーマンスできるか
を考える。文2) 

・被災後の住民の様
子や健康状態の把握
から、独居高齢者や
乳幼児、激務に追わ
れる役場職員への援
助の必要性を判断。
文4) 
・保健所の応援職員
の 1 日の活動終了
後、保健所内で所内
会議を開催し課題抽
出と今後の活動見通
しを共有。文5) 
・通常業務再開に向
けた優先順位の検討
及びスケジュール表
の作成、必要な職員
と職種の分析。文5) 

  

地域の誰
に情報を
還元した
ら役立て
てもらえ
るかを検
討 

・平時の活動での
蓄積を基に地区
の誰に還元した
らよいかを分析 

有限の資
源の中で
どれだけ
パフォー
マンスを
上げるこ
とができ
るかを検
討 

・優先順位や効率
性について整理
し限られた資源
の中でどれだけ
パフォーマンス
を上げることが
できるかを検討 

会議開催
による課
題と今後
の見通し
の共有 

・所内会議を開催
し課題抽出と今
後の活動見通し
を共有 
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資料 1-4) 災害時に統括保健師の取り扱う情報とその運用：４．使用 

  
 統括保健師等の情報の取り扱

いの内容 
文献およびヒアリングからの抽出内容 

 
 
カテゴリ
ー 

 
 
内容 

【地震災害】 
事例１：文献1) 
事例２：文献2) 
事例９：ヒアリング 

【風水害】 
事例３：文献3) 及
びヒアリング 
事例４：文献4) 
事例５：文献5) 

【噴火災害】 
事例６：文献6) 
事例７：文献7) 
 

【汚染物質流
出】 
事例８：文献8) 

４．
使
用 

応援要請
と支援授
受の調整 
 
 

・応援の必要性に
対して支援の授
受に関与する相
互の組織の意向
と目的を確認す
る調整を行うこ
とができる 
 

・住民の情報を把握し
ている保健師が中核と
なり動けた組織は機能
していた。文2) 
・日々更新される避難
所情報を地理的要因等
をもとに、診療間隔を
調整。文1) 
・得た情報は NPO 等の
民間団体を含め必要な
ところにつなぐように
した。文2) 
・平時の保健活動では
情報をどう集約するか
がテーマの一つになっ
ているが、災害時には
被災地・被災者の支援
をするための情報とい
うように使用目的が明
確であり情報の取り扱
いは平時の集計とは別
物として仕組みを考え
る必要がある。文2) 
・国・県・市町村の災
害時の行政連絡ルート
の確保と共に国・県・
市町村も現地で動き必
要なところにつながっ
ていく実態を踏まえ仕
組みを創る必要あり。
文2) 

・A 市の保健活動を
統括する健康増進課
長に情報収集の訪庁
理由を伝え、現在の
被災状況、避難状況、
市保健師の活動状況
を把握し、保健所に
報告。保健所による
応援の意向を確認し
その結果避難所住民
の健康支援の目的で
保健所保健師 5 名が
応援に入る。文5) 
・保健所の対応につ
いて検討し町保健師
に伝える（県の協力
を得て被災地を支
援。被害甚大な 2 町
での巡回健康相談の
支援、町の要望への
対応）。文3) 
・発災から 3 週間後
には災害によるPTSD
の予防のために高齢
者の心のケアに関す
る健康教育を企画実
施。また乳幼児の健
康への影響や乳幼児
の親の不安に対し、
臨時の乳幼児健康診
査を企画実施。月末
には住民健康診査未
受診者を対象に健康
診査と説明会を実
施。文4) 
・災害時保健活動計
画策定に際して今後
必要な職員の数と職
種の分析、他市町村
保健師の派遣要請人
数算定の考え方の検
討、保健活動の優先
順位決定のための資
料作成。文5) 

・実態の把握とそ
れに基づく情報発
信（避難所の環境
衛生・食品の保
管・子供たちの様
子を見て問題を提
言し、避難所職員
と協議する、バリ
アフリーの仮設住
宅の設計戸数・構
造について相談さ
れ町保健師が直接
決定） 
・遠方避難者への
町情報の提供（町
サービスや住民情
報の提供・調整の
ため遠方の避難所
に保健師を配置） 

・地域で住民が詰
まる場所の一つと
して介護予防転倒
予防教室、応急仮
設集会所での自由
参加型サロン等を
開始。関係者が参
集によるカンファ
レンスは継続し情
報交換、目的共有
している。文8) 
・放射線の不安に
対してはどのおよ
うに各自が考える
かの支援が必要で
あり、専門家の説
明と同時に語り合
える機会づくりを
重視。文8) 

状況変化
に伴う活
動体制の
変更 
 

・状況の変化に伴
い、保健活動の体
制を変えること
ができる 

得た情報
を問題解
決のため
に適切な
部署につ
なぐ 
 
 
 
 

・問題の提言、関
係者との協議、対
応策の決定に情
報分析結果を活
かすことができ
る 
・得た情報はNPO
等の民間団体を
含め必要な部署
につなぐことが
できる 
 

国県市町
村の行政
連絡ルー
トの確保
と仕組み
づくり 

・国・県・市町村
の災害時の行政
連絡ルートの確
保と共に現地で
活動しながら実
態を踏まえた新
たな仕組みを創
ることができる 

今後の災
害時保健
活動計画
策定に向
けて検討
を要する
事項に関
する資料
作成 
 

・災害時保健活動
計画策定に際し
て、今後必要な職
員の数と職種の
分析、派遣要請
数、保健活動の優
先順位決定のた
めの資料を作成 
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           厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
災害対策における地域保健活動推進のための管理体制運用マニュアル実用化研究 

 

分担研究報告書 
 

分担研究４：公衆衛生領域の専門職における災害時の情報管理、リーダーシップ及び 
その育成方法の検討及び統括保健師の育成への応用 

 
研究分担者   金谷 泰宏 （国立保健医療科学院健康危機管理研究部・部長） 

 
 
研究要旨 
災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT: Disaster Health Emergency Assistance Team）には、
大規模災害発生後、二次的な健康被害の最小化に向けて被災都道府県等が担う急性期から慢性期

までの「医療提供体制の再構築及び避難所等における保健予防活動と生活環境の確保」にかかる

情報収集、分析評価、連絡調整等のマネジメント業務を支援できる能力を具備することが求めら

れる。平成 27 年度においては、DHEAT 研修（基礎・高度）における研修プログラム、到達目
標を作成したところであり、平成 28年度に入り DHEAT研修（基礎・高度）が開始されること
となった。しかしながら、４月に発生した熊本地震における課題を含め、研修内容の見直しを余

儀なくされたところである。本研究においては、基礎編におけるアンケート評価に基づいた平成

29年度用のDHEAT研修基礎編及び高度編における研修プログラム案を示す。 

 
 

 
（研究協力者） 
佐々木美絵 主任研究官  
国立保健医療科学院 政策技術評価部 
 
Ａ．研究目的 
 広域災害時における保健医療活動の支援と
受援の両面に関わる統括保健師の活動を効率
化、迅速化するにあたり、“被災地域におけ
る保健医療情報”をいかに収集し、評価し、
対策に生かすかについて、H-CRISISに機能を
反映し、平成28年度中の実装を目指す。また、
平成28年4月より、厚生労働省より災害時健康
危機管理支援チーム（DHEAT: Disaster Healt
h Emergency Assistance Team）の育成に向け
て、基礎編と高度編が開始されたところであ
るが、現時点でDHEATの活動内容については、
検討の段階である。本研究では、統括保健師
に対するリーダーシップを育成するための研
修プログラムを開発し、DHEAT研修・基礎編及
び高度編に提供し、評価することで、現状の
役割を踏まえた研修プログラムの実装を目指
す。 
 
Ｂ．研究方法 
Ｂ.1 情報システム 
 戦略的イノベーション創造推進プログラム
（SIP）で開発を進める国立保健医療科学院災
害時保健医療活動支援システム（http://h-cr
isis.niph.go.jp/assistant/）を用いる。 
Ｂ.2 災害時健康危機管理支援チーム研修 

 研修プログラム及び情報システムについて
は、災害時健康危機管理支援チーム研修を活
用する。 
Ｂ.３研修評価 
 記名式、自己評価にて、研修の前後で、知
識・技術レベルの推移を1（十分）、2（概ね）、
3（少し）、4（できない）の４段階で評価を
行う。 
Ｂ.４研究計画 
⑴初年度 
＜情報システム＞ 
 情報システムについては、熊本地震を受け、
全国保健師長会で作成された調査表をベース
にGISと連動した登録システムを８月中に構
築する。事後、緊急入力すべき項目と詳細入
力すべき項目の整理を行い、DHEAT研修 基礎
編及び高度編で操作性の実証試験を行う。 
 
＜研修プログラム＞ 
 平成27年度に作成した研修プログラム試行
版をDHEAT研修 基礎編及び高度編に導入す
ることで、知識・技術の変化を４段階評価で、
職種別に評価を行う。 
⑵二年目 
＜情報システム＞ 
 埼玉県における保健所及び市町村との合同
健康危機訓練において、模擬シナリオに沿っ
て情報システムを活用することで、操作性の
検証を行い、最終画面を決定する。 
＜研修プログラム＞ 
 初年度における評価を反映した研修プログ
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ラムをDHAET研修に用いることで、知識・技術
の向上を評価する。さらに、受講者のレベル
別に応じた研修プログラムの選択が可能とな
るよう知識・技能のレベルをアウトカムとし
て、受講者の受講前の個人特性（危機管理研
修受講歴、地域、年齢等）との相関について
多変量解析を用いて検証を行う。 
 
（倫理面への配慮） 
 個人情報は、本研究では取り扱わない。 
 
Ｃ．研究結果 
C.1 研修評価 
 自記式アンケートに沿って、到達目標1〜５
（後述）に沿って評価を行った。事前評価で
は、ほぼ全ての目標において、少し、できな
い、の比率は合計で50%を超えていた。とりわ
け目標２〜５は、“少し”、“できない”、
の合計が74%、77%、82%、76％と高い傾向が示
された。事後評価においても、“少し”、“で
きない”の合計が、48.9%、50.3%、55.7%、50.
5%となっていることから、この集団を“概ね”
まで向上させる必要がある。背景として、DHE
ATの活動要領が十分理解されていないことが
あげられる。 
 目標１は「保健行政の役割の理解」を、目
標２は「災害時における体制の構築」をあげ
ているが、目標３は「緊急時の保健活動」、
目標４は「情報収集と対策」、目標５は「リ
ーダーシップ」と災害時の対応を学ぶことが
目標とされていることからも、災害時におけ
る対応の理解が弱いことが示された。これら
は、自記式のアンケート分析から、「災害時
の公衆衛生対策の理解」を従来の健康危機管
理研修・実務編から全て削除して、各自の自
己学習に委ねた影響も否定できない。高度編
は、「災害時健康危機管理支援チームの派
遣・運用、人材育成について理解する」を目
的とし、基礎編がDHEAT要員の養成である一方、
高度編はブロックにおいて自律的にDHEAT研
修を企画・立案できる人材の育成としてきた
ところであるが、結果として基礎編との区別
がつかないという指摘を受けたところである。 
 
C.2 DHEAT研修プログラム案の作成 
C 2.1 DHEAT研修・基礎編 
 平成28年度における課題を踏まえ、DHEAT活
動について説明を行う前に、「災害時におけ
る保健医療活動に関わる制度の理解と運用」
についての理解を深めることを目標とした。
また、演習については、熊本地震を踏まえた
演習１（災害時の保健所危機管理体制の構築）、
演習２（避難所運営ｹﾞｰﾑを用いた避難所運
営・対応）、演習３（被災地における保健医
療情報の収集と評価）より構成することとし
た。 
 
C 2.2 DHEAT研修・高度編 
 従来の一般目標を見直し、①DHEATの役割と
運用における手順を理解できる。②地域防災
計画における保健所の役割を把握した上でDH
EATの果たす役割、権限を理解できる。③DHEA
Tを構成する人材育成に向けた研修の企画・立

案、指導に求められる知識と技能を理解でき
る。に変更し、全国各ブロックにおいてDHEAT
研修を企画・立案できる人材の育成を行える
よう演習を抜本的に見直した。 
 具体的には、①保健所レベル（地域災害医
療対策会議）における調整機能、②保健所レ
ベル（地域災害医療対策会議）における調整
機能（急性期）、③保健所レベル（地域災害
医療対策会議）における調整機能（慢性期）
とする。一方、④DHEATの派遣と受援に向けた
アクションカードの作成、⑤アクションカー
ドを用いたDHEAT研修シナリオの作成、⑥DHEA
T研修シナリオを用いた教育効果の実践、とい
う新たに保健所単位での研修を実践できるよ
う受講者が主体的に行う内容に全面的に見直
したところである。 
 
C.3 DHEAT研修・基礎編 実施体制   
 DHEAT研修・基礎編を安定的に実施していく
ため、平成29年度より基礎編の実施に際して、
各ブロック別に高度編の修了者よりファシリ
テーターを募り、国立保健医療科学院、厚生
労働省と連携しつつ、将来的に研修を企画・
立案できる体制を構築した。 
 
Ｄ．考察 
 国連防災世界会議によって示された“仙台
防災枠組 2015〜2030”において、⑴ 災害リ
スクの理解（リスクマップの作成、地理情報
システムの活用）、 ⑵ 災害リスク管理のた
めの災害リスク・ガバナンスの強化（国と自
治体の連携）、 ⑶ 強靱性のための災害リス
ク削減のための投資（保健従事者の能力の向
上）、 ⑷効果的な応急対応のための災害への
備えの強化（情報共有技術の開発）が取り上
げられたところであるが、DHEATは、広域災害
時における保健・医療需要を的確に把握した
上で残存する保健医療資源の再配置と不足す
る資源の外部からの調整役を担うことから、
平常時における地域リスクの把握と災害時に
おける情報収集と収集された情報をいかに対
策に生かすかという能力を獲得する必要があ
る。その意味では、東日本大震災で石巻医療
圏において有効性が評価されたエリアライン
方式による避難者支援の手法を定着させる必
要がある。 
 DHEATの制度化に向けて、①災害時支援チー
ムと情報システムの位置付けの明確化、②被
災ニーズのアセスメント方法の定型的方法と
評価を迅速に実施する手順の確立、③フェー
ズに応じた対応の基本型の確立、④地域資源
と災害発生時に予想される地域ニーズの事前
整理の実施、⑤支援者と受援者の平時からの
信頼関係の醸成を進めていく必要がある。頻
発する大規模な自然災害に備えるためには、
人材の確保が喫緊の課題である。このために
も、まずは全国横断的に研修を行うことで、
近隣の都道府県間での連携・調整が進むとと
もに、支援の標準化が定着することでDHEAT制
度の骨格も明確となるものと期待する。 
 
Ｅ．結論 
 平成28年度のDHEAT研修の評価を踏まえ、平
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成29年度における研修プログラム案を構築し
た。なお、課題としてDHEATの役割と派遣保健
師の役割の整理が曖昧であることから、平成2
8年度におけるDHEAT研修・基礎編の理解度は
全般的に低い傾向を示した。このため、平成2
9年度に向けてDHEATの役割と派遣保健師の役
割を、共通化できる部分、できない部分に整
理し、後者については情報の共有を図ること
で全体の整合性を図ることとした。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
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(7)原岡智子、金谷泰宏、早坂信哉、尾島俊之.
 災害時公衆衛生活動における情報に関する
訓練の効果. 第75回日本公衆衛生学会総会. 
2016年10月；大阪. 日本公衆衛生雑誌. 201
6；63（10 特別付録）:p583. 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
   なし 
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厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 

災害対策における地域保健活動推進のための管理体制運用マニュアル実用化研究 

 
分担研究報告書 
 

分担研究５：有事の専門機関である警察・消防・自衛隊、企業等における 
災害時の情報管理、リーダーシップ、育成方法の検討 

 
研究分担者 宮﨑 美砂子  （千葉大学大学院看護学研究科 教授） 

 
 
研究要旨  

 自衛隊、警察のいずれの組織も指揮命令系統が明確であり、体系的な階層に基づき、統括者が

位置づけられ、各階層における統括者の役割、責任をもつ範囲、権限が明確に規定されていた。

それにより有事において迅速かつ組織として有機的に活動することを可能としていた。また人材

育成においては、組織の目的及びそれを具現化していくための教育体系が整備されており、座学

による知識修得と共に、机上訓練、実践訓練による思考・判断・行動の修得が徹底されていた。

自衛隊は実践訓練そのものが平時に計画的に組み込まれているのに対して、警察は計画的な研修

体系をもつ一方で、警察官としての平時の業務そのものが思考や判断・行動にかかわる能力を高

める場であり、OJT そのものが訓練であることにも特徴が見られた。  

自治体の統括保健師の災害対応力の育成に対する示唆として、統括者の役割・権限の明確化と

組織における共通理解が統括者の役割発揮の前提及び基盤として必須であること、また思考や判

断・行動を実質化するための訓練の反復の重要性と効果的な方法について意義ある情報が得られ

た。  
 
 

（研究協力者） 
吉富  望・日本大学危機管理学部・教授 
 
Ａ．研究目的 
本研究は、有事の専門機関である警察・消
防・自衛隊、および企業における危機管理部門
において、実務的な統括役割を担う人材（以下、
実務統括者）に求められる能力及びその育成方
法について情報収集を行い、自治体の統括保健
師の災害対応力の育成に対して、応用可能な点
を明らかにすることを目的とする。 
なお統括保健師とは、自治体の保健師職の中で
リーダー的あるいは調整的な役割を担う保健
師とする。 
 
Ｂ．研究方法 
１）調査の構成 
本調査は、面接調査を基本とし、文献により
補足情報を得ることとする。 
 
２）調査対象者の選定要件・人数・リクルート
方法 
 警察、消防、自衛隊、企業の危機管理部門の
いずれかの経歴をもち、現在、大学等の教育研
究機関において危機管理学を教授している教
育研究者であり、本研究に協力の同意の得られ
た数名。研究代表者及び共同研究者によるネッ
トワークを介して、調査対象者の条件を充たす
候補者をリストアップし、研究協力の打診を行
いながら調査対象者を得た。 
 

 
３）調査方法 
面接調査（インタビューガイドに基づく半構
造化面接）を概ね対象者１人あたり90分～120
分、１回実施したる。 
 
４）調査内容 
（１）調査対象者の基本属性 
年代、有事の専門機関または企業の危機管理
部門の勤務年数 
（２）調査事項 
①過去に所属していた有事の専門機関あるい
は企業の危機管理部門において、実務的な統括
役割を担う人材とは、当該組織において、どの
ような部署・職位がそれに相当するか？ 
②その人材育成において組織が重視している
点は何か？（その人材に求められている能力と
は何か？） 
③上記の実務的な統括役割を担う人材の育成
は組織においてどのように行われているか（教
育の体系や方法は）？ 
④とくに危機発生時の情報知識の形成とその
運用方法、リーダーシップの発揮の点に関して
特徴的に求められる能力やその育成方法とは
何か？ 
⑤有事の専門機関あるいは企業の危機管理部
門における人材の育成方法を自治体職員（中で
も保健師）の災害対応力の育成に応用するとし
たら、どのような点が考えられると思うか？ 
 
（倫理面への配慮） 
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調査対象者に対して本研究の趣旨を口頭及
び文書を用いて説明し研究参加の了解を得た。
また個人情報の保護やデータ管理の徹底につ
いて説明し遵守した。本研究計画は、千葉大学
大学院看護学研究科研究倫理審査委員会から
承認を受けた（承認番号 28-37、平成28年10
月21日）。 
 
 
Ｃ．研究結果 
１．対象者の概要 
 表１に示す。 
 
 表１ 対象者の概要 
事
例 
関係 
機関 

性別・ 年代 勤務年数 インタ
ビュー
時間 

１ 陸上 
自衛隊 

男性・50 歳代 32 年 90 分 

２ 警察 男性：60 歳代 21 年 ＋ 18
年（民間） 

90 分 

 

 

２．当該機関において実務的な統括役割を担う
人材と所属部署・職位 
 
（事例１） 
・自衛隊は国の機関 
連隊（800 人の統括）➡大隊（300 人の統括） 
➡中隊（100 人の統括）➡小隊（30 人の統括） 
➡班（10 人の統括）➡分隊（3 人の統括）の 
それぞれにおいて統括役割を担う人材を配置。 
（事例２） 
・警察は都道府県の機関 
 巡査部長（部下をもつ）➡警部補（係の統括） 

➡警部（課の統括）➡警視(署全体の統括) 

 

 

３．実務的な統括役割を担う人材の育成におい
て組織が重視している点及び当該の人材に求
められている能力 
 
（事例１） 
・上位の部署からの「包括的命令」を「解釈」し「現場
の状況に合わせて指示」を出す能力が求められる。
（例）“避難所のニーズ把握”という包括的命令に対し
て、避難所の受付にて担当者から基本情報を入手する
と共に、個別情報の把握が必要と思われる点について、
例えば女性隊員に女性避難者への聞き取りの指示を出
すなど。 
・情報の取扱いの点では、「情報サイクル」「範囲（対象
とする地理的範囲）」「誰にとって必要な情報か（ユー
ザーの見極め）」「公開情報と制限情報の判断」のそれ
ぞれを重視する。 
（事例２） 
・警察官は上司の命令を受けて職務を執行する（警察法）
が、警察官個人を独立した法の執行官であると規定し
ている（警察官職務執行法）。（警察法では「警察官
は・・」と警察官個人を主体に記載がなされている）。
自衛隊の場合、基本は部隊で行動するが、警察の場合、
基本は警察官個人が法務執行官として独立して職務を
執行する。自分で状況判断してどのように対応すべき
かを座学と現場実習・実務により学んでいく。職務修
得記録表（コンピテンスが記載）によって自己・他者
評価により修得状況が把握できるようにしている。 

 

 
 
 
４．実務的な統括役割を担う人材の教育の体系
や方法 
 
（事例１） 
・教育体系：幹部候補生学校➡幹部初級課程（専門別）➡
幹部上級課程（専門別）➡幹部学校（例：指揮幕僚課程）
➡幹部学校（例：幹部高級課程） 
・方法：図上訓練、シミュレーションの連読・徹底。人材
育成（訓練）が仕事であり、勤務時間のほとんどを割い
ている。シミュレーションは評価者を配置して行われる
（評価者は全体の動き、個々人の動きのそれぞれを評価
する。シミュレーションの過程でストレス（イベント）
を与えてその反応を見て評価する。評価者は事前にシミ
ュレーション事例に対して理想的な動きをあらかじめ想
定しておき、実際の訓練生の動きと照らしたときにどこ
が異なるのかその理由は何かを分析する。訓練後の振り
返りは、実施直後の After Action Review（AAR）と１週
間後の研究会により行い、なぜ、ここでこうしたのか、
こうすべきだったのではないか、それは何故かを討議し
合う。 
・配置：現場、中央・地方、現場、中央・地方への配属を
繰り返しながら統括の責任範囲を拡大。 
（事例２） 
・教育体系：国を頂点として組織的に行われている。つま
り国が一元的に教育訓練の枠組み・プログラムを持って
おり、資材も提供し、ガイドラインに従って、各都道府
県の警察学校が実施主体となり全国的に教育がなされて
いる（用いる言語・知識・経験が同様である人材が育成
される）。初任教養➡警察署に配置（現場実習）➡初任補
習教養➡警察署等（実践実習）➡生活安全捜査任用課（巡
査）➡専門研修（講義・実務；生活安全、交通警察、刑
事等）➡階級別研修（講義・実務；巡査部長、警部補、
警部、警視） 
・方法：座学と実務を組み合わせた体系的な教育。 
・幹部の教育：巡査部長任用科では、部下をどう統率する
か、あるいは初級幹部として組織をどのようにまとめて
いくかを学ぶ。警部補は係長級であり中核幹部として１
つの警察著の部署（科）の責任者として組織をどうまと
めていくかを学ぶ。警視は大きい警察署の課長の上に相
当する副署長・署長になっている人材であり、そのため
どのような素養が必要かどのように組織をまとめていく
かを学ぶ。階級が上がるごとに責任をもつ組織の単位が
大きくなる。幹部教育は座学であるが、ワークショップ、
経験談、ケーススタディを含む。しかし基本は何といっ
ても OJT(毎日が何かしらの犯罪が起こり対応している。
仕事をしながら学ぶ)の中にある。毎日の業務の中で振り
返りの仕組みを運用する余裕はないが、同僚・上司との
コミュニケーションが極めて重要でそれにより自己の判
断・行動がどうであったかを考え次に活かしていくこと
になる。一方で災害は非日常なので特別な訓練が必要と
の認識があり、幹部研修には機動隊の部隊運用訓練もあ
る。また災害時における特別派遣の経験を積み重ねるこ
とでコンピテンスを身に付けていく。 
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５．とくに危機発生時の情報知識の形成とその
運用方法、リーダーシップの発揮の点に関して
特徴的に求められる能力やその育成方法 
 
（事例１） 
・情報知識の形成とその運用方法について：包括的命令を
解釈するにあたり、何を見ればよいのか（どんな情報を
得ればよいのか）は訓練によって培われ、組織としての
共通言語、共通認識から生み出される判断と行動であり、
担う人の能力は組織として均一化されているところに特
徴がある。 
・リーダーシップについて：心技体のバランスが重要。チ
ーム構成員への配慮ができなければチームワークを働か
せることができない。 
(事例２) 
・幹部に求められること：災害現場を見たときに、今何が
起こっているかという状況把握ができ、何を自分たちは
しなくてはならないかが考えられて、行うことに優先順
位を付け、優先順位に従って手持ちの限られた人的資源
をどう割り振り活用して、任務を達成していくか、に尽
きる。 
・情報知識の形成とその運用方法について：今何か起こっ
ているかを把握するために情報の収集力、分析力は必要
であるが、情報を集めるというのは、情報を取れる力で
ある。要するにどこの部署の誰に聞けばよいかというよ
うな調整能力が必須。幹部は調整力をもって情報収集し、
他部署の役割を把握した上で自分たちがすべきことを調
整して優先順位を付ける。優先順位の決断は、相談し合
う（調整する）ことによって決まる。情報収集・活用の
基として調整力が重要。  
・リーダーシップについて：部下の能力を見極められるこ
とが重要。部下の能力を査定した上での人員配置、部下
の不満を理解し配慮ある行動ができ信頼関係の基組織を
人員・組織を動かせるかが重要。また必要であることの
発信ができて、他組織・部門と連携できることが重要。 

 

 

６．有事の専門機関あるいは企業の危機管理部
門における人材の育成方法を自治体職員（中で
も保健師）の災害対応力の育成に応用可能と考
えられる点 
 
（事例１） 
・イメージの共有、つまり組織全体が発災後の時間経過の
中でどのように動いていくのか、組織としての動きと時
間軸の動きとを合わせてイメージできることが重要であ
る。 
（事例２） 
・組織における統括保健師の位置づけ、という前提となる
ものが現段階で曖昧であり課題であると感じた。組織体
制や任務が明確化されているからこそシステム的に活動
ができる。本研究は、教育研修のアプローチから体制や
任務体制の整備を図る動きを作っていこうとしている、
とも受け取れた。 
・訓練の積み方：①レーニング（ゼロからスタートした者
を一定のレベルにまで持ち上げる）、②ドリル（思考や身
体の動かし方；手順が完全に身付くよう繰り返す）、③エ
キササイズ（現場を想定したシナリオ演習を行い実際に
動けるかどうかやってみる）、このサイクルをループのよ
うに繰り返していく考え方を、保健師の能力開発にも取
り入れるとよい。 

 

 

 

 

 
 

 
Ｄ．考察  
１．統括者の役割・権限 
自衛隊、警察のいずれの組織も指揮命令系統
が明確であり、体系的な階層に基づき、統括者
が位置づけられ、各階層における統括者の役割、
責任をもつ範囲、権限が明確に規定されていた。
それにより有事において迅速かつ組織として
有機的に活動することを可能としていた。 
 
２．人材育成 
人材育成においては、組織の目的及びそれを
具現化していくための教育体系が整備されて
おり、座学による知識修得と共に、机上訓練、
実践訓練による思考・判断・行動の修得が徹底
されていた。自衛隊は実践訓練そのものが平時
に計画的に組み込まれているのに対して、警察
は計画的な研修体系をもつ一方で、警察官とし
ての平時の業務そのものが思考や判断・行動に
かかわる能力を高める場であり、OJTそのもの
が訓練であることにも特徴が見られた。 
 
３．自治体の統括保健師の災害対応力の育成に
対する示唆 
１）統括保健師の災害時の役割・権限の明確化 
 統括保健師の災害時の役割及び権限の明確
化、さらには、それらの自治体組織内における
共通理解が統括者の役割発揮の前提及び基盤
として必須であると示唆された。 
 
２）統括者としてコアとなる能力 
 イメージの共有、つまり組織全体が発災後の
時間経過の中でどのように動いていくのか、組
織としての動きと時間軸の動きとを合わせて
イメージできることが重要となる。統括者とし
てコアとなる能力として、包括的指示の解釈力、
情報収集・人員配置・部門間役割のすべてにか
かわる調整力、チーム構成員への配慮や能力査
定を踏まえたチームの機動性の促進等が重要
であることが示唆された。 
 
３）統括者の能力育成方法 
思考や判断・行動を実質化するための反復訓
練が重要であり、計画的な訓練機会を持つこと
が必要と示唆された。その訓練機会は、OJT及
びOff-JTを組み合わせた設定が可能であり、訓
練機会を重層的にしていくためにもそのよう
な組み合わせが必要である。 
体系的な教育を計画するためには、修得すべ
きコンピテンシーを基盤においた教育体系が
必要であり、とくに、形式的な知識を、思考力
や判断・行動力に転換するための具体的な教育
方法に、一層の強化が必要と示唆された。 
訓練の手法として、レーニング、ドリル、エキ
ササイズといったサイクルを繰り返す手法は、
統括保健師の災害対応力育成のためにも意義
あるものと示唆された。 
さらに、実践的な訓練においては、評価が重
要であり、評価者の役割の重要性についても示
唆を得た。 
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Ｅ．結論 
自衛隊、警察のいずれの組織も指揮命令系統
が明確であり、体系的な階層に基づき、統括者
が位置づけられ、各階層における統括者の役割、
責任をもつ範囲、権限が明確に規定されていた。
それにより有事において迅速かつ組織として
有機的に活動することを可能としていた。また
人材育成においては、組織の目的及びそれを具
現化していくための教育体系が整備されてお
り、座学による知識修得と共に、机上訓練、実
践訓練による思考・判断・行動の修得が徹底さ
れていた。自衛隊は実践訓練そのものが平時に
計画的に組み込まれているのに対して、警察は
計画的な研修体系をもつ一方で、警察官として
の平時の業務そのものが思考や判断・行動にか
かわる能力を高める場であり、OJTそのものが
訓練であることにも特徴が見られた。 
自治体の統括保健師の災害対応力の育成に対
する示唆として、統括者の役割・権限の明確化
と組織における共通理解が統括者の役割発揮
の前提及び基盤として必須であること、また思
考や判断・行動を実質化するための訓練の反復
の重要性と効果的な方法について意義ある情
報が得られた。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
 
Ｇ．研究発表 
なし 
 
＜参考文献＞  
１．平成28年版 日本の防衛 防衛白書(防衛
省編)，日経印刷株式会社，2016年． 
２．平成28年版 防衛ハンドブック（朝雲新聞
社出版業務部編），朝雲新聞社，2016年． 
３．平成28年版 警察白書（国家公安委員会・
警察庁編），日経印刷株式会社，2016年． 
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             厚生労働科学研究費補助金（健康安全・危機管理対策総合研究事業） 
災害対策における地域保健活動推進のための管理体制運用マニュアル実用化研究 

 
分担研究報告書 

分担研究6：統括的役割を担う保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）、 
役割・権限、育成方法に関する意見調査 

 
研究分担者 宮﨑 美砂子（千葉大学大学院看護学研究科 教授） 

奥田 博子 （国立保健医療科学院健康危機管理研究部 上席主任研究官） 
春山 早苗 （自治医科大学看護学部 教授） 

      金谷 泰宏 （国立保健医療科学院健康危機管理研究部 部長） 
 
研究要旨  

 災害時における統括保健師のコンピテンシーの枠組み 4 領域・89 項目を作成し、全国都道府県

及び保健所設置市の本庁、大規模災害が想定されている３県の保健所及び市町村の統括保健師

255 名を対象に、災害時における統括保健師のコンピテンシー（実践能力）、役割・権限、育成方

法について意見調査を行った。137 名（53.7%）より回答を得た。  

統括保健師の災害時のコンピテンシーに関する意見調査では、「とても重要である」「重要であ

る」との回答が多くを占めた。現状における課題として、統括保健師の役割・権限・責任の明文

化と組織内（災害対策本部、保健福祉対策部署内）での共有、統括保健師を支える体制、統括保

健師としての自覚、平時からの統括役割の遂行、状況のイメージ力の形成、平時からの地域及び

住民に関する対象理解、平時からの関係者との連携等が挙げられた。  

以上より、災害時に統括保健師が役割を発揮する上で育成すべきコンピテンシーを明確にする

ための根拠資料、災害時における統括役割の発揮に向けて充足すべき体制としてマニュアルに明

記すべき内容を精査するための資料を得ることができた。  

災害時における統括保健師の役割の明確化、さらに配置、役割・権限といった、役割発揮のた

めの体制づくりが基盤事項として急務であり、それと並行して、災害時における統括保健師のコ

ンピテンシーに基づいた研修のあり方を明確にしていく必要がある。  
 
 
（研究協力者） 
吉富  望 （日本大学危機管理学部 教授） 
井口 紗織（東京工科大学医療保健学部 助教  
高知県健康政策部健康長寿政策課 
愛知県健康福祉部医療福祉計画課 
静岡県健康福祉部健康増進課 
 
Ａ．研究目的 
災害時における自治体の対応機能の中でも、
被災した地域住民の健康支援に一貫して責任
をもつ保健師の役割は重大であり、保健師によ
る支援活動を組織的に推進するには、統括的役
割を担う保健師（以下、統括保健師）が充分に
その役割を発揮することが求められている。 
本調査の目的は、全国の都道府県、保健所設
置市、市町村において、統括保健師を対象に、
災害時における統括保健師のコンピテンシー
（実践能力）、役割・権限、育成方法について
意見調査を行うことである。それにより、統括
保健師の災害時の役割発揮に資するマニュア
ル、研修ガイドライン、研究プログラムを作成
するための基礎資料を得る。 
 なお本研究において、調査対象とする統括保
健師とは、「災害時に所属自治体（組織）にお
いて、派遣保健師の調整等の保健師間の調整を
部署横断的に担う保健師とし、所属自治体から

当該役割について発令を受けているかどうか
は問わない」とする。また、コンピテンシー（実
践能力）とは、「災害時において、統括保健師
として、何を目指すのか、何を大事とするのか、
に関わる態度・価値観・役割認識であり、活動
の計画・実施・評価を推進するために必要な判
断と意思決定に関わる知識・技術・行動を総体
的に表すもの」とする。 
 
Ｂ．研究方法 
１．災害時における統括保健師のコンピテンシ
ーに関する枠組み（4領域・89項目）の作成 
米国の公衆衛生専門職の災害に対するコ
ア・コンピテンシー・モデル（Public Health  
Preparedness and Response: Core Competenc
y Model（CDC＆ASPH,2010)）１）を参考に、本
研究における文献レビュー・ヒアリング調査結
果（分担研究1～3）、学際領域の危機管理支援
人材の育成に関する調査結果（分担研究4～5）
を踏まえ、災害時における統括保健師のコンピ
テンシーとして4領域（リーダーシップ、情報
知識の形成と運用、計画策定と推進、職員の健
康安全管理）・89項目を導出し、本調査におけ
るコンピテンシーの枠組みとした（表１）。
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表１.災害時における統括保健師のコンピテンシーの内容（4 領域・89 項目）  
 
1. リーダーシップに関する項目 
＜非常時の意思決定＞ 

(1) ライフラインの被害状況、被災地の孤立状況、避難住民の状況等から災害対応の長期化を予測することができる 

(2) 活動方針と指示命令系統を明確にすることができる 

(3) 行政機関としての災害支援のための組織的、継続的な活動体制を構築することができる 

(4) 応援要請の判断と迅速な決定ができる 

(5) 優先性の高い事項（順位）の決定、判断ができる 

(6) 専門職の知識・技術・経験の総合性を発揮することができる 

(7) 上層部の指示に基づき、状況（予測・想定含む）に応じた早急な意思決定、決断ができる 

(8) 被災地の住民や支援従事者の意向に沿って活動が進むように上層部との調整を図ることができる 

(9) 市町村での判断の苦慮の状況に対し、県の協議の場を活用して方針を確定させ、県からのトップダウンによる調整を図ることができ
る 

(10) 復興期において保健福祉の枠を超えてビジョンを描くことができる 

＜自己と他者の行動の管理・すべての人々や文化の尊重＞ 
(11) 活動目的の共有と、役割分担、意思統一が図ることができる 
(12) 支援従事者からの問題提起、積極的な提案を踏まえた方針決定、合意形成をはかることができる 

(13) 課題解決に向けて支援従事者間の気運を高めることができる 

(14) 支援従事者間の支援の統一、連携のための体制整備を行うことができる 

(15) 協働する他者の感情と考えの理解、協働する他者の言葉で示されない問題への気づきと支援について考慮できる 
(16) 被災自治体の災害対応経験、マンパワー、組織内での保健師の立場をアセスメントし、補完・代行すべき（補完・代行の支援を受け
るべき）市町村の保健活動業務の内容を判断できる 
(17) マンパワー提供による被災地への直接支援と市町村の統括保健師の後方支援のそれぞれについて支援方針を立案できる（それぞ
れの支援を受けるために情報提供できる） 
(18) 支援者の交代時に活動の引き継ぎが確実に実施できる体制を整備できる 
＜組織内外の関係者との協働の促進＞ 
(19) 公衆衛生を基本とした広域的な保健活動を行うために情報の共有、目標の確認、各役割の明確化に向けて必要な調整を行うこと
ができる 
(20) 課題解決に向けたマンパワーの有効活用（受援）のためのコーディネート機能、連携システムの確立ができる 
＜変化する状況への持続的対応＞ 
(21) 支援ニーズや、マンパワーに応じた臨機応変な活動体制の推進（県内、市町村内の応援体制構築を含む）ができる 
(22) 指示命令系統、他分野との活動重複、サービスの浸透具合を評価し、体制面の改善点を探ることができる 

(23) 被災地ニーズに応じた必要な対策の企画、運営ができる 

(24) 定期的な活動の検証、方向性の確認による重点項目の設定ができる 
＜自己の役割権限の遵守＞ 
(25） 責任範囲とする活動全体の動き方の計画（1 日単位及び当面半年間）の提示ができる 

(26) 統括的役割の遂行（冷静・的確な意思決定、活動の共有、災害対策本部等への進言）ができる 

(27) 災害時に公衆衛生の観点をもって迅速に対策に取り組めるよう、保健師等の専門職が災害対策会議に参画できるシステムの検討
と提案ができる 

2. 情報知識の形成と運用に関する項目 
＜情報収集の努力の指向力＞ 

(28) 情報集約と発信の担当者を定め、活動基盤となる情報が一元的に集まる体制をつくることができる 

(29) 積極的かつ直接的に情報把握すべき地域と情報内容の焦点化及びチーム編成を行うことができる 
（30） 被害が甚大な地域の情報を住民及び保健師から直接得る手段を開拓することができる 

(31) 現場で活動している外部支援チームから情報が入る体制をつくることができる 

(32) ミーティングや支援チーム等からの報告をルール化することにより 1 日の活動終了後に情報が集まる仕組みを構築することができる 

(33) 所属組織の災害時の役割機能の観点から活動に役立てるべき情報を収集し活動に反映させることができる 

(34) 関係者から入手した情報を手掛かりに地域全体を指向した情報の探索ができる 

(35) 事業委託機関、医療従事者及び社協等の地域資源の被災状況と活動再開状況の把握を指向することができる 

(36) 避難者のうち要援護者の状況について行政が保有している既存情報を活用することができる 

(37) 健康調査の企画・実施・活用の体制をつくり、推進することができる 
(38) 感染症対策のために必要な調査の企画ができる 
(39) 外部支援の必要性の判断のため具体的な情報収集方法の検討や工夫を図ることができる 
(40) 時間経過に応じた対策の検討のため、継続的な情報収集、モニタリングができる 
(41) 自治体の災害対策本部等の意思決定の場に保健師が参画できるように行政的な位置づけを図ることができる 
(42) 非常時には平時の思考枠を外さなければならない局面が随所にあることを意識することができる 
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表１ .災害時における統括保健師のコンピテンシーの内容（4 領域・89 項目）（つづき）  
＜情報収集力＞  

(43) 自分が把握すべき情報と情報収集源を認識し、情報収集することができる 

(44) 職員の出勤状況などアウトリーチによる断片的な情報の統合から状況を判断することができる 

(45) 災害対策本部との連携により情報収集を図ることができる 

(46) 孤立地域等、保健師単独で接近が困難な地域に対しては自衛隊の救護チームに同行する等の手段を開拓し活用することができる 

(47) 緊急対応が想定される関係部署職員との協働支援による情報収集、対応の指示ができる 

(48) 調査規模、実現可能性を検討した上で情報収集の方法を検討できる（一次スクリーニングは派遣支援者、二次スクリーニングは地
元保健師など） 
(49) 住民の状況に合わせて適切な情報源を選択することができる 
(50) 地域資源について情報収集することができる 

(51) 健康支援ニーズ、支援活動量の算定のために報告様式、記録様式を定めて情報を収集することができる 

(52) 情報収集や連絡が困難な場合は出向いて確認するよう指示を出すことができる 

（53) 関係者会議の早期開催により情報収集、関係者間の共有を図ることができる 

＜情報の分析力＞ 
(54) 平時の保健師活動や過去の経験を活かして状況を把握することができる 

(55) 被災前後の状況の差を発見することができる 

(56) 被災前の住民の健康課題と被災後の避難生活を関連づけて分析することができる 

(57) 庁内のどの部署にどのような情報を伝えるとどの問題が解決されるかを意識して分析することができる 

(58) 平時の活動での蓄積を基に地区の誰に還元したらよいか分析することができる 

（59） 被災後の変化する状況に応じて重要な課題、優先的に取り組むべき課題を見出すことができる 

(60) 収集した情報から支援必要量や内容を算定することができる 

(61) 健康調査等の結果から地元保健師の実施すべき活動内容と応援保健師等支援者への依頼内容と、各々の優先順位を分析する
ことができる 
(62) 優先順位や効率性について整理し、限られた資源の中でどれだけパフォーマンスを上げることができるか考えることができる 

(63） 調査統計、分析に地元研究機関（大学）等の活用を図ることができる 

(64) 被災者のみならず住民全体の支援ニーズﾞを分析することができる 

(65) 多岐にわたる複雑な問題や状況を系統的に分解し、いくつかの解決策を見出すことができる 
(66) 所内会議を開催し、課題抽出と今後の活動見通しについて検討を進めることができる 
＜情報の使用・活用力＞ 
(67) 得られた正確な情報を、行政、専門家、市民など関係者間で共有し、相互に意思疎通を図ることができる 
(68) 情報収集結果から、NPO 等の民間団体を含め必要な関係部署への連携、調整を図ることができる 
(69) 情報分析結果から、重点支援を要する地域を明確にし、必要な組織体制の構築、対策の推進に活用できる 

(70) 応援の必要性に対して支援の授受に関与する相互の組織の意向と目的を確認する調整を行うことができる 

(71) 情報分析結果から必要な対策の推進のため関係部署や、上層部への説明を行い、施策化への了解を得ることができる 
(72) 住民に有効な情報を還元（普及啓発）できる仕組みの構築ができる 

(73) 情報共有、対策検討の機会となる事業の早期再開や企画ができる 

(74) 活動の経験知を継承することを目的に、実践経験の取りまとめと、その活用ができる（報告集作成、研修会企画等） 

(75) 国・県・市町村の災害時の行政連絡ルートの確保と共に実態を踏まえた連絡の新たな仕組みを創ることができる 

3. 計画策定と推進に関する項目 

(76) 状況変化やスピードに応じた PDCA の展開を図ることができる 

(77) 被災の影響や格差を考慮した対策を講じることができる 

(78) 中長期的な活動方針の検討と、活動推進のために関係機関及び住民組織との連携、調整を図ることができる 

(79) 想定される対策推進に必要な予算措置、事業化・施策化のための粘り強い交渉を行うことができる 

(80) 通常業務再開の準備・調整と推進、被災状況や被災後のマンパワーを考慮して事業を企画することができる 

(81) 派遣支援経験を活かした自組織における災害対策の強化（マニュアル、研修など）を図ることができる 
(82) 統括的立場の保健師の補佐を配置し、中枢機能の強化を図ることができる 
(83) 災害時公衆衛生対策チームのような外部の専門家チームを活用することより、保健活動の見通しを立てることができる 

(84) 復興経過を見据えた対策の検討と推進ができる 

(85) 復興期において NPO 等の民間を含め多様なネットワークをつくり、住民が主体となれるよう支援することができる 
4. 職員の健康安全管理に関する項目 

(86) 職員や支援従事者の勤務・休息などの体制を整備することができる 

(87) 健康管理の実施体制を整備することができる 

(88) こころのケアの個別対応と普及啓発の企画、実施ができる 

(89) 職員の健康管理に関して総務課職員との情報共有、対策の 
検討と実施ができる 
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すなわち、リーダーシップ（27項目）は、＜
非常時の意思決定＞、＜自己と他者の行動の管
理・すべての人々や文化の尊重＞、＜組織内外
の関係者との協働の促進＞、＜変化する状況へ
の持続的対応＞、＜自己の役割権限の遵守＞の
下位領域から成る。 
情報知識の形成と運用（48項目）は、＜情報
収集の努力の指向力＞、＜情報収集力＞、＜情
報の分析力＞、＜情報の使用・活用力＞の下位
領域から成る。 
計画策定と推進(10項目)は、被災の影響や格
差を考慮した対策を講じることができる、状況
変化やスピードに応じたPDCAの展開を図るこ
とができる、等の内容から成る。 
職員の健康安全管理（4項目）は、こころの
ケアの個別対応と普及啓発の企画・実施ができ
る、等の内容から成る。 
 
２．災害時における統括保健師のコンピテンシ
ー・役割等に対する意見調査 
 全国の都道府県及び保健所設置市の本庁、大
規模災害が想定される３県の保健所・市町 
村の統括保健師（計255名）を対象に、上記に
より作成した災害時における統括保健師のコ
ンピテンシー（4領域・89項目）を基に「災害
時における統括保健師のコンピテンシー、役
割・権限、育成方法に関する現状・意見」を把
握するための質問紙を作成し郵送調査を実施
した。 
１）調査対象 
全国都道府県の本庁47、及び保健所設置市7
2の本庁等に勤務する統括保健師及び大規模災
害の想定県３県の保健所24及び各市町村112に
おいて統括保健師の役割を担う保健師である。
     
 所属自治体（組織）において複数の統括保健
師を配置している場合、本調査への回答は、と
くに中心的に当該役割を担う保健師１自治体
（保健所）あたり１名に回答を依頼した。 
２）調査方法 
郵送自記式質問紙による調査とした。各自治
体（組織）の保健衛生部門の保健師代表者宛に、
本調査の回答候補となる統括保健師の推薦を
依頼し、統括保健師から調査協力の承諾が得ら
れる場合に、調査票への回答と返信を依頼した。 
３）調査期間：平成29年1月12日～2月6日 
４）調査内容 
（１）回答者の属性：所属組織（都道府県（本
庁）、保健所設置市（本庁）、保健所、市町村
の別）、年代、保健師経験年数、所属部署、職
位、統括役割の経験年数、災害時保健活動経験
の有無（被災現地の立場、派遣者としての立場） 
（２）所属組織における統括保健師の平時の体
制：配置の現状（人数、配置部署）及び職務の
現状（役割、権限・責任の範囲、発令状況） 
（３）地域防災計画及び所属組織のマニュアル
等における統括保健師の災害時の役割記載の
現状及びどのようにあるべきと思うかの考え
（自由記載） 
（４）意見調査１：統括保健師の災害時のコン
ピテンシー（実践能力）について 
災害時における統括保健師のコンピテンシー
（４領域・89項目）の各内容について、「とて

も重要である」「重要である」「あまり重要で
ない」「重要でない」「該当しない」のいずれ
に該当すると思うか、回答を求めた。 
（５）意見調査２：災害時において統括保健師
が役割発揮するうえでの課題について（自由記
載） 
（６）意見調査３：統括保健師の災害時の対応
能力育成のために必要と思うこと 
統括保健師の災害時の対応能力を育成するた
めにスタッフの段階から蓄積すべき能力、どの
ような場面や経験を通して統括保健師として
の災害に対する能力を高めているかの実際や
それに対する考え、所属自治体（組織）におい
て統括保健師としての災害に対する能力を育
成するために実際行っていることや役立って
いると思うこと、について自由記載で回答を求
めた。 
（倫理面への配慮） 
本調査への協力は、所属施設及び回答者の自
由意思によるものであること、回収する調査票
は無記名とし、回答者個人や所属先が特定でき
ないよう集約した結果のみを公表すること等
を調査協力依頼書に明記し遵守した。なお本研
究計画は、千葉大学大学院看護学研究科倫理審
査委員会において承認を得た（承認番号：28-
84平成28年12月6日）。 
 
Ｃ．研究結果 
１．回収数 
回収数及び回収率は以下の通りである。なお、
保健所として回答のあった1件は属性以外の回
答がなかったため無効票とし、以下の回収数か
らは除いた(表2)。 
 
表２ 回収数 
種別  配布数

（件）  

回収数

（件）  

回収率  

都道府県の本庁  47 28 59.6% 

指 定都市・ 中核

市・政令市の本庁  

72 22 30.6% 

保健所  24 26 108.3%

（※）  

市町村  112 61 54.5% 

合計  255 137 53.7% 

※一部指定都市・中核市・政令市の保健所が含まれたため 

 
 
以降、「都道府県の本庁（以下、都道府県）」
28件、「指定都市・中核市・政令市の本庁（以
下、政令市等）」22件、「保健所」26件、「市
町村」61件、それぞれに群分けして結果を示す。 
 
 
２．回答者の属性 
１）年代 
回答者の年代はどの群でも50歳代が多く、 
50歳代が全体のほぼ8割を占めていた(表3)。 
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表３ 年代 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
２）保健師経験年数 
市町村以外では、全ての回答者が30年以上の
保健師経験を持っていた。市町村では10年未満
が1件（1.6%）、10年から20年未満が9件（14.
8%）あった(表4)。 
 
表４ 保健師経験年数 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
３）所属部署 
全体の77.4%の回答者が保健部門に所属して
おり、次いで保健福祉部門が17.5%と多かった。
ただし保健所では保健部門の次に多かったの
は企画調整部門3件（11.5%）であった(表5)。 
 
表５ 所属部署 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
４）職位 
全体で最も多かったのは課長級で58件（42.
3%）、次いで課長補佐級40件（29.2%）であっ
た。都道府県、政令市等、保健所では同様に最
も多いのが課長級、次いで課長補佐級であった
が、市町村だけは順位が異なっており、最も多
かったのは係長級21件（34.4%）で、次いで課
長級17件（27.9%）、課長補佐級16件（26.2%）
となっていた。 
部局長級との回答は政令市等の1件のみで、次

長級も政令市等1件、市町村3件の計4件のみで
あった(表6)。 
 
表６ 職位 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
５）統括的役割を担う保健師としての経験年数 
統括的役割を担う保健師としての経験年数
は5年までの回答が全体の約8割を占めており、
10年以上との回答は全体の1割未満であった。
ただし、市町村では10年以上とした回答が他の
群よりも多く、11件（18.0%）となっていた(表
7)。 
 
表７ 統括的役割を担う保健師としての経験
年数 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
６）災害時保健活動経験の有無 
回答者自身の災害時保健活動経験の有無を立
場別に尋ねた。 
被災現地の立場としての経験があったのは1
2件（8.8%）で、このうち7件は都道府県であっ
た。政令市等、保健所、市町村では8割以上が
経験なしと回答していた。 
派遣者・応援者としての経験は都道府県、政令
市等、保健所では8割を超えていたが、市町村
では4割に満たなかった。 
統括的な保健師としての災害対応の経験（調整
等）は都道府県、政令市等では半数以上が経験
ありと回答していたが、保健所では4割弱にと
どまった。また、市町村では9割以上が経験な
しと回答していた(表8)。 
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表８ 災害時保健活動経験の有無（立場別） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
３．所属組織における統括保健師の平時の体制 
１）統括保健師の配置の現状（人数、配置部署） 
（１）統括保健師の配置人数 
いずれの群でも1名との回答が半数を超えて
いた。 
政令市等、保健所では1割以上が配置0人（配置
なし）と回答していた。市町村では配置が0人
（配置なし）との回答割合がさらに高く、21
件（34.4%）みられた。 
2人以上の配置があると回答したのは都道府県
で4割以上、政令市等では2割弱であり、保健所、
市町村では1割に満たなかった(表9)。 
 
表９ 統括保健師の配置人数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（２）複数名配置の場合の配属先 
前項で配置人数が2人以上の回答であったも
のについて配属先をたずねたところ、7割以上
が複数の部門・単位に分かれて配置されていた
(表10)。 
 
表10 複数名配置の統括保健師の配属先 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
２）職務の現状（役割の明文化、発令状況） 
（１）統括保健師の役割等の明文化の有無 
都道府県、政令市等、保健所、市町村の順に
明文化されている割合が高かった。しかし、最
も明文化されている割合が高い都道府県でも、
明文化されているとの回答は半数に満たなか
った。 
保健所では8割以上、市町村では9割以上が明文
化されていなかった(表11)。 
 
表11 統括保健師の役割等の明文化の有無 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
（２）統括保健師の辞令発令状況 
全体の9割以上に辞令発令がなかった。辞令
発令があったのは全体で5件（3.6%）のみであ
った(表12)。 
 
表12 統括保健師の辞令発令状況 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
４．所属組織における統括保健師の災害時の役
割等の現状と考え 
１）地域防災計画及びマニュアル等における統
括保健師の位置づけ、役割、権限 
所属自治体の地域防災計画及びマニュアル
等において、統括保健師の位置づけ、役割、権
限は、平時の準備段階、及び応急対応段階のそ
れぞれにおいて、どのように記載されているか
を自由記載でたずねた。 
自由記載の結果を内容ごとに分類し、それぞれ
の内容について記載された件数をカウントし
た。複数の内容が記載された場合には、それぞ
れの内容でカウントした。 
なお複数のマニュアルや計画について挙げ、
一部は記載なし、一部は○○の内容記載ありと
いった回答の場合には、「マニュアルに記載な
し」にカウントするとともに、該当する内容項
目にもカウントしている。マニュアルを作成中
で○○の内容を盛り込む予定とされている場
合には「マニュアル作成中」のみにカウントし、
内容項目にはカウントしていない。 
（１）平時の準備段階（表4-1-1） 
都道府県、保健所、市町村では7割近く、政
令市等では4割強が、マニュアルへの記載がな
い旨を回答していた。 
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マニュアルへの記載があったものは都道府県7
件（25.0%）、政令市等7件（31.8%）、保健所3
件（11.5%）、市町村5件（8.2%）であった。内
容では、都道府県では項目分類を行った7件す
べてに「統括的役割を担う保健師の配置・明確
化」があった。政令市等では幅広い内容項目が
記載されていた。保健所、市町村では分類した
内容項目はそれぞれ1件で、ばらつきがあった。 
また、全ての群で連絡・活動体制整備に関する
内容の回答がみられた(表13)。 
 
表13 地域防災計画及びマニュアル等におけ
る統括保健師の位置づけ、役割、権限の記載（平
時の準備段階） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
（２）応急対応段階 
いずれの群でもマニュアルに記載がない旨
の回答は平時の準備段階に比べて低かった。 
マニュアルへの記載があったものは都道府県1
0件（35.7%）、政令市等10件（45.5%）、保健
所3件（11.5%）、市町村14件（23.0%）で、保
健所以外では平時の準備段階の割合を上回っ
ていた。 
内容では、都道府県、市町村では統括保健師の
位置づけに関する内容が最も多かった。活動計
画作成・活動調整に関する内容はいずれの群で

も見られていたが、政令市等ではとくに割合が
高かった。保健所以外の群では1件以下である
のに保健所では内容記載のあった3件すべてが
回答しているものとして、職員の安全・健康管
理、必要物品・設備の整備、マスコミ対応があ
った(表14)。 
 
２）統括保健師の位置づけ、役割、権限につい
ての考え 
統括保健師の位置づけ、役割、権限について
どのようにあるべきと思うかを自由記載でた
ずねた。 
自由記載の結果を内容ごとに分類し、それぞれ
の内容について記載された件数をカウントし
た。複数の内容が記載された場合には、それぞ
れの内容でカウントした。 
回答があったものは都道府県23件（82.1%）、
政令市等18件（81.8%）、保健所21件（80.8%）、
市町村38件（62.3%）であり、他の群と比較し
て市町村が少なかった。また、市町村の無回答
は23件（37.3%）と、他と比較して高かった。
市町村では「考えにくい」「アドバイスがほし
い」「難しい」といった回答もあり、「統括保
健師以外も担う」という内容も多く見られた（9
件、14.8%）。 
全体では「保健師配置・体制確保」の内容が最
も多く34件（24.8%）、次いで「連携・情報共
有」「災害派遣・受入」「情報収集・分析・判
断」「統括保健師の位置づけ・立場」「調整・
マネジメント」「活動方針・対応方法の決定」
「裁量権・指揮権」「保健師活動・公衆衛生看
護活動」の順となっており、その他の項目は全
体の1割未満だった。 
都道府県で20%以上の回答があったものは、
「保健師配置・体制確保」「連携・情報共有」
「災害派遣・受入」が9件（32.1%）、「情報収
集・分析・判断」「調整・マネジメント」が8
件（28.6%）であった。 
政令市等で20%以上の回答があったものは、
「連携・情報共有」が7件（31.8%）、「保健師
配置・体制確保」「裁量権・指揮権」が5件（2
2.7%）であった。 
保健所で20%以上の回答があったものは、「災
害派遣・受入」「情報収集・分析・判断」が7
件（26.9%）、「連携・情報共有」が6件（23.
1%）であった。 
市町村で20%以上の回答があったものは、「保
健師配置・体制確保」で14件（23.0%）であっ
た(表15)。 
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表14 地域防災計画及びマニュアル等におけ
る統括保健師の位置づけ、役割、権限の記載（応
急段階） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表15 統括保健師の位置づけ、役割、権限につ
いての考え 
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５．意見調査１：統括保健師の災害時のコンピ
テンシー（実践能力） 
 
89項目それぞれについて「重要でない」「あ
まり重要でない」「重要である」「とても重要
である」「該当しない」から回答を求めた。 
全体、所属群別、および災害時の保健活動経験
の有無（表2-6参照）として「派遣者・応援者
としての経験」の有無別、「統括的な保健師と
しての災害対応の経験」の有無別に整理した
（ぞれぞれの図を順に資料1～11に示した）。
なお、災害時の保健活動経験について無回答だ
ったものはデータから除いて図を作成した。 
どの項目、どの群でも「重要である」「とても
重要である」との回答が多くを占めていた。 
 
１）リーダーシップに関する項目 
（１）非常時の意思決定 
「重要でない」との回答はなかった。 
全体では「あまり重要でない」が最も多かった
項目は「(9) 市町村での判断の苦慮の状況に対
し、県の協議の場を活用して方針を確定させ、
県からのトップダウンによる調整を図ること
ができる」13件（9.5%）であり、この項目は「該
当しない」との回答も最も多く、10件（7.3%）
であった。この(9)および「(10) 復興期におい
て保健福祉の枠を超えてビジョンを描くこと
ができる」の2つの項目では「とても重要であ
る」が3割台であったが、他の項目では「とて
も重要である」が5割を超えていた。 
所属群別にみると、「あまり重要でない」が1
割を超える群があった項目は上記(9)の市町村
9件（14.8%）の他、(10)の保健所3件（11.5%）
であった。 
「該当しない」が1割を超えていた項目は(9)
の政令市等6件（27.3%）であった。 
災害時の保健活動経験の有無で比較してみる
と、派遣者・応援者としての経験の有無別の上
記（10）以外では、すべての項目で経験ありの
群のほうが「とても重要である」の割合が多か
った(資料1-1,1-2,1-3,1-4)。 
 
（２）自己と他者の行動の管理・すべての人々
や文化の尊重 
「重要でない」との回答はなかった。 
全体では、「あまり重要でない」が1割を超え
た項目はなく、「該当しない」が1割以上とな
った項目もなかった。 
「とても重要である」が5割を超えていたのは
「(11) 活動目的の共有と、役割分担、意思統
一が図ることができる」95件（69.3%）、「(1
2) 支援従事者からの問題提起、積極的な提案
を踏まえた方針決定、合意形成をはかることが
できる」75件（54.7%）、「(14) 支援従事者間
の支援の統一、連携のための体制整備を行うこ
とができる」71件（51.8%）の3項目であった。
「(15) 協働する他者の感情と考えの理解、協
働する他者の言葉で示されない問題への気づ
きと支援について考慮できる」では「とても重
要である」との回答が他の項目より少なく、4
6件（33.6%）であった。 
所属群別にみると、「あまり重要でない」が1
割を超える群があった項目は(14)の都道府県4

件（14.3%）のみであり、「該当しない」が1
割を超えていた項目はなかった。 
災害時の保健活動経験の有無で比較すると、災
害時派遣・応援経験の有無では「とても重要で
ある」の割合に大きな差は見られなかったが、
統括的な保健師としての災害対応の経験の有
無では、経験のある群のほうが経験のない群よ
りも「とても重要である」と回答している割合
が高い項目が複数みられた(資料2-1,2-2,2-3,
2-4)。 
 
（３）組織内外の関係者との協働の促進 
全体では、各項目共に6割近くが「とても重
要である」との回答であった。「重要でない」
「該当しない」との回答はなく、「あまり重要
でない」は各項目ともに市町村の1件のみであ
った。 
災害時の保健活動経験の有無で比較すると、ど
の項目でも災害時派遣・応援経験や統括的な保
健師としての災害対応の経験のある群のほう
が「とても重要である」と回答している割合が
高かった（資料3-1,3-2,3-3,3-4）。 
 
（４）変化する状況への持続的対応 
「重要でない」「該当しない」との回答はな
かった。 
全体では、「あまり重要でない」との回答は、
その回答が最も多かった「(24) 定期的な活動
の検証、方向性の確認による重点項目の設定が
できる」でも8件（5.8%）であった。 
一方で「とても重要である」との回答が5割を
超えていたのは「(21) 支援ニーズや、マンパ
ワーに応じた臨機応変な活動体制の推進（県内、
市町村内の応援体制構築を含む）ができる」7
7件（56.2%）のみであった。 
所属群別にみると、「あまり重要でない」が1
割を超える群があった項目は「(23) 被災地ニ
ーズに応じた必要な対策の企画、運営ができ
る」および上記(24)の都道府県で、各3件（10.
7%）であった。 
災害時の保健活動経験の有無で比較すると、災
害時派遣・応援経験の有無では「とても重要で
ある」の割合に大きな差は見られなかったが、
統括的な保健師としての災害対応の経験の有
無では、経験のない群と比べて経験のある群の
ほうが「とても重要である」と回答している割
合がいずれの項目でも10%以上高かった（資料4
-1,4-2,4-3,4-4）。 
 
（５）自己の役割権限の遵守 
「重要でない」との回答はなく、「該当しな
い」は2件（1.5%）のみであった。 
全体および所属群別でも、「あまり重要でな
い」が1割を超えていた項目はなかった。 
「(26) 統括的役割の遂行（冷静・的確な意思
決定、活動の共有、災害対策本部等への進言）
ができる」では「とても重要である」との回答
が他の項目よりも多く102件（74.5%）であり、
また所属群別にみても、どの群でも6割を超え
ていた。 
「(25) 責任範囲とする活動全体の動き方の計
画（1日単位及び当面半年間）の提示ができる」
は災害時派遣・応援経験および統括的な保健師
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としての災害対応の経験いずれにおいても、経
験のない群と比べて経験のある群のほうが「と
ても重要である」と回答している割合が10%以
上高かった(資料5-1,5-2,5-3,5-4)。 
 
 
２）情報知識の形成と運用に関する項目 
（１）情報収集の努力の指向力 
「重要でない」との回答が（30）および(36)
～(42)の項目で各1件みられた。 
「該当しない」はすべての項目でみられ、少な
いもので1件（0.7%）、多いもので8件（5.8%）
であった。 
全体でみると「重要でない」「あまり重要でな
い」の合計が1割を超えた項目は3項目で、多か
った順に「(38) 感染症対策のために必要な調
査の企画ができる」19件（13.9%）、「（30）
被害が甚大な地域の情報を住民及び保健師か
ら直接得る手段を開拓することができる」16
件（11.7%）、「(37) 健康調査の企画・実施・
活用の体制をつくり、推進することができる」
15件（10.9%）であった。 
「とても重要である」が5割を超えていたのは4
項目で、多かった順に「(28) 情報集約と発信
の担当者を定め、活動基盤となる情報が一元的
に集まる体制をつくることができる」84件（6
1.3%）、「(29) 積極的かつ直接的に情報把握
すべき地域と情報内容の焦点化及びチーム編
成を行うことができる」76件（55.5%）、「(3
2) ミーティングや支援チーム等からの報告を
ルール化することにより1日の活動終了後に情
報が集まる仕組みを構築することができる」7
5件（54.7%）、「(42) 非常時には平時の思考
枠を外さなければならない局面が随所にある
ことを意識することができる」69件（50.4%）
であった。 
所属群別にみると「重要でない」「あまり重要
でない」の合計が1割を超える群があった項目
は、上記（30）の保健所3件（11.5%）、市町村
11件(18.0%)、「(35) 事業委託機関、医療従事
者及び社協等の地域資源の被災状況と活動再
開状況の把握を指向することができる」の都道
府県4件（14.3%）、政令市等3件（13.6%）、「(3
6) 避難者のうち要援護者の状況について行政
が保有している既存情報を活用することがで
きる」都道府県4件（14.3%）、(37)の都道府県
4件（14.3%）、政令市等3件（13.6%））、(38)
の都道府県4件（14.3%）、政令市等3件（13.6%）、
保健所5件（19.2%）、市町村7件（11.5%）、「(3
9) 外部支援の必要性の判断のため具体的な情
報収集方法の検討や工夫を図ることができる」
保健所3件（11.5%）、「(41) 自治体の災害対
策本部等の意思決定の場に保健師が参画でき
るように行政的な位置づけを図ることができ
る」政令市等3件（13.6%）であった。 
「該当しない」が1割を超えていた項目は上記
(35)、(36)の都道府県4件（14.3%）であった。 
災害時保健活動経験の有無で各項目の「とても
重要である」との回答割合を比較すると、災害
時派遣・応援経験では経験が「ない」ほうが割
合が高く、統括的な保健師としての災害対応の
経験では経験が「ある」ほうが割合が高くなっ
ている項目が見られた。災害時派遣・応援経験

では、経験が「ある」方が「あまり重要ではな
い」「重要でない」の合計割合が大きくなって
いる項目があった(資料6-1,6-2,6-3,6-4)。 
 
（２）情報収集力 
全ての項目で「重要でない」との回答が1～2
件（1.5%）あった。また「(47) 緊急対応が想
定される関係部署職員との協働支援による情
報収集、対応の指示ができる」「（53) 関係者
会議の早期開催により情報収集、関係者間の共
有を図ることができる」では「該当しない」と
の回答はなかったが、それ以外の項目では「該
当しない」が1～5件（3.6%）あった。 
全体では「重要でない」「あまり重要でない」
の合計が1割を超えていたのは「(50) 地域資源
について情報収集することができる」14件（1
0.2%）であった。 
「とても重要である」との回答が5割を超えて
いたのは4項目で、多かった順に「(45) 災害対
策本部との連携により情報収集を図ることが
できる」88件（64.2%）、「(44) 職員の出勤状
況などアウトリーチによる断片的な情報の統
合から状況を判断することができる」74件（5
4.0%）、「（53) 関係者会議の早期開催により
情報収集、関係者間の共有を図ることができ
る」71件（51.8%）、上記(47) 69件（64.2%）
であった。最も少なかったのは「(46) 孤立地
域等、保健師単独で接近が困難な地域に対して
は自衛隊の救護チームに同行する等の手段を
開拓し活用することができる」で48件（35.0%）
であった。 
群別にみると、「重要でない」「あまり重要
でない」の合計が1割を超える群があった項目
は、上記(46) の保健所4件（15.4%）、「(49) 
住民の状況に合わせて適切な情報源を選択す
ることができる」都道府県3件（10.7%）、市町
村7件（11.5%）、上記(50)及び「(51) 健康支
援ニーズ、支援活動量の算定のために報告様式、
記録様式を定めて情報を収集することができ
る」それぞれ都道府県3件（10.7%）、市町村8
件（13.1%）であった。 
「該当しない」が1割を超えていた項目は上記
(46)で、都道府県が3件（10.7%）であった。 
災害時保健活動経験の有無で比較すると、統括
的な保健師としての災害対応の経験の有無で
はすべての項目で、経験のある群のほうが経験
のない群と比較して「とても重要である」の割
合が高かった。しかし災害時派遣・応援経験の
有無では、経験がある群のほうが「とても重要
である」の割合が低い項目が見られた（資料7
-1,7-2,7-3,7-4）。 
 
（３）情報の分析力 
(54)(55)(62)(63)以外の項目で「重要でな
い」との回答が1～2件（1.5%）あった。また「(5
4) 平時の保健師活動や過去の経験を活かして
状況を把握することができる」「（59） 被災
後の変化する状況に応じて重要な課題、優先的
に取り組むべき課題を見出すことができる」で
は「該当しない」との回答はなかったが、それ
以外の項目では「該当しない」との回答があっ
た。「該当しない」が最も多かったのは「(63）
 調査統計、分析に地元研究機関（大学）等の
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活用を図ることができる」12件（8.8%）で、そ
れ以外は1～3件（2.2%）であった。 
全体では、「重要でない」「あまり重要でない」
の合計が1割を超えていたのは3項目で、多かっ
た順に(63)の38件（27.7%）、「(58) 平時の活
動での蓄積を基に地区の誰に還元したらよい
か分析することができる」17件（12.4%）、「(6
4) 被災者のみならず住民全体の支援ニーズﾞ
を分析することができる」14件（10.2%）であ
った。 
また「とても重要である」が5割を超えてい
たのは4項目で、多かった順に(59)の84件（61.
3%）、「(60) 収集した情報から支援必要量や
内容を算定することができる」83件件（60.6%）、
「(61) 健康調査等の結果から地元保健師の実
施すべき活動内容と応援保健師等支援者への
依頼内容と、各々の優先順位を分析することが
できる」79件（57.7%）、「(57) 庁内のどの部
署にどのような情報を伝えるとどの問題が解
決されるかを意識して分析することができる」
70件（51.1%）であった。 
所属群別にみると、「重要でない」「あまり重
要でない」の合計が1割を超える群があった項
目は、「(55) 被災前後の状況の差を発見する
ことができる」市町村8件（13.1%）、上記(58)
の都道府県3件（10.7%）、保健所4件（15.4%）、
市町村8件（13.1%）、「(62) 優先順位や効率
性について整理し、限られた資源の中でどれだ
けパフォーマンスを上げることができるか考
えることができる」都道府県4件（14.3%）、上
記(64)の都道府県5件（17.9%）、および(63)
の全ての群であった。 
(63)では保健所では3割以上、その他の群でも2
割以上が「重要でない」もしくは「あまり重要
でない」と回答しており、「該当しない」も市
町村で8件（13.1%）と多かった。 
その他に「該当しない」が1割を超えた項目は
なかった。 
災害時保健活動経験の有無で比較すると、統括
的な保健師としての災害対応の経験の有無で
はすべての項目で、経験のある群のほうが経験
のない群と比較して「とても重要である」の割
合が高かった。しかし災害時派遣・応援経験の
有無では、上記(61)で経験がある群のほうが
「とても重要である」の割合。が低かった。 
(資料8-1,8-2,8-3,8-4)。 
 
（４）情報の使用・活用力 
(67)および(71)～(75)では「重要でない」と
の回答が1件あった。また、(69)(70)以外の項
目では「該当しない」が2～3件（2.2%）あった。 
全体では「重要でない」「あまり重要でない」
の合計が1割を超える群はなく、最も多いもの
で「(72) 住民に有効な情報を還元（普及啓発）
できる仕組みの構築ができる」12件（8.8%）で
あった。 
「とても重要である」との回答が5割を超えた
項目は2項目で、多かった順に「(71) 情報分析
結果から必要な対策の推進のため関係部署や、
上層部への説明を行い、施策化への了解を得る
ことができる」88件（64.2%）、「(69) 情報分
析結果から、重点支援を要する地域を明確にし、
必要な組織体制の構築、対策の推進に活用でき

る」76件（55.5%）であった。 
所属群別にみると、「重要でない」「あまり
重要でない」の合計が1割を超える群があった
項目は「(68) 情報収集結果から、NPO等の民間
団体を含め必要な関係部署への連携、調整を図
ることができる」の保健所4件（15.4%）、上記
(72) の市町村7件（11.5%）であった。「該当
しない」が1割を超えた項目はなかった。 
災害時保健活動経験の有無で比較すると、統括
的な保健師としての災害対応の経験の有無で
はすべての項目で、経験のある群のほうが経験
のない群と比較して「とても重要である」の割
合が高かった。しかし災害時派遣・応援経験の
有無では、経験がある群のほうが「とても重要
である」の割合が低い項目があった（資料9-1,
9-2,9-3,9-4）。 
 
３）計画策定と推進に関する項目 
全ての項目で「重要でない」との回答が1～2
件（1.5%）あったが、全体では「重要でない」
「あまり重要でない」の合計が1割を超えてい
た項目はなかった。 
また、(71)(81)以外では「該当しない」との回
答が1～7件（5.1%）あり、最も多かったのは「(8
5) 復興期においてNPO等の民間を含め多様な
ネットワークをつくり、住民が主体となれるよ
う支援することができる」であった。 
「とても重要である」との回答が5割を超えて
いたのは2項目で、「(82) 統括的立場の保健師
の補佐を配置し、中枢機能の強化を図ることが
できる」84件（61.3%）、「(76) 状況変化やス
ピードに応じたPDCAの展開を図ることができ
る」74件（54.0%）であった。 
所属群別にみると「重要でない」「あまり重
要でない」の合計が1割を超える群があった項
目は、「(79) 想定される対策推進に必要な予
算措置、事業化・施策化のための粘り強い交渉
を行うことができる」都道府県3件（10.7%）、
「(80) 通常業務再開の準備・調整と推進、被
災状況や被災後のマンパワーを考慮して事業
を企画することができる」保健所3件（11.5%）、
上記(85) の都道府県3件（10.7%）、政令市等3
件（13.6%）、保健所3件（11.5%）であった。
「該当しない」が1割を超えた項目はなかった。 
災害時保健活動経験の有無で比較すると、(80)
では災害時派遣・応援経験のある群のほうが経
験のない群と比較して「とても重要である」の
割合が10%低くなっていた（資料10-1,10-2,10
-3,10-4）。 
 
４）職員の健康安全管理に関する項目 
「重要でない」との回答は「(88) こころの
ケアの個別対応と普及啓発の企画、実施ができ
る」に1件あり、「あまり重要でない」と合わ
せると1割を超えていた（16件、11.7%）。この
項目以外は「とても重要である」との回答が5
割を超えており、多い順に「(86) 職員や支援
従事者の勤務・休息などの体制を整備すること
ができる」87件（63.5%）、「(87) 健康管理の
実施体制を整備することができる」78件（56.
9%）、「(89) 職員の健康管理に関して総務課
職員との情報共有、対策の検討と実施ができ
る」69件（50.4%）であった。 
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また全ての項目で「該当しない」との回答が見
られた。最も多かったのは上記(87)及び(88)
で各7件（5.1%）であった。 
所属群別にみると「重要でない」「あまり重
要でない」の合計が1割を超える群があった項
目は上記(88)で、政令市等3件（13.6%）、保健
所3件（11.5%）、市町村8件（13.1%）であった。
「該当しない」が1割を超えた項目はなかった。 
災害時保健活動経験の有無で比較すると、災害
時派遣・応援経験では経験があるほうが「とて
も重要である」「重要である」を合わせた割合
が低くなっていた（資料11-1,11-2,11-3,11-4）。 
 
 
５）項目リストの内容・構成、活用方法への意
見 
項目リストの内容・構成、活用方法への意見
を自由記載でたずねた。 
自由記載の結果を内容ごとに分類し、それぞれ
の内容について記載された件数をカウントし
た。複数の内容が記載された場合には、それぞ
れの内容でカウントした。 
記載があったのは、都道府県20件、政令市等8
件、保健所10件、市町村10件であった。 
全体では、「どの項目も重要」である旨が最も
多く16件（11.7%）であったが、一方で「すべ
て統括保健師が実施する必要はない」「実現は
難しい」といった意見も見られた。 
「所属先、立場、活動体制によって違う」が1
3件（9.5%）でそれに続いており、都道府県で
は特にこの項目が多かった（9件32.1%）。「フ
ェーズごとが良い」「災害状況により重要度が
変わる」「統括保健師の位置づけによる」とい
った意見もあった。 
回答については「重要度の判断が難しい」「項
目が多い」「わかりにくい・回答しにくい項目
がある」との意見も見られた(表16)。 
 
 
６．意見調査２：災害時において統括保健師が
役割発揮する上での課題 
 
災害時において統括保健師が役割発揮する
上での課題について自由記載でたずねた。 
自由記載の結果を内容ごとに分類し、それぞれ
の内容について記載された件数をカウントし
た。複数の内容が記載された場合には、それぞ
れの内容でカウントした。 
回答があったものは都道府県25件（89.3%）、
政令市等20件（90.9%）、保健所22件（84.6%）、
市町村43件（70.5%）であり、他の群と比較し
て市町村が少なかった。 
内容では全体の2割以上が「位置づけ・指揮系
統」「統括保健師の役割の周知・理解」につい
て記載していた。このうち、「統括保健師の役
割の周知・理解」については都道府県の4割以
上、政令市等の3割以上が記載しており、保健
所、市町村では2割以下となっていた。 
都道府県では「統括保健師の役割の周知・理解」
「位置づけ・指揮系統」「役割の明確化」「統
括保健師の補佐役」の順に多かった。 
 
 

表16 項目リストの内容・構成、活用方法への
意見 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
政令市等では「位置づけ・指揮系統」「統括保
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健師の役割の周知・理解」「役割の明確化」「能
力・能力向上・人材育成」「体制整備・明確化」
の順に多かった。 
保健所では「位置づけ・指揮系統」「役割の明
確化」「統括保健師の役割の周知・理解」の順
であった。 
市町村では「位置づけ・指揮系統」「能力・能
力向上・人材育成」「体制整備・明確化」「訓
練・研修等」「人脈作り・連携強化」の順であ
った。また、「体制やマニュアルの具体性・実
現性の低さ」についての課題も挙げられていた
(表17)。 
 
表 17 項目リストの内容・構成、活用方法へ

の意見

７．意見調査３：統括保健師の災害時の対応

能力育成のために必要なこと 
 
１）スタッフの段階から蓄積すべき能力 
統括保健師の災害時の対応能力育成のため
に必要なこととして、スタッフの段階から蓄積
すべき能力について自由記載でたずねた。 
自由記載の結果を内容ごとに分類し、それぞれ
の内容について記載された件数をカウントし
た。複数の内容が記載された場合には、それぞ
れの内容でカウントした。 
回答があったものは都道府県25件（89.3%）、
政令市等20件（90.9%）、保健所23件（88.5%）、
市町村47件（77.0%）であり、他の群と比較し
て市町村が少なかった。 
全体で最も多かった項目は「連絡・調整」に
関する内容で、都道府県では5割以上、政令市
等では4割以上、保健所、市町村でも2割以上の
記載があった。次に多かったのは「分析・判断・
方針決定・評価」で、政令市等では3割以上、
その他の群でも2割以上の記載があった。 
その他に、都道府県では「分析・判断・方針決
定・評価」と同じく「情報収集・整理」が8件
（28.6%）と多くなっていた。 
政令市等では最も多かったのは「研修・知識
や能力向上」で10件（45.5%）、続いて「連絡・
調整」9件（40.9%）で、次いで「イメージ・シ
ュミレーション」も8件（36.4%）となっていた。 
保健所では「研修・知識や能力向上」8件（30.
8%）、「分析・判断・方針決定・評価」7件（2
6.9%）、「連絡・調整」6件（23.1%）の順であ
った。 
市町村では全体と同様に「連絡・調整」「分
析・判断・方針決定・評価」の順に多かったが、
次いで多かったのは「地区診断・地域の状況把
握」12件（19.7%）であり、他の群よりも高い
割合であった（表18)。 
 
 
２）自身の能力育成の場面や経験 
自身がどのような場面や経験を通して統括
保健師としての災害に対する能力を高めてい
るか、また、どのような場面や経験があれば、
統括保健師としての災害に対する能力が身に
つくと思うかを自由記載で尋ねた。 
自由記載の結果を内容ごとに分類し、それぞれ
の内容について記載された件数をカウントし
た。複数の内容が記載された場合には、それぞ
れの内容でカウントした。 
 
回答があったものは都道府県22件（78.6%）、
政令市等18件（81.8%）、保健所21件（80.8%）、
市町村41件（67.2%）であり、他の群と比較し
て市町村が少なかった。 
全体で最も多かった項目は「研修受講」に関す
る内容で、政令市等では6割以上、その他の群
でも3割以上の回答があった。次に多かったの
は「災害派遣・調整とその情報共有」で、保健
所では5割以上、都道府県では4割以上、政令市
等では3割以上、市町村では2割以上の記載があ
った。 
その他に、都道府県では「シミュレーション・ 
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表18 統括保健師の災害時の対応能力育成の
ためスタッフの段階から蓄積すべき能力 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
当事者として検討」「本やマニュアル等による
机上学習」が7件（25.0%）と多くなっていた。 
政令市等ではその他に「訓練」が5件（22.7%）

と多かった。 
保健所では「災害派遣・調整とその情報共有」
が14件（53.8%）で最も多く、次いで「研修受
講」9件（34.6%）、「訓練」8件（30.8%）が続
いた。 
市町村では「研修受講」21件（34.4%）に次い
で「訓練」20件（32.8%）、「災害派遣・調整
とその情報共有」16件（26.2%）となっていた(表
19)。 
 
表19 統括保健師としての災害に対する自身
の能力育成（場面や経験） 
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３）所属組織における能力育成（実施内容等） 
所属組織において統括保健師としての災害
に対する能力を育成するために実際に行って
いることや役立っていると思うことを自由記
載でたずねた。 
自由記載の結果を内容ごとに分類し、それぞれ
の内容について記載された件数をカウントし
た。複数の内容が記載された場合には、それぞ
れの内容でカウントした。 
回答があったものは都道府県20件（71.4%）、
政令市等15件（68.2%）、保健所19件（73.1%）、
市町村37件（60.7%）であった。 
全体で最も多かった項目は「研修・訓練企画」
「研修受講・情報収集」で、2割を超えていた。 
都道府県では「研修・訓練企画」「研修受講・
情報収集」「災害派遣・調整とその情報共有」
が5件（17.9%）で最も多かった。 
政令市等では「研修・訓練企画」が6件（27.3%）
で最も多く、次いで「研修受講・情報収集」「マ
ニュアル作成・見直し」が5件（22.7%）となっ
ていた。 
保健所では最も多かったのは「災害派遣・調整
とその情報共有」で9件（34.6%）、次いで「研
修・訓練企画」8件（30.8%）、「訓練」6件（2
3.1%）であった。 
市町村では「研修受講・情報収集」が13件（2
1.3%）で最も多く、次いで「研修・訓練企画」
「他部署・他機関や地域との連携」が各11件（1
8.0%）となっていた。 
(表20)。 
 
 
Ｄ．考察 
１．災害時における統括保健師のコンピテンシ
ー 
統括保健師の災害時のコンピテンシーに関
する意見調査では、「とても重要である」「重
要である」との回答が、都道府県、保健所設置
市、保健所、市町村の所属別のいずれにおいて
も、多くを占めたが、とくに「とても重要であ
る」の回答が多かった項目内容について、以下
の特徴があった。 
リーダーシップに関する項目では、「(2)活動
方針と指示命令系統を明確にすることができ
る」「(4)応援要請の判断と迅速な決定ができ
る」「(5)優先性の高い事項（順位）の決定、
判断ができる」「(7)上層部の指示に基づき、
状況（予測・想定を含む）に応じた迅速な意思
決定、決断ができる」「(26)統括的役割の遂行
（冷静・的確な意思決定、活動の共有、災害対
策本部等への進言）ができる」であった。 
情報知識の形成と運用に関する項目では、「(2
8)情報集約と発信の担当者を定め、活動基盤と
なる情報が一元的に集まる体制をつくること
ができる」「(45)災害対策本部との連携により
情報収集を図ることができる」「(59)被災後の
変化する状況に応じて重要な課題、優先的に取
り組むべき課題を見出すことができる」「(60)
収集した情報から支援必要量や内容を算定す
ることができる」「(71)情報分析結果から必要
な対策の推進のため関係部署や、上層部への説
明を行い、施策化への了解を得ることができ
る」であった。 

表20 所属組織における統括保健師としての
災害に対する能力育成（実施内容等） 
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所属別では以下の特徴があった。都道府県は
「(4)応援要請の判断と迅速な決定ができる」
「(59)被災後の変化する状況に応じて重要な
課題、優先的に取り組むべき課題を見出すこと
ができる」「(60)収集した情報から支援必要量
や内容を算定することができる」が、他の所属
に比べて「とても重要である」の回答が多い傾
向であった。 
政令市は「(5)優先性の高い事項（順位）の決
定、判断ができる」「(28)情報集約と発信の担
当者を定め、活動基盤となる情報が一元的に集
まる体制をつくることができる」の回答が多か
った。 
保健所は「(7)上層部の指示に基づき、状況
（予測・想定を含む）に応じた迅速な意思決定、
決断ができる」「(71)情報分析結果から必要な
対策の推進のため関係部署や、上層部への説明
を行い、施策化への了解を得ることができる」
の回答が多かった 
市町村は「(14)支援従事者間の支援の統一、
連携のための体制整備を行うことができる」
「(45)災害対策本部との連携により情報収集
を図ることができる」「(49)住民の状況に合わ
せて適切な情報源を選択することができる」に
ついて「とても重要である」の回答が多かった。 
災害時の保健活動経験の有無で比較すると、
災害時派遣・応援経験や統括的な保健師として
の災害対応の経験のある群のほうが「とても重
要である」と回答している割合が高い傾向があ
った。  
 
２．統括保健師の災害時の役割・権限、育成方
法における課題 
１）災害時に統括保健師が役割発揮する上での
課題 
「統括保健師の位置づけ・指揮系統」「統括
保健師の役割の周知・理解」「役割の明確化」
「能力・能力向上・人材育成」が挙げられた。 
２）統括保健師の災害時の対応能力育成のため
に必要なこと 
「連携・調整」「分析・判断・方針決定・評
価」が挙げられ、さらに市町村においては、「地
区診断・地域の状況把握」が示された。 
３．本調査から得られた知見と今後の取組課題 
 本調査を通じて、統括保健師の災害時のコン
ピテンシーを育成するために、その基盤として
必要不可欠となるのが、災害時における統括保
健師の配置、役割・権限といった、役割発揮の
ための体制であることが明確になった。 
災害に対する自治体の体制、国として整備を
進めている専門職派遣チーム、平時からの統括
保健師の育成研修等の動向とも関連づけなが
ら、まず、災害時における統括保健師の配置、
役割・権限について、本調査結果及び関係者と
の意見交換を進めることにより、災害時におけ
る統括保健師の役割、その役割機能を発揮でき
る体制を明確にしていく必要がある。 
災害時の統括保健師の役割機能の発揮のた
めの体制づくりの検討と並行して、災害時にお
ける統括保健師のコンピテンシーに基づいた
研修ガイド案の作成と、現場への適用によるマ
ニュアル・研修ガイドラインの検証を行う必要
がある。 

Ｅ．結論 
 災害時における統括保健師のコンピテンシ
ーの枠組み4領域・89項目を作成し、全国の都
道府県及び保健所設置市の本庁、大規模災害が
想定される３県の保健所及び市町村の統括保
健師255名を対象に、災害時における統括保健
師のコンピテンシー、役割・権限、育成方法に
ついて意見調査を行った。137名（53.7%）より
回答を得た。統括保健師の災害時のコンピテン
シーに関する意見調査では、「とても重要であ
る」「重要である」の回答が多くを占めた。課
題として、統括保健師の役割・権限・責任の明
文化と組織内（災害対策本部、保健福祉対策部
署内）での共有、統括保健師を支える体制、統
括保健師としての自覚、平時からの統括役割の
遂行、状況のイメージ力の形成、平時からの地
域及び住民に関する対象理解、平時からの関係
者との連携等が挙げられた。 
以上より、災害時に統括保健師が役割を発揮
する上で育成すべきコンピテンシーを明確に
するための根拠資料、災害時における統括役割
発揮に向けて充足すべき体制としてマニュア
ルに明記すべき内容を精査するための資料を
得ることができた。災害時における統括保健師
の役割の明確化、さらに配置、役割・権限とい
った、役割発揮のための体制づくりが基盤事項
として急務であり、それと並行して、災害時に
おける統括保健師のコンピテンシーに基づい
た研修のあり方を明確にしていく必要がある。 
 
Ｆ．健康危険情報 
なし 
Ｇ．研究発表 
なし 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 なし 
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資料 1-1 リーダーシップに関する項目 非常時の意思決定（全体）  

(1) ライフラインの被害状況、被災地の孤立状況、避難住民の状況等
から災害対応の長期化を予測することができる

(2) 活動方針と指示命令系統を明確にすることができる

(3) 行政機関としての災害支援のための組織的、継続的な活動体制を
構築することができる

(4) 応援要請の判断と迅速な決定ができる

(5) 優先性の高い事項（順位）の決定、判断ができる

(6) 専門職の知識・技術・経験の総合性を発揮することができる

(7) 上層部の指示に基づき、状況（予測・想定含む）に応じた早急な意
思決定、決断ができる

(8) 被災地の住民や支援従事者の意向に沿って活動が進むように上
層部との調整を図ることができる

(9) 市町村での判断の苦慮の状況に対し、県の協議の場を活用して方
針を確定させ、県からのトップダウンによる調整を図ることができる

(10) 復興期において保健福祉の枠を超えてビジョンを描くことができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 1-2 リーダーシップに関する項目 非常時の意思決定（所属群別）  

(1) ライフラインの被害状況、被
災地の孤立状況、避難住民の
状況等から災害対応の長期化
を予測することができる

(2) 活動方針と指示命令系統を
明確にすることができる

(3) 行政機関としての災害支援
のための組織的、継続的な活動
体制を構築することができる

(4) 応援要請の判断と迅速な決
定ができる

(5) 優先性の高い事項（順位）の
決定、判断ができる

(6) 専門職の知識・技術・経験の
総合性を発揮することができる

(7) 上層部の指示に基づき、状
況（予測・想定含む）に応じた早
急な意思決定、決断ができる

(8) 被災地の住民や支援従事者
の意向に沿って活動が進むよう
に上層部との調整を図ることが
できる

(9) 市町村での判断の苦慮の状
況に対し、県の協議の場を活用
して方針を確定させ、県からの
トップダウンによる調整を図るこ
とができる

(10) 復興期において保健福祉
の枠を超えてビジョンを描くこと
ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答

 



78 
 

資料 1-3 リーダーシップに関する項目 非常時の意思決定  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

(1) ライフラインの被害状況、被
災地の孤立状況、避難住民の
状況等から災害対応の長期化
を予測することができる

(2) 活動方針と指示命令系統を
明確にすることができる

(3) 行政機関としての災害支援
のための組織的、継続的な活動
体制を構築することができる

(4) 応援要請の判断と迅速な決
定ができる

(5) 優先性の高い事項（順位）の
決定、判断ができる

(6) 専門職の知識・技術・経験の
総合性を発揮することができる

(7) 上層部の指示に基づき、状
況（予測・想定含む）に応じた早
急な意思決定、決断ができる

(8) 被災地の住民や支援従事者
の意向に沿って活動が進むよう
に上層部との調整を図ることが
できる

(9) 市町村での判断の苦慮の状
況に対し、県の協議の場を活用
して方針を確定させ、県からの
トップダウンによる調整を図るこ
とができる

(10) 復興期において保健福祉
の枠を超えてビジョンを描くこと
ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答

 

                                  



78 
 

資料 1-4 リーダーシップに関する項目 非常時の意思決定  

（統括的な保健師としての災害対応経験の有無別の比較）  

(1) ライフラインの被害状況、被
災地の孤立状況、避難住民の
状況等から災害対応の長期化
を予測することができる

(2) 活動方針と指示命令系統を
明確にすることができる

(3) 行政機関としての災害支援
のための組織的、継続的な活動
体制を構築することができる

(4) 応援要請の判断と迅速な決
定ができる

(5) 優先性の高い事項（順位）の
決定、判断ができる

(6) 専門職の知識・技術・経験の
総合性を発揮することができる

(7) 上層部の指示に基づき、状
況（予測・想定含む）に応じた早
急な意思決定、決断ができる

(8) 被災地の住民や支援従事者
の意向に沿って活動が進むよう
に上層部との調整を図ることが
できる

(9) 市町村での判断の苦慮の状
況に対し、県の協議の場を活用
して方針を確定させ、県からの
トップダウンによる調整を図るこ
とができる

(10) 復興期において保健福祉
の枠を超えてビジョンを描くこと
ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 2-1 リーダーシップに関する項目 自己と他者の行動の管理・すべての人々や文化の尊重  

（全体）  

 

(11) 活動目的の共有と、役割分担、意思統一が図ることができる

(12) 支援従事者からの問題提起、積極的な提案を踏まえた方針決
定、合意形成をはかることができる

(13) 課題解決に向けて支援従事者間の気運を高めることができる

(14) 支援従事者間の支援の統一、連携のための体制整備を行うこと
ができる

(15) 協働する他者の感情と考えの理解、協働する他者の言葉で示さ
れない問題への気づきと支援について考慮できる

(16) 被災自治体の災害対応経験、マンパワー、組織内での保健師の
立場をアセスメントし、補完・代行すべき（補完・代行の支援を受けるべ
き）市町村の保健活動業務の内容を判断できる

(17) マンパワー提供による被災地への直接支援と市町村の統括保健
師の後方支援のそれぞれについて支援方針を立案できる（それぞれの
支援を受けるために情報提供できる）

(18) 支援者の交代時に活動の引き継ぎが確実に実施できる体制を整
備できる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答

 



78 
 

資料 2-2 リーダーシップに関する項目 自己と他者の行動の管理・すべての人々や文化の尊重 

（所属群別）  

(12) 支援従事者からの問題提起、積極的な提
案を踏まえた方針決定、合意形成をはかること
ができる

(11) 活動目的の共有と、役割分担、意思統一
が図ることができる

(13) 課題解決に向けて支援従事者間の気運を
高めることができる

(14) 支援従事者間の支援の統一、連携のため
の体制整備を行うことができる

(15) 協働する他者の感情と考えの理解、協働
する他者の言葉で示されない問題への気づき
と支援について考慮できる

(16) 被災自治体の災害対応経験、マンパ
ワー、組織内での保健師の立場をアセスメント
し、補完・代行すべき（補完・代行の支援を受け
るべき）市町村の保健活動業務の内容を判断
できる

(17) マンパワー提供による被災地への直接支
援と市町村の統括保健師の後方支援のそれ
ぞれについて支援方針を立案できる（それぞれ
の支援を受けるために情報提供できる）

(18) 支援者の交代時に活動の引き継ぎが確
実に実施できる体制を整備できる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 2-3 リーダーシップに関する項目 自己と他者の行動の管理・すべての人々や文化の尊重  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

   

(12) 支援従事者からの問題提起、積極的な提
案を踏まえた方針決定、合意形成をはかること
ができる

(11) 活動目的の共有と、役割分担、意思統一
が図ることができる

(13) 課題解決に向けて支援従事者間の気運を
高めることができる

(14) 支援従事者間の支援の統一、連携のため
の体制整備を行うことができる

(15) 協働する他者の感情と考えの理解、協働
する他者の言葉で示されない問題への気づき
と支援について考慮できる

(16) 被災自治体の災害対応経験、マンパ
ワー、組織内での保健師の立場をアセスメント
し、補完・代行すべき（補完・代行の支援を受け
るべき）市町村の保健活動業務の内容を判断
できる

(17) マンパワー提供による被災地への直接支
援と市町村の統括保健師の後方支援のそれ
ぞれについて支援方針を立案できる（それぞれ
の支援を受けるために情報提供できる）

(18) 支援者の交代時に活動の引き継ぎが確
実に実施できる体制を整備できる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 

 
資  



78 
 

資料 2-4 リーダーシップに関する項目 自己と他者の行動の管理・すべての人々や文化の尊重  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

   

(12) 支援従事者からの問題提起、積極的な提
案を踏まえた方針決定、合意形成をはかること
ができる

(11) 活動目的の共有と、役割分担、意思統一
が図ることができる

(13) 課題解決に向けて支援従事者間の気運を
高めることができる

(14) 支援従事者間の支援の統一、連携のため
の体制整備を行うことができる

(15) 協働する他者の感情と考えの理解、協働
する他者の言葉で示されない問題への気づき
と支援について考慮できる

(16) 被災自治体の災害対応経験、マンパ
ワー、組織内での保健師の立場をアセスメント
し、補完・代行すべき（補完・代行の支援を受け
るべき）市町村の保健活動業務の内容を判断
できる

(17) マンパワー提供による被災地への直接支
援と市町村の統括保健師の後方支援のそれ
ぞれについて支援方針を立案できる（それぞれ
の支援を受けるために情報提供できる）

(18) 支援者の交代時に活動の引き継ぎが確
実に実施できる体制を整備できる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 



78 
 

資料 3-1 リーダーシップに関する項目 組織内外の関係者との協働の促進（全体）  

 

 

(19) 公衆衛生を基本とした広域的な保健活動を行うために情報の共
有、目標の確認、各役割の明確化に向けて必要な調整を行うことがで
きる

(20) 課題解決に向けたマンパワーの有効活用（受援）のためのコー
ディネート機能、連携システムの確立ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答

 
 

 

 

 

 

 

 

 
資料 3-2 リーダーシップに関する項目 組織内外の関係者との協働の促進（所属群別）  

(19) 公衆衛生を基本とした広域
的な保健活動を行うために情報
の共有、目標の確認、各役割の
明確化に向けて必要な調整を行
うことができる

(20) 課題解決に向けたマンパ
ワーの有効活用（受援）のため
のコーディネート機能、連携シス
テムの確立ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 



78 
 

資料 3-3 リーダーシップに関する項目 組織内外の関係者との協働の促進  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較  

(19) 公衆衛生を基本とした広域
的な保健活動を行うために情報
の共有、目標の確認、各役割の
明確化に向けて必要な調整を行
うことができる

(20) 課題解決に向けたマンパ
ワーの有効活用（受援）のため
のコーディネート機能、連携シス
テムの確立ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 

 

 

 
資料 3-4 リーダーシップに関する項目 組織内外の関係者との協働の促進  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

(19) 公衆衛生を基本とした広域
的な保健活動を行うために情報
の共有、目標の確認、各役割の
明確化に向けて必要な調整を行
うことができる

(20) 課題解決に向けたマンパ
ワーの有効活用（受援）のため
のコーディネート機能、連携シス
テムの確立ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答

 



78 
 

資料 4-1 リーダーシップに関する項目 変化する状況への持続的対応（全体）  

 

 

(21)　支援ニーズや、マンパワーに応じた臨機応変な活動体制の推進
（県内、市町村内の応援体制構築を含む）ができる

(22) 指示命令系統、他分野との活動重複、サービスの浸透具合を評
価し、体制面の改善点を探ることができる

(23)　被災地ニーズに応じた必要な対策の企画、運営ができる

(24)　定期的な活動の検証、方向性の確認による重点項目の設定がで
きる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答

 
 

 

 

 
資料 4-2 リーダーシップに関する項目 変化する状況への持続的対応（所属群別）  

(24)　定期的な活動の検証、方
向性の確認による重点項目の設
定ができる

(21)　支援ニーズや、マンパワー
に応じた臨機応変な活動体制の
推進（県内、市町村内の応援体
制構築を含む）ができる

(22) 指示命令系統、他分野との
活動重複、サービスの浸透具合
を評価し、体制面の改善点を探
ることができる

(23)　被災地ニーズに応じた必
要な対策の企画、運営ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答

 



78 
 

資料 4-3 リーダーシップに関する項目 変化する状況への持続的対応  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

 

(24)　定期的な活動の検証、方
向性の確認による重点項目の設
定ができる

(21)　支援ニーズや、マンパワー
に応じた臨機応変な活動体制の
推進（県内、市町村内の応援体
制構築を含む）ができる

(22) 指示命令系統、他分野との
活動重複、サービスの浸透具合
を評価し、体制面の改善点を探
ることができる

(23)　被災地ニーズに応じた必
要な対策の企画、運営ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答

 

 
資料 4-4 リーダーシップに関する項目 変化する状況への持続的対応  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

(24)　定期的な活動の検証、方
向性の確認による重点項目の設
定ができる

(21)　支援ニーズや、マンパワー
に応じた臨機応変な活動体制の
推進（県内、市町村内の応援体
制構築を含む）ができる

(22) 指示命令系統、他分野との
活動重複、サービスの浸透具合
を評価し、体制面の改善点を探
ることができる

(23)　被災地ニーズに応じた必
要な対策の企画、運営ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 5-1 リーダーシップに関する項目 自己の役割権限の遵守（全体）  

(25） 責任範囲とする活動全体の動き方の計画（1日単位及び当面半
年間）の提示ができる

(26)　統括的役割の遂行（冷静・的確な意思決定、活動の共有、災害
対策本部等への進言）ができる

(27) 災害時に公衆衛生の観点をもって迅速に対策に取り組めるよう、
保健師等の専門職が災害対策会議に参画できるシステムの検討と提
案ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料 5-2 リーダーシップに関する項目 自己の役割権限の遵守（所属群別）  

(25） 責任範囲とする活動全体
の動き方の計画（1日単位及び
当面半年間）の提示ができる

(26)　統括的役割の遂行（冷静・
的確な意思決定、活動の共有、
災害対策本部等への進言）がで
きる

(27) 災害時に公衆衛生の観点
をもって迅速に対策に取り組め
るよう、保健師等の専門職が災
害対策会議に参画できるシステ
ムの検討と提案ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 



78 
 

資料 5-3 リーダーシップに関する項目 自己の役割権限の遵守  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

 

(25） 責任範囲とする活動全体
の動き方の計画（1日単位及び
当面半年間）の提示ができる

(26)　統括的役割の遂行（冷静・
的確な意思決定、活動の共有、
災害対策本部等への進言）がで
きる

(27) 災害時に公衆衛生の観点
をもって迅速に対策に取り組め
るよう、保健師等の専門職が災
害対策会議に参画できるシステ
ムの検討と提案ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 
 

 

 
資料 5-4 リーダーシップに関する項目 自己の役割権限の遵守  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

 

(25） 責任範囲とする活動全体
の動き方の計画（1日単位及び
当面半年間）の提示ができる

(26)　統括的役割の遂行（冷静・
的確な意思決定、活動の共有、
災害対策本部等への進言）がで
きる

(27) 災害時に公衆衛生の観点
をもって迅速に対策に取り組め
るよう、保健師等の専門職が災
害対策会議に参画できるシステ
ムの検討と提案ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 6-1 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集の努力の指向力（全体）  

 

 

(28) 情報集約と発信の担当者を定め、活動基盤となる情報が一元的
に集まる体制をつくることができる

(29) 積極的かつ直接的に情報把握すべき地域と情報内容の焦点化及
びチーム編成を行うことができる

（30） 被害が甚大な地域の情報を住民及び保健師から直接得る手段
を開拓することができる

(31) 現場で活動している外部支援チームから情報が入る体制をつくる
ことができる

(32) ミーティングや支援チーム等からの報告をルール化することにより
1日の活動終了後に情報が集まる仕組みを構築することができる

(33) 所属組織の災害時の役割機能の観点から活動に役立てるべき情
報を収集し活動に反映させることができる

(34) 関係者から入手した情報を手掛かりに地域全体を指向した情報の
探索ができる

(35) 事業委託機関、医療従事者及び社協等の地域資源の被災状況と
活動再開状況の把握を指向することができる

(36) 避難者のうち要援護者の状況について行政が保有している既存
情報を活用することができる

(37) 健康調査の企画・実施・活用の体制をつくり、推進することができ
る

(38) 感染症対策のために必要な調査の企画ができる

(39) 外部支援の必要性の判断のため具体的な情報収集方法の検討
や工夫を図ることができる

(40) 時間経過に応じた対策の検討のため、継続的な情報収集、モニタ
リングができる

(41) 自治体の災害対策本部等の意思決定の場に保健師が参画できる
ように行政的な位置づけを図ることができる

(42) 非常時には平時の思考枠を外さなければならない局面が随所に
あることを意識することができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 6-2 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集の努力の指向力（所属群別）

 

(36) 避難者のうち要援護者の状
況について行政が保有している
既存情報を活用することができ
る

(28) 情報集約と発信の担当者を
定め、活動基盤となる情報が一
元的に集まる体制をつくることが
できる

(29) 積極的かつ直接的に情報
把握すべき地域と情報内容の焦
点化及びチーム編成を行うこと
ができる

（30） 被害が甚大な地域の情報
を住民及び保健師から直接得る
手段を開拓することができる

(31) 現場で活動している外部支
援チームから情報が入る体制を
つくることができる

(32) ミーティングや支援チーム
等からの報告をルール化するこ
とにより1日の活動終了後に情
報が集まる仕組みを構築するこ
とができる

(33) 所属組織の災害時の役割
機能の観点から活動に役立てる
べき情報を収集し活動に反映さ
せることができる

(34) 関係者から入手した情報を
手掛かりに地域全体を指向した
情報の探索ができる

(35) 事業委託機関、医療従事
者及び社協等の地域資源の被
災状況と活動再開状況の把握を
指向することができる

(37) 健康調査の企画・実施・活
用の体制をつくり、推進すること
ができる

(38) 感染症対策のために必要
な調査の企画ができる

(39) 外部支援の必要性の判断
のため具体的な情報収集方法
の検討や工夫を図ることができ
る

(40) 時間経過に応じた対策の検
討のため、継続的な情報収集、
モニタリングができる

(41) 自治体の災害対策本部等
の意思決定の場に保健師が参
画できるように行政的な位置づ
けを図ることができる

(42) 非常時には平時の思考枠
を外さなければならない局面が
随所にあることを意識することが
できる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 6-3 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集の努力の指向力  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

(36) 避難者のうち要援護者の状
況について行政が保有している
既存情報を活用することができ
る

(28) 情報集約と発信の担当者を
定め、活動基盤となる情報が一
元的に集まる体制をつくることが
できる

(29) 積極的かつ直接的に情報
把握すべき地域と情報内容の焦
点化及びチーム編成を行うこと
ができる

（30） 被害が甚大な地域の情報
を住民及び保健師から直接得る
手段を開拓することができる

(31) 現場で活動している外部支
援チームから情報が入る体制を
つくることができる

(32) ミーティングや支援チーム
等からの報告をルール化するこ
とにより1日の活動終了後に情
報が集まる仕組みを構築するこ
とができる

(33) 所属組織の災害時の役割
機能の観点から活動に役立てる
べき情報を収集し活動に反映さ
せることができる

(34) 関係者から入手した情報を
手掛かりに地域全体を指向した
情報の探索ができる

(35) 事業委託機関、医療従事
者及び社協等の地域資源の被
災状況と活動再開状況の把握を
指向することができる

(37) 健康調査の企画・実施・活
用の体制をつくり、推進すること
ができる

(38) 感染症対策のために必要
な調査の企画ができる

(39) 外部支援の必要性の判断
のため具体的な情報収集方法
の検討や工夫を図ることができ
る

(40) 時間経過に応じた対策の検
討のため、継続的な情報収集、
モニタリングができる

(41) 自治体の災害対策本部等
の意思決定の場に保健師が参
画できるように行政的な位置づ
けを図ることができる

(42) 非常時には平時の思考枠
を外さなければならない局面が
随所にあることを意識することが
できる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 6-4 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集の努力の指向力  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

(36) 避難者のうち要援護者の状
況について行政が保有している
既存情報を活用することができ
る

(28) 情報集約と発信の担当者を
定め、活動基盤となる情報が一
元的に集まる体制をつくることが
できる

(29) 積極的かつ直接的に情報
把握すべき地域と情報内容の焦
点化及びチーム編成を行うこと
ができる

（30） 被害が甚大な地域の情報
を住民及び保健師から直接得る
手段を開拓することができる

(31) 現場で活動している外部支
援チームから情報が入る体制を
つくることができる

(32) ミーティングや支援チーム
等からの報告をルール化するこ
とにより1日の活動終了後に情
報が集まる仕組みを構築するこ
とができる

(33) 所属組織の災害時の役割
機能の観点から活動に役立てる
べき情報を収集し活動に反映さ
せることができる

(34) 関係者から入手した情報を
手掛かりに地域全体を指向した
情報の探索ができる

(35) 事業委託機関、医療従事
者及び社協等の地域資源の被
災状況と活動再開状況の把握を
指向することができる

(37) 健康調査の企画・実施・活
用の体制をつくり、推進すること
ができる

(38) 感染症対策のために必要
な調査の企画ができる

(39) 外部支援の必要性の判断
のため具体的な情報収集方法
の検討や工夫を図ることができ
る

(40) 時間経過に応じた対策の検
討のため、継続的な情報収集、
モニタリングができる

(41) 自治体の災害対策本部等
の意思決定の場に保健師が参
画できるように行政的な位置づ
けを図ることができる

(42) 非常時には平時の思考枠
を外さなければならない局面が
随所にあることを意識することが
できる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 7-1 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集力（全体）  

 

(43) 自分が把握すべき情報と情報収集源を認識し、情報収集すること
ができる

(44) 職員の出勤状況などアウトリーチによる断片的な情報の統合から
状況を判断することができる

(45) 災害対策本部との連携により情報収集を図ることができる

(46) 孤立地域等、保健師単独で接近が困難な地域に対しては自衛隊
の救護チームに同行する等の手段を開拓し活用することができる

(47) 緊急対応が想定される関係部署職員との協働支援による情報収
集、対応の指示ができる

(48) 調査規模、実現可能性を検討した上で情報収集の方法を検討で
きる（一次スクリーニングは派遣支援者、二次スクリーニングは地元保
健師など）

(49) 住民の状況に合わせて適切な情報源を選択することができる

(50) 地域資源について情報収集することができる

(51) 健康支援ニーズ、支援活動量の算定のために報告様式、記録様
式を定めて情報を収集することができる

(52) 情報収集や連絡が困難な場合は出向いて確認するよう指示を出
すことができる

（53) 関係者会議の早期開催により情報収集、関係者間の共有を図る
ことができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 7-2 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集力（所属群別）  

 

(48) 調査規模、実現可能性を検
討した上で情報収集の方法を検
討できる（一次スクリーニングは
派遣支援者、二次スクリーニン
グは地元保健師など）

(43) 自分が把握すべき情報と情
報収集源を認識し、情報収集す
ることができる

(44) 職員の出勤状況などアウト
リーチによる断片的な情報の統
合から状況を判断することがで
きる

(45) 災害対策本部との連携によ
り情報収集を図ることができる

(46) 孤立地域等、保健師単独で
接近が困難な地域に対しては自
衛隊の救護チームに同行する
等の手段を開拓し活用すること
ができる

(47) 緊急対応が想定される関係
部署職員との協働支援による情
報収集、対応の指示ができる

(49) 住民の状況に合わせて適
切な情報源を選択することがで
きる

(50) 地域資源について情報収
集することができる

(51) 健康支援ニーズ、支援活動
量の算定のために報告様式、記
録様式を定めて情報を収集する
ことができる

(52) 情報収集や連絡が困難な
場合は出向いて確認するよう指
示を出すことができる

（53) 関係者会議の早期開催に
より情報収集、関係者間の共有
を図ることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 7-3 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集力  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

(48) 調査規模、実現可能性を検
討した上で情報収集の方法を検
討できる（一次スクリーニングは
派遣支援者、二次スクリーニン
グは地元保健師など）

(43) 自分が把握すべき情報と情
報収集源を認識し、情報収集す
ることができる

(44) 職員の出勤状況などアウト
リーチによる断片的な情報の統
合から状況を判断することがで
きる

(45) 災害対策本部との連携によ
り情報収集を図ることができる

(46) 孤立地域等、保健師単独で
接近が困難な地域に対しては自
衛隊の救護チームに同行する
等の手段を開拓し活用すること
ができる

(47) 緊急対応が想定される関係
部署職員との協働支援による情
報収集、対応の指示ができる

(49) 住民の状況に合わせて適
切な情報源を選択することがで
きる

(50) 地域資源について情報収
集することができる

(51) 健康支援ニーズ、支援活動
量の算定のために報告様式、記
録様式を定めて情報を収集する
ことができる

(52) 情報収集や連絡が困難な
場合は出向いて確認するよう指
示を出すことができる

（53) 関係者会議の早期開催に
より情報収集、関係者間の共有
を図ることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 7-4 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収集力  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

 

(48) 調査規模、実現可能性を検
討した上で情報収集の方法を検
討できる（一次スクリーニングは
派遣支援者、二次スクリーニン
グは地元保健師など）

(43) 自分が把握すべき情報と情
報収集源を認識し、情報収集す
ることができる

(44) 職員の出勤状況などアウト
リーチによる断片的な情報の統
合から状況を判断することがで
きる

(45) 災害対策本部との連携によ
り情報収集を図ることができる

(46) 孤立地域等、保健師単独で
接近が困難な地域に対しては自
衛隊の救護チームに同行する
等の手段を開拓し活用すること
ができる

(47) 緊急対応が想定される関係
部署職員との協働支援による情
報収集、対応の指示ができる

(49) 住民の状況に合わせて適
切な情報源を選択することがで
きる

(50) 地域資源について情報収
集することができる

(51) 健康支援ニーズ、支援活動
量の算定のために報告様式、記
録様式を定めて情報を収集する
ことができる

(52) 情報収集や連絡が困難な
場合は出向いて確認するよう指
示を出すことができる

（53) 関係者会議の早期開催に
より情報収集、関係者間の共有
を図ることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 8-1 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収の分析力（全体）  

 

(54) 平時の保健師活動や過去の経験を活かして状況を把握すること
ができる

(55) 被災前後の状況の差を発見することができる

(56) 被災前の住民の健康課題と被災後の避難生活を関連づけて分析
することができる

(57) 庁内のどの部署にどのような情報を伝えるとどの問題が解決され
るかを意識して分析することができる

(58) 平時の活動での蓄積を基に地区の誰に還元したらよいか分析す
ることができる

（59） 被災後の変化する状況に応じて重要な課題、優先的に取り組む
べき課題を見出すことができる

(60) 収集した情報から支援必要量や内容を算定することができる

(61) 健康調査等の結果から地元保健師の実施すべき活動内容と応援
保健師等支援者への依頼内容と、各々の優先順位を分析することが
できる

(62) 優先順位や効率性について整理し、限られた資源の中でどれだけ
パフォーマンスを上げることができるか考えることができる

(63） 調査統計、分析に地元研究機関（大学）等の活用を図ることがで
きる

(64) 被災者のみならず住民全体の支援ニーズﾞを分析することができ
る

(65) 多岐にわたる複雑な問題や状況を系統的に分解し、いくつかの解
決策を見出すことができる

(66) 所内会議を開催し、課題抽出と今後の活動見通しについて検討を
進めることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 8-2 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収の分析力（所属群別）  

 

 

 

 

(60) 収集した情報から支援必要
量や内容を算定することができ
る

(54) 平時の保健師活動や過去
の経験を活かして状況を把握す
ることができる

(55) 被災前後の状況の差を発
見することができる

(56) 被災前の住民の健康課題
と被災後の避難生活を関連づけ
て分析することができる

(57) 庁内のどの部署にどのよう
な情報を伝えるとどの問題が解
決されるかを意識して分析する
ことができる

(58) 平時の活動での蓄積を基
に地区の誰に還元したらよいか
分析することができる

（59） 被災後の変化する状況に
応じて重要な課題、優先的に取
り組むべき課題を見出すことが
できる

(61) 健康調査等の結果から地
元保健師の実施すべき活動内
容と応援保健師等支援者への
依頼内容と、各々の優先順位を
分析することができる

(62) 優先順位や効率性につい
て整理し、限られた資源の中で
どれだけパフォーマンスを上げ
ることができるか考えることがで
きる

(63） 調査統計、分析に地元研
究機関（大学）等の活用を図るこ
とができる

(64) 被災者のみならず住民全
体の支援ニーズﾞを分析すること
ができる

(65) 多岐にわたる複雑な問題や
状況を系統的に分解し、いくつか
の解決策を見出すことができる

(66) 所内会議を開催し、課題抽
出と今後の活動見通しについて
検討を進めることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 8-3 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収の分析力  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

 

(60) 収集した情報から支援必要
量や内容を算定することができる

(54) 平時の保健師活動や過去の
経験を活かして状況を把握するこ
とができる

(55) 被災前後の状況の差を発見
することができる

(56) 被災前の住民の健康課題と
被災後の避難生活を関連づけて
分析することができる

(57) 庁内のどの部署にどのような
情報を伝えるとどの問題が解決さ
れるかを意識して分析することが
できる

(58) 平時の活動での蓄積を基に
地区の誰に還元したらよいか分析
することができる

（59） 被災後の変化する状況に応
じて重要な課題、優先的に取り組
むべき課題を見出すことができる

(61) 健康調査等の結果から地元
保健師の実施すべき活動内容と
応援保健師等支援者への依頼内
容と、各々の優先順位を分析する
ことができる

(62) 優先順位や効率性について
整理し、限られた資源の中でどれ
だけパフォーマンスを上げること
ができるか考えることができる

(63） 調査統計、分析に地元研究
機関（大学）等の活用を図ること
ができる

(64) 被災者のみならず住民全体
の支援ニーズﾞを分析することが
できる

(65) 多岐にわたる複雑な問題や
状況を系統的に分解し、いくつか
の解決策を見出すことができる

(66) 所内会議を開催し、課題抽
出と今後の活動見通しについて検
討を進めることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 8-4 情報知識の形成と運用に関する項目 情報収の分析力  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

 

(60) 収集した情報から支援必要
量や内容を算定することができる

(54) 平時の保健師活動や過去の
経験を活かして状況を把握するこ
とができる

(55) 被災前後の状況の差を発見
することができる

(56) 被災前の住民の健康課題と
被災後の避難生活を関連づけて
分析することができる

(57) 庁内のどの部署にどのよう
な情報を伝えるとどの問題が解
決されるかを意識して分析するこ
とができる

(58) 平時の活動での蓄積を基に
地区の誰に還元したらよいか分
析することができる

（59） 被災後の変化する状況に
応じて重要な課題、優先的に取り
組むべき課題を見出すことができ
る

(61) 健康調査等の結果から地元
保健師の実施すべき活動内容と
応援保健師等支援者への依頼内
容と、各々の優先順位を分析す
ることができる

(62) 優先順位や効率性について
整理し、限られた資源の中でどれ
だけパフォーマンスを上げること
ができるか考えることができる

(63） 調査統計、分析に地元研究
機関（大学）等の活用を図ること
ができる

(64) 被災者のみならず住民全体
の支援ニーズﾞを分析することが
できる

(65) 多岐にわたる複雑な問題や
状況を系統的に分解し、いくつか
の解決策を見出すことができる

(66) 所内会議を開催し、課題抽
出と今後の活動見通しについて
検討を進めることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 9-1 情報知識の形成と運用に関する項目 情報の使用・活用力（全体）  

 

(67) 得られた正確な情報を、行政、専門家、市民など関係者間で共有
し、相互に意思疎通を図ることができる

(68) 情報収集結果から、NPO等の民間団体を含め必要な関係部署へ
の連携、調整を図ることができる

(69) 情報分析結果から、重点支援を要する地域を明確にし、必要な組
織体制の構築、対策の推進に活用できる

(70) 応援の必要性に対して支援の授受に関与する相互の組織の意向
と目的を確認する調整を行うことができる

(71) 情報分析結果から必要な対策の推進のため関係部署や、上層部
への説明を行い、施策化への了解を得ることができる

(72) 住民に有効な情報を還元（普及啓発）できる仕組みの構築ができ
る

(73) 情報共有、対策検討の機会となる事業の早期再開や企画ができ
る

(74) 活動の経験知を継承することを目的に、実践経験の取りまとめと、
その活用ができる（報告集作成、研修会企画等）

(75) 国・県・市町村の災害時の行政連絡ルートの確保と共に実態を踏
まえた連絡の新たな仕組みを創ることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料 9-2 情報知識の形成と運用に関する項目 情報の使用・活用力（所属群別）  

(72) 住民に有効な情報を還元
（普及啓発）できる仕組みの構築
ができる

(67) 得られた正確な情報を、行
政、専門家、市民など関係者間
で共有し、相互に意思疎通を図
ることができる

(68) 情報収集結果から、NPO等
の民間団体を含め必要な関係
部署への連携、調整を図ること
ができる

(69) 情報分析結果から、重点支
援を要する地域を明確にし、必
要な組織体制の構築、対策の推
進に活用できる

(70) 応援の必要性に対して支援
の授受に関与する相互の組織
の意向と目的を確認する調整を
行うことができる

(71) 情報分析結果から必要な
対策の推進のため関係部署や、
上層部への説明を行い、施策化
への了解を得ることができる

(73) 情報共有、対策検討の機
会となる事業の早期再開や企画
ができる

(74) 活動の経験知を継承するこ
とを目的に、実践経験の取りまと
めと、その活用ができる（報告集
作成、研修会企画等）

(75) 国・県・市町村の災害時の
行政連絡ルートの確保と共に実
態を踏まえた連絡の新たな仕組
みを創ることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 9-3 情報知識の形成と運用に関する項目 情報の使用・活用力  

（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

(72) 住民に有効な情報を還元（普
及啓発）できる仕組みの構築がで
きる

(67) 得られた正確な情報を、行
政、専門家、市民など関係者間で
共有し、相互に意思疎通を図るこ
とができる

(68) 情報収集結果から、NPO等
の民間団体を含め必要な関係部
署への連携、調整を図ることがで
きる

(69) 情報分析結果から、重点支
援を要する地域を明確にし、必要
な組織体制の構築、対策の推進
に活用できる

(70) 応援の必要性に対して支援
の授受に関与する相互の組織の
意向と目的を確認する調整を行う
ことができる

(71) 情報分析結果から必要な対
策の推進のため関係部署や、上
層部への説明を行い、施策化へ
の了解を得ることができる

(73) 情報共有、対策検討の機会
となる事業の早期再開や企画が
できる

(74) 活動の経験知を継承するこ
とを目的に、実践経験の取りまと
めと、その活用ができる（報告集
作成、研修会企画等）

(75) 国・県・市町村の災害時の行
政連絡ルートの確保と共に実態を
踏まえた連絡の新たな仕組みを
創ることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 9-4 情報知識の形成と運用に関する項目 情報の使用・活用力  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

(72) 住民に有効な情報を還元
（普及啓発）できる仕組みの構築
ができる

(67) 得られた正確な情報を、行
政、専門家、市民など関係者間
で共有し、相互に意思疎通を図る
ことができる

(68) 情報収集結果から、NPO等
の民間団体を含め必要な関係部
署への連携、調整を図ることがで
きる

(69) 情報分析結果から、重点支
援を要する地域を明確にし、必要
な組織体制の構築、対策の推進
に活用できる

(70) 応援の必要性に対して支援
の授受に関与する相互の組織の
意向と目的を確認する調整を行う
ことができる

(71) 情報分析結果から必要な対
策の推進のため関係部署や、上
層部への説明を行い、施策化へ
の了解を得ることができる

(73) 情報共有、対策検討の機会
となる事業の早期再開や企画が
できる

(74) 活動の経験知を継承するこ
とを目的に、実践経験の取りまと
めと、その活用ができる（報告集
作成、研修会企画等）

(75) 国・県・市町村の災害時の行
政連絡ルートの確保と共に実態
を踏まえた連絡の新たな仕組み
を創ることができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答

 



78 
 

資料 10-1 計画策定と推進に関する項目（全体）  

 

(76) 状況変化やスピードに応じたPDCAの展開を図ることができる

(77) 被災の影響や格差を考慮した対策を講じることができる

(78) 中長期的な活動方針の検討と、活動推進のために関係機関及び
住民組織との連携、調整を図ることができる

(79) 想定される対策推進に必要な予算措置、事業化・施策化のための
粘り強い交渉を行うことができる

(80) 通常業務再開の準備・調整と推進、被災状況や被災後のマンパ
ワーを考慮して事業を企画することができる

(81) 派遣支援経験を活かした自組織における災害対策の強化（マニュ
アル、研修など）を図ることができる

(82) 統括的立場の保健師の補佐を配置し、中枢機能の強化を図ること
ができる

(83) 災害時公衆衛生対策チームのような外部の専門家チームを活用
することより、保健活動の見通しを立てることができる

(84) 復興経過を見据えた対策の検討と推進ができる

(85) 復興期においてNPO等の民間を含め多様なネットワークをつくり、
住民が主体となれるよう支援することができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 10-2 計画策定と推進に関する項目（所属群別）  

(84) 復興経過を見据えた対策
の検討と推進ができる

(76) 状況変化やスピードに応じ
たPDCAの展開を図ることができ
る

(77) 被災の影響や格差を考慮し
た対策を講じることができる

(78) 中長期的な活動方針の検
討と、活動推進のために関係機
関及び住民組織との連携、調整
を図ることができる

(79) 想定される対策推進に必要
な予算措置、事業化・施策化の
ための粘り強い交渉を行うこと
ができる

(80) 通常業務再開の準備・調整
と推進、被災状況や被災後のマ
ンパワーを考慮して事業を企画
することができる

(81) 派遣支援経験を活かした自
組織における災害対策の強化
（マニュアル、研修など）を図るこ
とができる

(82) 統括的立場の保健師の補
佐を配置し、中枢機能の強化を
図ることができる

(83) 災害時公衆衛生対策チー
ムのような外部の専門家チーム
を活用することより、保健活動の
見通しを立てることができる

(85) 復興期においてNPO等の民
間を含め多様なネットワークをつ
くり、住民が主体となれるよう支
援することができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 10-3 計画策定と推進に関する項目（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

(84) 復興経過を見据えた対策の
検討と推進ができる

(76) 状況変化やスピードに応じた
PDCAの展開を図ることができる

(77) 被災の影響や格差を考慮し
た対策を講じることができる

(78) 中長期的な活動方針の検討
と、活動推進のために関係機関
及び住民組織との連携、調整を
図ることができる

(79) 想定される対策推進に必要
な予算措置、事業化・施策化のた
めの粘り強い交渉を行うことがで
きる

(80) 通常業務再開の準備・調整
と推進、被災状況や被災後のマン
パワーを考慮して事業を企画する
ことができる

(81) 派遣支援経験を活かした自
組織における災害対策の強化（マ
ニュアル、研修など）を図ることが
できる

(82) 統括的立場の保健師の補佐
を配置し、中枢機能の強化を図る
ことができる

(83) 災害時公衆衛生対策チーム
のような外部の専門家チームを活
用することより、保健活動の見通
しを立てることができる

(85) 復興期においてNPO等の民
間を含め多様なネットワークをつく
り、住民が主体となれるよう支援
することができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 10-4 計画策定と推進に関する項目（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比

較）  

(84) 復興経過を見据えた対策の
検討と推進ができる

(76) 状況変化やスピードに応じた
PDCAの展開を図ることができる

(77) 被災の影響や格差を考慮し
た対策を講じることができる

(78) 中長期的な活動方針の検討
と、活動推進のために関係機関
及び住民組織との連携、調整を
図ることができる

(79) 想定される対策推進に必要
な予算措置、事業化・施策化のた
めの粘り強い交渉を行うことがで
きる

(80) 通常業務再開の準備・調整
と推進、被災状況や被災後のマ
ンパワーを考慮して事業を企画
することができる

(81) 派遣支援経験を活かした自
組織における災害対策の強化（マ
ニュアル、研修など）を図ることが
できる

(82) 統括的立場の保健師の補佐
を配置し、中枢機能の強化を図る
ことができる

(83) 災害時公衆衛生対策チーム
のような外部の専門家チームを
活用することより、保健活動の見
通しを立てることができる

(85) 復興期においてNPO等の民
間を含め多様なネットワークをつ
くり、住民が主体となれるよう支援
することができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 11-1 職員の健康安全管理に関する項目（全体）  

 

(86) 職員や支援従事者の勤務・休息などの体制を整備することができ
る

(87) 健康管理の実施体制を整備することができる

(88) こころのケアの個別対応と普及啓発の企画、実施ができる

(89) 職員の健康管理に関して総務課職員との情報共有、対策の検討
と実施ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 
 

 

 

 

 
資料 11-2 職員の健康安全管理に関する項目（所属群別）  

(86) 職員や支援従事者の勤務・
休息などの体制を整備すること
ができる

(87) 健康管理の実施体制を整
備することができる

(88) こころのケアの個別対応と
普及啓発の企画、実施ができる

(89) 職員の健康管理に関して総
務課職員との情報共有、対策の
検討と実施ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

全体
都道府県
政令市等
保健所
市町村

とても重要である 重要である あまり重要でない

重要でない 該当しない 無回答
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資料 11-3 職員の健康安全管理に関する項目（災害時派遣・応援経験の有無別の比較）  

(86) 職員や支援従事者の勤務・
休息などの体制を整備することが
できる

(87) 健康管理の実施体制を整備
することができる

(88) こころのケアの個別対応と普
及啓発の企画、実施ができる

(89) 職員の健康管理に関して総
務課職員との情報共有、対策の
検討と実施ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

全体

派遣あり

派遣なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答

 
 

 
資料 11-4 職員の健康安全管理に関する項目  

（統括的な保健師としての災害対応の経験の有無別の比較）  

(86) 職員や支援従事者の勤務・
休息などの体制を整備すること
ができる

(87) 健康管理の実施体制を整備
することができる

(88) こころのケアの個別対応と
普及啓発の企画、実施ができる

(89) 職員の健康管理に関して総
務課職員との情報共有、対策の
検討と実施ができる

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

全体

統括経験あり

統括経験なし

とても重要である 重要である あまり重要でない
重要でない 該当しない 無回答
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資料12 調査票 

ID        
平成28年度厚生労働科学研究費補助金 健康安全・危機管理対策総合研究事業（研究代表者 宮﨑美砂子） 

「災害対策における地域保健活動推進のための管理体制運用マニュアル実用化研究」（H28－健危－一般－004） 

 

 

 

 

 

 

 

調査票 
（全部で９ページあります） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

調査票記入後は、返信用封筒に以下を入れて 
平成29年1月31日（火）までに 返送くださいますよう、お願い申し上げます。 
 
□ 本調査票 
□ 別紙（調査結果報告書の送付希望書）※送付を希望される場合 

 
 
 

統括的役割を担う保健師の災害時のコンピテンシー  

（実践能力）、役割・権限、育成方法に関する意見調査 

【問合せ先】 千葉大学大学院看護学研究科 地域創成看護学分野・地域看護学領域  

（研究代表者）宮﨑  美砂子   Email：miyamisa@faculty.chiba-u.jp 
（事務局）  形部 直子       Email：gyobu@chiba-u.jp  

〒260-8672 千葉市中央区亥鼻１－８－１ TEL：043-226-2435 FAX：043-226-2435 
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Ⅰ．あなたご自身についてうかがいます。該当する記号に○を付けてください。 

 

１）所属（勤務場所） 
1. 都道府県の本庁   2. 指定都市・中核市・政令市の本庁 

3. 保健所       4. 市町村 

２）年代 1. 30歳代   2. 40歳代   3. 50歳代   4. 60歳代   5. その他 

３）あなたの保健師としての
経験年数 

1. 10年未満     2. 10年から 20年未満     3. 20年以上 

４）現在の所属部署 

1. 保健部門      2. 保健福祉部門 
3. 福祉部門（児童・高齢者・障害者等）  4.介護保険部門 
5. 企画調整部門    6. 危機管理部門（感染症対策、防災対策を含む） 
7. その他（                          ）  

５）職位 
（相当するものを回答ください） 

1. 部局長級  2. 次長級  3. 課長級  4. 課長補佐級  5. 係長級 
6. その他  

６）統括的役割を担う 
保健師としての経験年数 

1. 1年   2. 2年～5年   3. 6年～9年   4. 10年以上 

７）あなた自身の災害時 
保健活動経験の有無 

(1) 被災現地の立場としての経験           1. あり   2. なし 
(2) 派遣者・応援者としての経験           1. あり   2. なし 
(3) 統括的な保健師としての災害対応の経験（調整等） 1. あり   2. なし 

 
 

Ⅱ．所属組織における統括保健師の平時の体制についてうかがいます。 

該当する箇所に数字を記入、または〇を付けてください。  

 

１）統括保健師の配置人数 

統括保健師の配置人数 （    ）人 

※ 複数名配置している場合、配属先は？ 

1. １つの部署に複数名を配置  2. 複数の部門・単位に分かれて配置 

２）統括保健師の 
役割等の明文化の有無 

統括保健師の役割及び権限・責任の範囲は、所属組織において明文化されています
か 
1. 明文化されている      2. 明文化されていない 

３）統括保健師の辞令発令 統括保健師の辞令の発令はありますか   1. ある   2. ない 

 
 
 
 

Ⅲ．所属組織における統括保健師の災害時の役割等についてうかがいます。 
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１） 所属自治体の地域防災計画またはマニュアル等において、統括保健師の位置づけ、役割、権限・責任の範囲は、 
平時の準備段階、及び応急対応段階のそれぞれにおいて、どのように記載されていますか？（自由記載） 

・平時の準備段階 
 
 
 
・応急対応段階 
 
 
 
 

  
２） あなたご自身は、統括保健師の災害時の役割及び権限・責任の範囲についてどのようにあるべきだと 
考えていますか？（自由記載） 

 
 
 
 
 

 
 

Ⅳ．意見調査１：統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）についてうかがいます。 

以下に、統括保健師に必要と考えられる災害時のコンピテンシーの項目内容を示しました。 
項目ごとに5段階で、すなわち、４「とても重要である」、３「重要である」、２「あまり重要でない」、１「重要で
ない」、０「（コンピテンシーに）該当しない」の中から、あなたの考えとして最も近いものを選んで○を付けてくだ
さい。 

統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）の 
項目内容 

 

と
て
も
重
要
で
あ
る 

重
要
で
あ
る 

 

あ
ま
り
重
要
で
な
い 

重
要
で
な
い 

該
当
し
な
い 

理由・意見があれば 

記入下さい 

1. リーダーシップに関する項目 

＜非常時の意思決定＞ 

(1) ライフラインの被害状況、被災地の孤立状況、避難住民の

状況等から災害対応の長期化を予測することができる 
４ ３ ２ １ ０  

(2) 活動方針と指示命令系統を明確にすることができる ４ ３ ２ １ ０  

(3) 行政機関としての災害支援のための組織的、継続的な活

動体制を構築することができる 
４ ３ ２ １ ０  

(4) 応援要請の判断と迅速な決定ができる ４ ３ ２ １ ０  
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統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）の項目内容 

と
て
も
重
要
で
あ
る 

重
要
で
あ
る 

あ
ま
り
重
要
で
な
い 

重
要
で
な
い 

該
当
し
な
い 

理由・意見があれば 

記入下さい 

(5) 優先性の高い事項（順位）の決定、判断ができる ４ ３ ２ １ ０  

(6) 専門職の知識・技術・経験の総合性を発揮することができ

る 
４ ３ ２ １ ０  

(7) 上層部の指示に基づき、状況（予測・想定含む）に応じた早

急な意思決定、決断ができる 
４ ３ ２ １ ０  

(8) 被災地の住民や支援従事者の意向に沿って活動が進むよ

うに上層部との調整を図ることができる 
４ ３ ２ １ ０  

(9) 市町村での判断の苦慮の状況に対し、県の協議の場を活

用して方針を確定させ、県からのトップダウンによる調整を図る

ことができる 

４ ３ ２ １ ０  

(10) 復興期において保健福祉の枠を超えてビジョンを描くこと
ができる 

４ ３ ２ １ ０  

＜自己と他者の行動の管理・すべての人々や文化の尊重＞ 

(11) 活動目的の共有と、役割分担、意思統一が図ることができ
る 

４ ３ ２ １ ０  

(12) 支援従事者からの問題提起、積極的な提案を踏まえた方
針決定、合意形成をはかることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(13) 課題解決に向けて支援従事者間の気運を高めることができ
る 

４ ３ ２ １ ０  

(14) 支援従事者間の支援の統一、連携のための体制整備を
行うことができる 

４ ３ ２ １ ０  

(15) 協働する他者の感情と考えの理解、協働する他者の言葉
で示されない問題への気づきと支援について考慮できる 

４ ３ ２ １ ０  

(16) 被災自治体の災害対応経験、マンパワー、組織内での保
健師の立場をアセスメントし、補完・代行すべき（補完・代行の
支援を受けるべき）市町村の保健活動業務の内容を判断でき
る 

４ ３ ２ １ ０  

(17) マンパワー提供による被災地への直接支援と市町村の統
括保健師の後方支援のそれぞれについて支援方針を立案でき
る（それぞれの支援を受けるために情報提供できる） 

４ ３ ２ １ ０  

(18) 支援者の交代時に活動の引き継ぎが確実に実施できる体
制を整備できる 

４ ３ ２ １ ０  

＜組織内外の関係者との協働の促進＞ 

(19) 公衆衛生を基本とした広域的な保健活動を行うために情
報の共有、目標の確認、各役割の明確化に向けて必要な調整
を行うことができる 

４ ３ ２ １ ０  

(20) 課題解決に向けたマンパワーの有効活用（受援）のため
のコーディネート機能、連携システムの確立ができる 

 
４ ３ ２ １ ０  
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統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）の項目内容 

と
て
も
重
要
で
あ
る 

重
要
で
あ
る 

あ
ま
り
重
要
で
な
い 

重
要
で
な
い 

該
当
し
な
い 

理由・意見があれば 

記入下さい 

＜変化する状況への持続的対応＞ 

(21) 支援ニーズや、マンパワーに応じた臨機応変な活動体制
の推進（県内、市町村内の応援体制構築を含む）ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(22) 指示命令系統、他分野との活動重複、サービスの浸透具
合を評価し、体制面の改善点を探ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(23) 被災地ニーズに応じた必要な対策の企画、運営ができる ４ ３ ２ １ ０  

(24) 定期的な活動の検証、方向性の確認による重点項目の
設定ができる 

４ ３ ２ １ ０  

＜自己の役割権限の遵守＞ 

(25） 責任範囲とする活動全体の動き方の計画（1 日単位及び
当面半年間）の提示ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(26) 統括的役割の遂行（冷静・的確な意思決定、活動の共
有、災害対策本部等への進言）ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(27) 災害時に公衆衛生の観点をもって迅速に対策に取り組め
るよう、保健師等の専門職が災害対策会議に参画できるシス
テムの検討と提案ができる 

４ ３ ２ １ ０  

2. 情報知識の形成と運用に関する項目 

＜情報収集の努力の指向力＞ 

(28) 情報集約と発信の担当者を定め、活動基盤となる情報が
一元的に集まる体制をつくることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(29) 積極的かつ直接的に情報把握すべき地域と情報内容の
焦点化及びチーム編成を行うことができる 

４ ３ ２ １ ０  

（30） 被害が甚大な地域の情報を住民及び保健師から直接得
る手段を開拓することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(31) 現場で活動している外部支援チームから情報が入る体制
をつくることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(32) ミーティングや支援チーム等からの報告をルール化するこ
とにより1日の活動終了後に情報が集まる仕組みを構築するこ
とができる 

４ ３ ２ １ ０  

(33) 所属組織の災害時の役割機能の観点から活動に役立て
るべき情報を収集し活動に反映させることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(34) 関係者から入手した情報を手掛かりに地域全体を指向し
た情報の探索ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(35) 事業委託機関、医療従事者及び社協等の地域資源の被
災状況と活動再開状況の把握を指向することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(36) 避難者のうち要援護者の状況について行政が保有してい
る既存情報を活用することができる 

４ ３ ２ １ ０  



136 
 

統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）の項目内容 

と
て
も
重
要
で
あ
る 

重
要
で
あ
る 

あ
ま
り
重
要
で
な
い 

重
要
で
な
い 

該
当
し
な
い 

理由・意見があれば 

記入下さい 

(37) 健康調査の企画・実施・活用の体制をつくり、推進すること
ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(38) 感染症対策のために必要な調査の企画ができる ４ ３ ２ １ ０  

(39) 外部支援の必要性の判断のため具体的な情報収集方法
の検討や工夫を図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(40) 時間経過に応じた対策の検討のため、継続的な情報収
集、モニタリングができる 

４ ３ ２ １ ０  

(41) 自治体の災害対策本部等の意思決定の場に保健師が参
画できるように行政的な位置づけを図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(42) 非常時には平時の思考枠を外さなければならない局面が
随所にあることを意識することができる 

４ ３ ２ １ ０  

＜情報収集力＞  

(43) 自分が把握すべき情報と情報収集源を認識し、情報収集
することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(44) 職員の出勤状況などアウトリーチによる断片的な情報の
統合から状況を判断することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(45) 災害対策本部との連携により情報収集を図ることができる ４ ３ ２ １ ０  

(46) 孤立地域等、保健師単独で接近が困難な地域に対しては
自衛隊の救護チームに同行する等の手段を開拓し活用するこ
とができる 

４ ３ ２ １ ０  

(47) 緊急対応が想定される関係部署職員との協働支援による
情報収集、対応の指示ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(48) 調査規模、実現可能性を検討した上で情報収集の方法を
検討できる（一次スクリーニングは派遣支援者、二次スクリー
ニングは地元保健師など） 

４ ３ ２ １ ０  

(49) 住民の状況に合わせて適切な情報源を選択することができ
る 

４ ３ ２ １ ０  

(50) 地域資源について情報収集することができる ４ ３ ２ １ ０  

(51) 健康支援ニーズ、支援活動量の算定のために報告様式、
記録様式を定めて情報を収集することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(52) 情報収集や連絡が困難な場合は出向いて確認するよう指
示を出すことができる 

４ ３ ２ １ ０  

（53) 関係者会議の早期開催により情報収集、関係者間の共
有を図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  
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統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）の項目内容 

と
て
も
重
要
で
あ
る 

重
要
で
あ
る 

あ
ま
り
重
要
で
な
い 

重
要
で
な
い 

該
当
し
な
い 

理由・意見があれば 

記入下さい 

＜情報の分析力＞ 

(54) 平時の保健師活動や過去の経験を活かして状況を把握
することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(55) 被災前後の状況の差を発見することができる ４ ３ ２ １ ０  

(56) 被災前の住民の健康課題と被災後の避難生活を関連づ
けて分析することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(57) 庁内のどの部署にどのような情報を伝えるとどの問題が
解決されるかを意識して分析することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(58) 平時の活動での蓄積を基に地区の誰に還元したらよいか
分析することができる 

４ ３ ２ １ ０  

（59） 被災後の変化する状況に応じて重要な課題、優先的に
取り組むべき課題を見出すことができる 

４ ３ ２ １ ０  

(60) 収集した情報から支援必要量や内容を算定することができ
る 

４ ３ ２ １ ０  

(61) 健康調査等の結果から地元保健師の実施すべき活動内
容と応援保健師等支援者への依頼内容と、各々の優先順位を
分析することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(62) 優先順位や効率性について整理し、限られた資源の中で
どれだけパフォーマンスを上げることができるか考えることが
できる 

４ ３ ２ １ ０  

(63） 調査統計、分析に地元研究機関（大学）等の活用を図るこ
とができる 

４ ３ ２ １ ０  

(64) 被災者のみならず住民全体の支援ニーズﾞを分析すること
ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(65) 多岐にわたる複雑な問題や状況を系統的に分解し、いく
つかの解決策を見出すことができる 

４ ３ ２ １ ０  

(66) 所内会議を開催し、課題抽出と今後の活動見通しについ
て検討を進めることができる 

４ ３ ２ １ ０  

＜情報の使用・活用力＞ 

(67) 得られた正確な情報を、行政、専門家、市民など関係者間
で共有し、相互に意思疎通を図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(68) 情報収集結果から、NPO等の民間団体を含め必要な関係
部署への連携、調整を図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(69) 情報分析結果から、重点支援を要する地域を明確にし、
必要な組織体制の構築、対策の推進に活用できる 

４ ３ ２ １ ０  

(70) 応援の必要性に対して支援の授受に関与する相互の組
織の意向と目的を確認する調整を行うことができる 

４ ３ ２ １ ０  
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統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）の項目内容 

と
て
も
重
要
で
あ
る 

重
要
で
あ
る 

あ
ま
り
重
要
で
な
い 

重
要
で
な
い 

該
当
し
な
い 

理由・意見があれば 

記入下さい 

(71) 情報分析結果から必要な対策の推進のため関係部署や、
上層部への説明を行い、施策化への了解を得ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(72) 住民に有効な情報を還元（普及啓発）できる仕組みの構築
ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(73) 情報共有、対策検討の機会となる事業の早期再開や企画
ができる 

４ ３ ２ １ ０  

(74) 活動の経験知を継承することを目的に、実践経験の取り
まとめと、その活用ができる（報告集作成、研修会企画等） 

４ ３ ２ １ ０  

(75) 国・県・市町村の災害時の行政連絡ルートの確保と共に実
態を踏まえた連絡の新たな仕組みを創ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

3. 計画策定と推進に関する項目 

(76) 状況変化やスピードに応じたPDCAの展開を図ることがで
きる 

４ ３ ２ １ ０  

(77) 被災の影響や格差を考慮した対策を講じることができる ４ ３ ２ １ ０  

(78) 中長期的な活動方針の検討と、活動推進のために関係機
関及び住民組織との連携、調整を図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(79) 想定される対策推進に必要な予算措置、事業化・施策
化のための粘り強い交渉を行うことができる 

４ ３ ２ １ ０  

(80) 通常業務再開の準備・調整と推進、被災状況や被災後の
マンパワーを考慮して事業を企画することができる 

４ ３ ２ １ ０  

(81) 派遣支援経験を活かした自組織における災害対策の強化
（マニュアル、研修など）を図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(82) 統括的立場の保健師の補佐を配置し、中枢機能の強化を
図ることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(83) 災害時公衆衛生対策チームのような外部の専門家チーム
を活用することより、保健活動の見通しを立てることができる 

４ ３ ２ １ ０  

(84) 復興経過を見据えた対策の検討と推進ができる ４ ３ ２ １ ０  

(85) 復興期において NPO 等の民間を含め多様なネットワーク
をつくり、住民が主体となれるよう支援することができる 

４ ３ ２ １ ０  

4. 職員の健康安全管理に関する項目 

(86) 職員や支援従事者の勤務・休息などの体制を整備するこ
とができる 

４ ３ ２ １ ０  

(87) 健康管理の実施体制を整備することができる ４ ３ ２ １ ０  
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統括保健師の災害時のコンピテンシー（実践能力）の項目内容 

と
て
も
重
要
で
あ
る 

重
要
で
あ
る 

あ
ま
り
重
要
で
な
い 

重
要
で
な
い 

該
当
し
な
い 

理由・意見があれば 

記入下さい 

(88) こころのケアの個別対応と普及啓発の企画、実施ができ
る 

４ ３ ２ １ ０  

(89) 職員の健康管理に関して総務課職員との情報共有、対策
の検討と実施ができる 

４ ３ ２ １ ０  

 

項目リストの内容・構成および活用方法などについての全体意見がありましたら、記載をお願いします（自由意見） 

 
 

Ⅴ．意見調査２：災害時において統括保健師が役割を発揮する上での課題と思うことは何ですか？ 

（自由意見） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

Ⅵ．意見調査３：統括保健師の災害時の対応能力育成のために必要なことは何と思いますか？ 

１）統括保健師の災害時の対応能力を育成するために、スタッフの段階から蓄積すべき能力は何だと思いますか？ 
 （自由意見） 
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２）あなた自身、どのような場面や経験を通して、統括保健師としての災害に対する能力を高めていますか？ 
あるいはどのような場面や経験があれば、統括保健師としての災害に対する能力が身に付くと思いますか？ 

（自由意見） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
３）所属自治体（所属組織）において統括保健師としての災害に対する能力を育成するために実際行っていることや、 
役立っていると思うことは何ですか？ 

（自由意見） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

調査は以上です。ご協力ありがとうございました。 
 
返信用封筒に以下を入れて、平成29年 1月 31日（火）までに返送くださいますよう、 
お願い申し上げます。 
 
□ 本調査票 
□ 別紙（調査結果報告書の送付希望書）※送付を希望される場合 
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